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（B-2）カーボンリサイク
ルを志向した化成品選
択合成技術の研究開
発 

195 299 1,145 282 396 － (2,317) 

（ B-3 ） Gas-to-
Lipids バイオプロセスの
開発 

44 454 74 (78) － － (651) 

（C-1）ダイヤモンド電
極を用いた石炭火力排
ガス中 CO2 からの基幹
物質製造 

－ － 163 (175) (162) － (499) 

（C-2）大気圧プラズ
マを利用する新規 CO2

分解・還元プロセスの研
究開発 

－ － 174 (145) (112) － (430) 

（C-3）CO2 の高効率
利用が可能な藻類バイ
オマス生産と利用技術の
開発 

－ － 53 (52) (52) － (157) 

（C-4）CO2 を炭素源
とした産廃由来炭化ケイ
素合成 

－ － 128 (244) (62) － (435) 

（C-5）カーボンリサイク
ル LPG 製造技術とプロ
セスの研究開発 

－ － 326 (86) (87) － (499) 

（C-6）微細藻類によ
る CO2 固定化と有用化
学品生産に関する研究
開発 

－ － 179 (140) (90) － (409) 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁資源・燃料部石炭課 

プロジェクト 

リーダー 
設定なし 

プロジェクト 

マネージャー 

環境部 吉田 准一（2022 年 6 月現在） 

環境部 戸島 正剛（2020 年 10 月～2022 年 5 月） 

環境部 髙橋 洋一（2020 年 7 月～2020 年 9 月） 

委託先 

（助成事業の場合「助

成先」とするなど適宜変

更） 

（組合が委託先に含ま

れる場合は、その参加企

業数及び参加企業名も

記載） 

（A-1）大崎上島における研究拠点整備・設備保守 

大崎クールジェン株式会社 

（A-2）基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検討と実施 

一般財団法人石炭フロンティア機構 

（B-1）CO2 有効利用コンクリートの研究開発 

        中国電力株式会社、鹿島建設株式会社（共同実施: 

学校法人金沢工業大学、学校法人東洋大学）、三菱商事株式会社 

（B-2）カーボンリサイクルを志向した化成品選択合成技術の研究開発 

      川崎重工業株式会社（再委託:三井化学株式会社、 
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国立研究開発法人産業技術総合研究所）、国立大学法人大阪大学 

（B-3）Gas-to-Lipids バイオプロセスの開発 

国立大学法人広島大学（共同実施:⾧瀬産業株式会社）、 

中国電力株式会社 

（C-1）ダイヤモンド電極を用いた石炭火力排ガス中 CO2 からの基幹物質製造 

学校法人慶應義塾、学校法人東京理科大学、 

一般財団法人石炭フロンティア機構 

（C-2）大気圧プラズマを利用する新規 CO2 分解・還元プロセスの研究開発 

国立大学法人東海国立大学機構、川田工業株式会社 

（C-3）CO2 の高効率利用が可能な藻類バイオマス生産と利用技術の開発 

日本製鉄株式会社（再委託:株式会社ちとせ研究所、 

国立大学法人京都大学） 

（C-4）CO2 を炭素源とした産廃由来炭化ケイ素合成 

国立大学法人東北大学 

（C-5）カーボンリサイクル LPG 製造技術とプロセスの研究開発 

ＥＮＥＯＳグローブ株式会社、日本製鉄株式会社、 

国立大学法人富山大学 

（C-6）微細藻類による CO2 固定化と有用化学品生産に関する研究開発 

株式会社アルガルバイオ（再委託:学校法人関西学院、 

国立研究開発法人産業技術総合研究所）、関西電力株式会社 

 

情勢変化への 

対応 

2021 年 4 月に菅総理大臣は、2030 年に向けた温室効果ガスの削減目標について、2013 年度に比べて 46％

削減することを目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続けていくことを表明した。 

2021 年 7 月に経済産業省により「カーボンリサイクル技術ロードマップ」が改訂された。カーボンリサイクルに係る技術

は、将来有望な選択肢の一つであり、そのイノベーションを加速化していくことが重要とされ、DAC や CO2 輸送等の

取り組みも追加され、また、カーボンリサイクル製品（汎用品）の普及開始時期を 2040 年頃に前倒しすること等が

示された。 

2021 年 11 月に「COP26」が開催され、低排出エネルギーシステムヘの移行に向けての技術の開発・実装・普及

及び政策の採用を加速させることとなった。また、パリ協定第６条に基づく市場メカニズムの実施指針が合意された。 

事業開始以降、これらのような情勢変化があり、本事業の重要性が一層高まっていることから以下の対応を追加し

た。 

・カーボンリサイクル実証研究拠点としての機能を一層拡大することを目指し、「実証研究エリア」に新たな研究開発

テーマを追加する（2022 年度）。 

・研究・実証案件の継続・拡大を視野に、2025 年度以降のカーボンリサイクル実証研究拠点の運営・管理等につ

いての検討を開始する。 

中間評価結果 

への対応 

 

 

 

評価に関する 

事項 

事前評価  

中間評価 2022 年度、2025 年度（予定） 

事後評価 2026 年度（予定） 
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３．研究開発成果

について 

（A）CO2 有効利用拠点化推進事業 

基礎研究棟、共用棟等の設計を行い、建設工事に着手した。また、CO2 供給設備、用水設備、排水設備、海水

取水設備、受配電設備等の機器製作及び設置工事を実施した。 

（B）研究拠点における CO2 有効利用技術開発・実証事業 

CO2 有効利用技術について要素技術開発を行うとともに、研究拠点で実施する実用化研究のための準備を行っ

た。 

（C）CO2 有効利用拠点における要素技術開発 

複数の企業や大学等が CO2 有効利用技術に係る要素技術開発を実施するための検討を行い、研究拠点で行う

べき事業を選定した。 

投稿論文 20 件 

特 許 

出願:3 件 

登録:1 件 

（その他商標登録:1 件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

研究発表・講演:30 件 

新聞・雑誌等への掲載:26 件 

４.成果の実用化に

向けた取組及び見通

しについて 

実用化は、『プロジェクトで整備された実証研究拠点が、CO2有効利用に適応可能な技術開発に利用され、その結

果が実証等に至ること』をいう。 

研究開発に必要な土地整備やユーティリティ供給等については、研究開発が効率よく円滑に進むよう一括管理して

実施することで、カーボンリサイクル技術開発を実証研究拠点で重点的に行っていく。 

カーボンリサイクル技術ロードマップにおいて、フェーズ１の 2030 年度頃からの普及を目指して取り組まれるべき研究

開発を促進させる。ラボレベルからベンチレベルへのスケールアップなどを着実に行って基本技術を確立し、2030 年頃

に実証により製品製造技術を実用化させ、将来の事業化見通しを得る。 

５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 2016 年 1 月 制定 

変更履歴 

2016 年 4 月、9 月、2017 年 2 月、5 月、6 月、2018 年 2 月、7 月、9 月、2019

年 1 月、7 月、2020 年２月、３月、7 月、9 月、10 月、2021 年 1 月、5 月、6

月、7 月、2022 年 3 月 改訂（研究開発の実施体制、具体的研究内容、達成目

標、研究開発スケジュール表等の追加、修正） 
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1.事業の位置づけ・必要性について 

1.1 事業の背景・目的・位置づけ 

事業の背景 

世界の資源エネルギー・環境を取り巻く情勢は、大きな変化を迎えており、パリ協定の発効などにより、

脱炭素化へのモメンタムが一層高まっている。一方、世界のエネルギー需要は、経済成長著しいアジアや

途上国で特に強く、エネルギーセキュリティ、さらには貧困問題やエネルギーアクセス不足を踏まえれば、

今後も化石燃料に依存せざるを得ない状況は継続している。環境と成長の好循環を実施するためには、

ＣＯ２排出削減に加え、ＣＯ２を有効利用していくアプローチを世界全体で進めていく必要がある。 

このＣＯ２を有効利用する技術として、分離・回収されたＣＯ２を多様な炭素化合物の製品として利用する

技術（カーボンリサイクル技術）が提案されており、ＣＯ２排出削減を達成していくためには、省エネや再エ

ネの導入だけではなく、このカーボンリサイクル技術を含む複数の手段の組み合わせが重要となる。 

 

政策的位置づけ 

●カーボンリサイクル３Ｃイニシアティブ（2019 年 9 月） 

 2019 年第 1 回カーボンリサイクル産学官国際会議において、菅原経済産業大臣（当時）より、我が国の

取り組みとしての「カーボンリサイクル３Ｃイニシアティブ」を発表した。 

３C： Caravan、Center of Research、Collaboration 

 

（１）相互交流の推進＜Caravan＞ 

 海外の研究者等が来日する機会を捉え、日本国内の研究拠点を訪問してもらうことで情報交換が促進

されることを目指す。 

   

（２）実証研究拠点の整備＜Center of Research＞ 

 CO2 の分離回収が行われている広島県大崎上島を企業や大学等による研究も行える実証研究の拠点

として整備し、燃料、化学品、炭酸塩などのカーボンリサイクル技術開発と、その技術の早期の実用化に

向けた制度整備検討を進める。 

  

（３）国際共同研究の推進＜Collaboration＞ 

 キャラバンの実施による普及活動や、研究拠点での情報交換などを通じ、お互いの強みと弱みを補完

できる国際共同研究の実施を追求する。優れた技術を有しているか、カーボンリサイクルに取り組む意欲

を有しているか、必要な資源が安価かつ安定的に得られるかなどを考慮しながら、パートナーとなりうる国

との対話を強化する。 

 

●パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（2019 年 6 月) 

 CO2 を資源として捉え、これを分離・回収し、多様な炭素化合物として再利用するカーボンリサイクルに

係る技術は、将来有望な選択肢の一つであり、そのイノベーションを加速化していく。 

 

●革新的環境イノベーション戦略（2020 年 1 月） 

アクセラレーションプランでは、カーボンリサイクル実証研究拠点の新設として、広島県大崎上島町を、

CO2 を資源として有効利用するカーボンリサイクル研究のための実証環境を整備し、様々なカーボンリサ

イクル技術の「ショーケース」として、万博などの機会も活用しつつ、世界中にアピールする。 

 

●カーボンリサイクル技術ロードマップ（2021 年 7 月改訂） 
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CO2 を資源として捉え、これを分離・回収し、多様な炭素化合物として再利用し、大気中への CO2 排出

を抑制するカーボンリサイクル技術は、省エネルギー、再生可能エネルギー、CCS などとともに鍵となる

取り組みの一つであり、非連続的イノベーションを進めていく。 

 

事業の目的 

このような背景を踏まえ、カーボンリサイクル技術の開発を効率的に進めるためには、ＣＯ２の分離回収

が行われている場所において、カーボンリサイクル技術開発を重点的に進める必要がある。具体的には、

火力発電由来のＣＯ２が分離回収されている広島県大崎上島にカーボンリサイクル実証研究拠点を整備

し、そこで集約的にカーボンリサイクル技術の研究開発を行うことを目的とする。 

 

 

図 1.1-1 カーボンリサイクル実証研究拠点① 

 

 

 

図 1.1-2 カーボンリサイクル実証研究拠点② 
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事業開始後の政策等の動向変化 

●2021 年 4 月に菅総理大臣は、2030 年に向けた温室効果ガスの削減目標について、2013 年度に比べ

て 46％削減することを目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続けていくことを表明した。 

●2021 年 7 月に経済産業省により「カーボンリサイクル技術ロードマップ」が改訂された。カーボンリサイ

クルに係る技術は、将来有望な選択肢の一つであり、そのイノベーションを加速化していくことが重要とさ

れ、DAC や CO2 輸送等の取り組みも追加され、また、カーボンリサイクル製品（汎用品）の普及開始時期

を 2040 年頃に前倒しすること等が示された。 

●2021 年 11 月に「COP26」が開催され、低排出エネルギーシステムヘの移行に向けての技術の開発・実

装・普及及び政策の採用を加速させることとなった。また、パリ協定第６条に基づく市場メカニズムの実施

指針が合意された。 

●2021 年 12 月に経済産業省により、「グリーンイノベーション基金事業の基本方針」が策定され 2050 年

カーボンニュートラルの実現に向け、NEDO に２兆円の基金を造成し、野心的な目標にコミットする企業等

に対して、10 年間、研究開発・実証から社会実装までを継続して支援することとなった。 

 

国内の状況 

2016 年 6 月に官民協議会で策定した「次世代火力発電に係るロードマップ」においては CO2 排出量削

減のため、2030 年度以降を見据えた取り組みに係る技術に関する方針として、CO2 有効利用技術は火力

発電からの CO2 排出を再利用することで、実質的な CO2 排出量をゼロに近づける切り札となり得るもの

のひとつとされており、長期的な視点で戦略的に技術開発を進めることが適当とされている。 

また、2019 年 6 月に経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」においては、CO2 排

出量削減の鍵となる取り組みとして、省エネルギー、再生可能エネルギー、CCS、カーボンリサイクルが挙

げられており。このうち、CO2 を資源として捉えて利用するカーボンリサイクルについては、そのイノベー

ションを加速化していくことが重要とされている。 

我が国の CO2 大規模排出源としては、火力発電のほか、鉄鋼業における製鉄プロセス（高炉法）が挙

げられ、これら大規模排出源からの CO2 を削減すべく、CCS とともにカーボンリサイクル技術の開発を実

施している。 
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図 1.1-3 カーボンリサイクル技術ロードマップ 

 
 

 
図 1.1-4 カーボンリサイクル技術の実用化工程表 

 
出典:経済産業省 次世代火力発電の早期実現に向けた協議会 「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」 
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世界の取り組み状況 

2015 年にパリで開催された国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）において採択された

「パリ協定」が発効され、世界的に一層の CO2 の排出削減が必要とされている。このような流れの中、既

に米国等では CCS 無しでは石炭火力発電所の新設が事実上不可能なレベルの規制を設けるなど、CO2

排出に対する規制強化の動きがある。また、引き続き開催された COP26 においては我が国から提案して

いる２国間取引制度に関する議論が進んでおり、制度整備が整いつつあるなど、本格的な導入に向けた

準備が進んでいる。 

これらに対し、化学品、燃料、鉱物（セメント・コンクリート）では一部で商用化が進みつつある。また、国

内外では多様な製品・技術を対象とした開発・実証が活発化しており、早期の商品化と市場構築に向け競

争状態となっている。ここではコスト低減と用途拡大が課題となっている。 

国内では、化学、セメント、エネルギー、エンジニアリング等多様な分野の企業が参画しており、得意分

野を補完した体制の構築が測られている。また欧州・米国でも、国家プロジェクトやスタートアップによる開

発・実証が活発化している。 

図 1.1-5 国内外の主なプロジェクト① 

 

図 1.1-6 国内外の主なプロジェクト② 
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1.2 NEDO が関与する必要性・制度への適合性 

1.2.1 NEDO が関与することの意義 

 世界的に CO2 排出削減に関する取り組みが加速している状況において、第 5 次エネルギー基本計画

（2018 年７月）、パリ協定に基づく長期戦略としての成長戦略（2019 年 7 月）でも温室効果ガス削減技術

として、CCS・CCU／カーボンリサイクル技術は重要な技術として位置付けられている。 

CCU/カーボンリサイクル技術としての CO2 排出削減・有効利用の実用化、および共通基盤技術の開

発は、下記の３点の観点から NEDO が関与し、NEDO がもつこれまでの知識、実績を活かして推進すべき

事業としている。 

 ●社会的必要性：大、国家的課題（気候変動対策）に貢献する技術 

 ●研究開発の難易度：高、実用化に至るまでのリードタイムが長い 

 ●投資規模：大＝開発リスク：大 

 

また CO2 排出源や製品の用途等が異なる様々なテーマについて、あるいは、様々な用途に適用される

共通基盤技術開発について、NEDO は、産学官の技術力・研究力を最適に組み合わせて研究開発を推

進でき、他の調査事業とも連携させ、カーボンリサイクル技術の社会実装に至るまで、一貫した総合的な

マネジメントを行うことが可能である。 

 これに関し、温室効果ガス排出量の大部分を占める CO2 について、排出削減、貯蔵・固定化、再利用を

全て考慮する炭素循環という観点から、社会システム全体で持続可能な社会を目指すことが重要であ

る。 

そこで、NEDO では、気候変動問題の解決に向けた技術開発の在り方や目指すべき方向性などをまと

めた「持続可能な社会の実現に向けた技術開発総合指針 2020（NEDO 総合指針）」を策定した。 

 

 

図 1.2.1-1 持続可能な社会の実現に向けた技術開発総合指針 2020（2020 年 2 月） 
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図 1.2.1-2 持続可能な社会の実現に向けた技術開発総合指針 2020（2020 年 2 月） 

 

 

1.2.2 実施の効果（費用対効果） 

 本事業で対象としているカーボンリサイクル技術を部分的に 2030 年ごろより適用開始し、2040 年頃より

本格適用を想定した場合、2050 年度で約 7300 億円／年に達すると試算されている。 

  化学品   約 70 億円/年（2030 予測） 、約 1800 億円/年（2050 予測） 

鉱物     約 0 億円/年（2030 予測） 、約 5500 億円/年（2050 予測） 

 

 また、本プロジェクトの実施による CO2 削減への寄与は、2050 年では約 1270 万トン-CO2/年を予測し

ており、大きな削減効果が期待できる。 

  化学品     約 480 トン/年（2030 予測） 、約 870 万トン/年（2050 予測） 

鉱物      約  0 トン/年（2030 予測） 、約 400 万トン/年（2050 予測） 
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2.研究開発マネジメント 

2.1 事業の目標 

 本事業の中間目標及び最終目標は以下の通りである。 

 

●中間目標（2022 年度） 

複数の企業や大学等が要素技術開発および実証試験等を行うための拠点化に向けた検討および整

備を行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発を行い、実現可能性を検討し、拠点候補地で行うべき

事業を選定する。 

 

●中間目標（2025 年度） 

当該拠点化に向けた追加整備を必要に応じて行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発や実証

試験を行い、実施済の要素技術開発等についてＣＯ２有効利用技術の経済性、ＣＯ２削減効果等を評価す

る。 

 

●最終目標（2026 年度） 

ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発や実証試験を行い、2026 年度まで実施した要素技術開発等につい

てＣＯ２有効利用技術の経済性、ＣＯ２削減効果等を評価する。 

 

この目標は下図に示す我が国のカーボンリサイクル技術ロードマップにおいて、フェーズ 1 の中で 2030

年度頃からの普及を目指して取り組まれるべき研究開発の促進に直接貢献するものであり、目標として

妥当なものである。 

 

出典：「カーボンリサイクル技術ロードマップ令和元年 6 月（令和 3 年 7 月改 

訂）経済産業省 協力府省 内閣府 文部科学省 環境省」 P2 より 

  

図 2.1-1 カーボンリサイクルを拡大していく絵姿 
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図 2.1-2 各研究開発項目の位置づけ 

 

CO2 排出削減による気候変動対策は世界的課題であり、特に火力発電等からの CO2 排出量が多く、分

離・回収した CO2 を多様な炭素化合物の製品として有効利用する技術（カーボンリサイクル）による CO2

排出削減の必要性が高まっている。 

そのためには新しい社会システムの創出を目指していく必要があるが、各国の産学官と連携しつつ世

界全体を視野に入れたイノベーションを図ることも重要であり、その取り組みの一つとして実証研究拠点

の整備を行う。CO2 の分離回収が行われている場所における重点的なカーボンリサイクル技術開発と、そ

の技術の早期の実用化に向けた検討を進める。まずは、既に CO2 が得られる広島県大崎上島を企業や

大学等による研究も行える実証研究の拠点として整備する。 

そして CO2 有効利用に係る要素技術開発や実証試験を行い、実施済の要素技術開発等について CO2

有効利用技術の経済性、CO2 削減効果等を評価する。さらに実用化を推進し、実証・商用化等を経て将

来のカーボンリサイクル技術の社会実装につなげていく。 

 各研究開発項目毎の目標については、以下「2．2 研究開発の内容」に記載する。 
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2.2 事業の計画内容 

 実施中のテーマを以下に示す。 

      表 2.2-1 テーマリスト 

 

2.2.1 研究開発の内容 

2.2.1.1 （A）CO2有効利用拠点化推進事業 

2.2.1.1.1 （A-1）大崎上島における研究拠点整備・設備保守 

研究開発計画 

大崎クールジェン（株）（以下、OCG という）は、広島県大崎上島の中国電力㈱大崎火力発電所

構内において、NEDO「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」（以下、「OCG プロジェクト」とい

う）を実施している。OCG プロジェクトは、第 1 段階として 166MW 級の酸素吹 IGCC 設備を設置

し、2016 年から 2018 年にかけて実証試験を実施した。また、第 2 段階として、IGCC 設備に CO2

分離・回収設備を組合せ、石炭ガス化炉で発生した石炭ガス化ガスから CO2 を分離・回収する

「CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証」を 2019 年度から 2022 年度にかけて実施している。さらに、

第 3 段階として CO2 分離回収設備の後段に燃料電池設備を設置し、2022 年に「CO2 分離・回収型

IGFC 実証」を実施している。 

本事業においては、OCG プロジェクト第 3 段階の工事期間に並行して研究開発拠点化の整備

に伴う既設改造を含む一連の整備工事を実施するとともに、CO2 分離・回収型 IGCC から発生する

CO2 を安定的に供給し、カーボンリサイクル研究開発を行う事業者（以下、「CR 事業者」という）が

実施する CO2 有効利用技術の確立、実用化に協力する。 

 

実施項目①「CO2 有効利用拠点化整備」 

中国電力(株)大崎発電所構内において、CO2 有効利用技術の確立、実用化に向けた研究開発・

実証事業を行うためのカーボンリサイクル実証研究拠点（以下、「CR 事業エリア」という）を新たに

設置し、研究を行う事業者の要求に対し最適となるよう、土地の整地およびユーティリティの整備等

を実施する。また、整備した拠点のユーティリティ等が CR 事業者にとって適正か検証する。具体的
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2.2.1.1.2 （A-2）基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検討と実施 
研究開発の内容 

本事業では、一般財団法人石炭フロンティア機構（以下、JCOAL と記載する）が、CO2 有効利用技術

の研究拠点化において、基礎研究・先導研究用プレハブ（以下、研究用プレハブと記載する）を最適化検

討を行った上で整備する(2020-2022 年度)。さらに、研究拠点整備後に実施される研究開発に対し、共用

エリア管理、事業者間調整、対外活動、関連調査、研究成果のとりまとめなどの研究支援を実施するた

め、研究支援方法の最適化検討を行う（2020-2022 年度）。なお、大崎クールジェン㈱（以下、OCG と記載

する）は、本事業と並行して、研究拠点化において、ユーティリティの最適化検討、レイアウト検討、設計、

土地整備（道路含む）、土木、製作（ユーティリティ供給設備含む）、建設工事、および試運転（2020-2021 

年度）、並びに、拠点整備後にて実施される研究開発に対してユーティリティ（CO2、上水等）の供給、整備

した設備の運用、管理、および保守を行う（2022 年度）ことになっており、連携して実施する。図 2.2.1.1.2-

1 に事業全体の構造を示す。 

 

 

図 2.2.1.1.2.-1 事業全体の構造 

 

本事業では 3 つの研究開発を計画しており、各項目の概要は以下の通りである。表 2.2.1.1.2-1 には事

業の予算を、表 2.2.1.1.2-2 には実施スケジュールを示す。 

さらに、採択条件である、「基礎拠点整備の実施において、施工・安全・防災・環境などの専門家を含め

るよう体制を整備し、管理計画を策定すること。」に対応して体制を強化して実施する。また、安全管理な

どプラント運営に必要な情報について、CO2 有効利用拠点整備事業者である OCG と共有し、適時指導を

仰ぐ。また、これらの管理計画を策定して実行するとともに、研究拠点利用マニュアルに反映させていく。 

 

表 2.2.1.1.2-1 事業予算 

 

 

 

 

 

 

実施項目① 「CO2 有効利用技術の研究拠点化の最適化検討と実施」 

 CO2 が得られる広島県大崎上島の中国電力㈱大崎発電所敷地内に、複数の企業や大学等が基礎研

究・先導研究、および実証研究を効率よく、かつ、施行・安全・防災・環境等の専門家を含めた体制が整備

 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 合計 

事業費 

（百万円） 
15 332 256   603 
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された、研究プレハブ設置を中心にカーボンリサイクル技術開発を重点的に行うために必要な拠点整備

を、CO2 有効利用拠点整備事業者である大崎クールジェン(OCG)と連携して行う。 

 

実施項目② 「研究支援の最適化検討と実施」 

研究拠点の整備後、研究者支援の運営業務を行い、基礎研究・先導研究、および実証研究活動の総

括的な評価向上に貢献することで、研究拠点化を推進していく。そのため、主にソフト面の最適化研究開

発を行っていく。そこで、研究拠点整備後に基礎研究・先導研究、あるいは実証研究を実施する研究拠点

利用者に対し、共用エリア管理、実施者間調整(IGCC 停止時の CO2 調達含む)などの研究支援について

最適化検討を行った上で実施する。また、研究拠点利用者向けに施工・安全・防災・環境などの管理体制

を、CO2 有効拠点整備事業者である大崎クールジェン(OCG)と連携して整備するとともに、管理計画を含

む利用マニュアルを整備する 。 

 

実施項目③ 「対外支援活動の最適化検討と実施」 

本事業で国内に整備した研究拠点の研究支援を行ったり、研究成果等を周知したり、必要な調査活動

を行うことで、より優れた研究拠点化、および研究成果の普及に寄与していく。対外活動支援では研究支

援に必要な関係機関との調整、広報、および NEDO が企画するイベント等を支援する。また、研究拠点推

進に必要な調査を実施する。更に、研究開発の成果を集約し、成果報告会を開催するなど、研究成果の

普及活動を行う。なお、広報活動や成果のとりまとめ等は研究拠点利用者と連携して実施する。 
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2.2.1.2 （B）研究拠点における CO2有効利用技術開発・実証事業 

2.2.1.2.1 （B-1）CO2有効利用コンクリートの研究開発 

研究開発の内容 

実施内容は、大別すると、①CO2有効利用コンクリートの用途拡大のための技術開発、②普及拡

大時に想定される技術課題への取組、③事業性評価の３つである。 

 

表 2.2.1.2.1-1 研究項目と実施内容 

研究項目 実施内容 

①CO2 有効利用コンクリート

の用途拡大のための技術開

発 

・現場打設コンクリートの炭酸化技術の開発 

・鉄筋コンクリートに適用した場合の品質確保技術開発 

・大崎研究拠点における屋外大型試験 

②普及拡大時に想定される

技術課題への取組 

・CO2吸収材料の性能調査および供給量調査 

・様々な排出源からの CO2 ガスの適用性評価 

③事業性評価 ・CO2有効利用コンクリートの事業性評価 

・CO2有効利用コンクリートの普及シナリオ作成 

・その他市場調査、国等の制度調査等 

 

研究開発スケジュールは図 2.2.1.2.1-1 のとおり計画しており，年度予算の推移は，2020

年度 182 百万円，2021 年度 200 百万円，2022 年度 244 百万円の総額 626 百万円である。 

 

                  図 2.2.1.2.1-1 研究開発スケジュール 

 

2.2.1.2.2 （B-2）カーボンリサイクルを志向した化成品選択合成技術の研究開発 

研究開発の内容 

・メタノール合成 

 CO2 の水素化によるメタノール合成触媒の開発は、1990 年から 1999 年の間に地球環境産業技術研究

所（以後 RITE と略す)にて実施された。CO2 の水素化によるメタノール合成反応（CO2 + 3H2 → CH3OH ∔ 

H2O）において生成する副生水が触媒の劣化を加速する為、触媒の耐水制御、触媒の粉化抑制による長

寿命化が必要である。RITE にて実施された研究開発により、合成ガスからのメタノール合成触媒である

Cu-ZnO 系に ZrO2 を添加する事により高活性、長寿命の触媒の開発に成功した。2008 年には、三井化

学が同社大阪工場にて Cu-ZnO-ZrO2 系触媒を用いて社内検証を行い、メタノール合成に関し基礎技術

を保有している。 
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図 2.2.1.2.2-1 メタノール合成触媒の構成と特徴 

 

上記検証の結果、触媒の実用化を目指す為には触媒の低コスト化が必要であることが判明している。 

 本検討では、保有しているメタノール合成触媒技術を基に、触媒組成の最適化により、高価な ZrO2 使用

量を低減することで、課題である触媒コストの低減を図る。 

 

・パラキシレン合成 

 かねてよりパラキシレンを合成する触媒に関する研究は行われており、パラキシレンの分子径と同程度

の細孔径を持つゼオライト（ZSM-5）触媒を用いることが検討されていた。ゼオライト触媒を用いることによ

りパラキシレンを平衡組成よりも高選択率で合成することはできるものの、触媒表面で異性化が起きてし

まい十分なパラ選択性を得られていなかった。そこで、大阪大学は、パラキシレンを選択的に合成できる

触媒として、コアシェルゼオライトを提案している。コアシェルゼオライト触媒は、芳香族化反応が起きるコ

ア部のゼオライト（ZSM-5）を、同じ構造を持つが活性点を持たないゼオライト（シリカライト-1）で被覆する

ことにより、ゼオライトの持つ構造選択性を最大限発揮させることで、選択的にパラキシレンを合成するこ

とが可能である。パラキシレンの選択合成が可能となれば、複雑な分離・精製プロセスの負荷を省略でき

るため、カーボンリサイクル技術の実用化に向け、大きく前進することが出来る。 

図 2.2.1.2.2-2 コアシェルゼオライト触媒とパラキシレン合成反応機構 

 

また、統合プロセス検討の一環として、水素製造の低コスト化についても調査（基礎研究）を実施する。以

下に調査（基礎研究）を実施する技術の特徴を記載する。 
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・水素製造 

 メタノール合成のための低コストな水素製造の調査として、水電解と光触媒を融合させた Hybrid 水電解

システムについての基礎研究を実施する。Hybrid 水電解システムは金属イオンのレドックス媒体を用い、

光触媒による酸素の生成／レドックス金属イオンの還元と、電解槽での水素の生成／レドックス金属イオ

ンの酸化の、二段階の反応を組み合わせて水を電解する方法である。 

 光触媒や水の電気分解による水素製造と比較し以下の特徴を有しており、製造コストを大きく低減でき

る可能性がある技術である。 

・酸素は電解槽ではなく光触媒反応槽で生成し、水素は電解槽のカソードで生成するため、爆鳴気が生

成せず安全性が高く、水素の補修が非常に単純。 

・光触媒に貴金属が不要。 

・太陽エネルギーは金属イオンのレドックス媒体の還元体の水溶液中に一旦蓄えられることにより、電解

水溶液の電解時に印加する電解電圧の低電圧化による低消費電力化が可能である。更に、太陽エネル

ギーを数日から数ヶ月単位で蓄積できるので水素需要供給や電力余剰状況に合わせてタイムシフト調整

が可能。 

図 2.2.1.2.2-3 水電解と光触媒を融合させた Hybrid 水電解システムの概略図 

 
 なお、表 2.2.1.2.2-1 に年度毎の予算を示す。2022 年度の予算が大きいのは、メタノールベンチ試験装

置を据付ける予定のためである。 

 

表 2.2.1.2.2-1 年度毎の予算（単位：百万円） 

2020 年度 2021 年度 2022 年度 合計 

195 299 1,145 1,639 

 

 
 また、2020 年度から 2022 年度の実施計画を表 2.2.1.2.2-2 に示す。 
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表 2.2.1.2.3-1 研究開発予算推移（単位：百万円、税込） 

 研究開発項目 2020 

年度 

2021 

年度 

2022 

年度 

合計 

①CO2 を再資源化する高効率水素駆動型

酢酸発酵技術の確立 

5 43  4  52 

②酢酸を原料とする油脂発酵技術の確立 5  43  5   53 

③一貫製造プロセスの構築と検証 28 339 44 411 

④商用化を見据えたシステム評価 5  29  22  56 

合  計 44 454  74  572 
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              表 2.2.1.2.3-2 研究開発実施計画 
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2.2.1.3 （C）CO2有効利用拠点における要素技術開発 

2.2.1.3.1 （C-1）ダイヤモンド電極を用いた石炭火力排ガス中 CO2からの基幹物質製造 

ダイヤモンド電極を用いて、石炭火力等の排ガス中 CO2 を電解還元し、基幹物質としてのギ酸を

製造するシステム構築を行う。これまで個別であったシステムを統合し、連続的にギ酸生成を行うこ

とができるベンチスケールシステムを構築、実現可能性を検証する。また、水素エネルギー源と化学

原料の両面から、新規市場開拓に向けた可能性を検討する。 

 

2.2.1.3.2 （C-2）大気圧プラズマを利用する新規 CO2 分解・還元プロセスの研究開発 

新規 CO2 分解・還元プロセスの構築を目的として、大気圧プラズマを利用して CO2 を分解する反

応器、未反応 CO2 を炭酸塩に転換する反応器、大気圧プラズマを利用して CO を尿素に転換する反

応器で構成されるプロセスの最適化とスケールアップに関する研究開発を行う。 

 

2.2.1.3.3 （C-3）CO2の高効率利用が可能な藻類バイオマス生産と利用技術の開発 

CO2 から有機物を合成し、製鉄の還元剤や熱源としての用途開発や栄養補助食品、化粧品他の

多用途開発を図る。本事業では、有望な藻類の選定とともに、製鉄所の未利用低温排熱を利用し、

藻類を効率的に育成するための最適な担持体の初期の試設計、試作を行う（固相表面培養）。 

 

2.2.1.3.4 （C-4）CO2を炭素源とした産廃由来炭化ケイ素合成 

炭化物合成に関わる研究開発として、CO2 を炭素源とした産廃由来炭化ケイ素合成の実用化・事

業化を最終目標に、そのコア技術確立のためのベンチスケール試験を行い、プロセスの最適化とコ

スト評価を行う。 

 

2.2.1.3.5 （C-5）カーボンリサイクル LPG 製造技術とプロセスの研究開発 

CO2 と H2 を原料とし、FT 合成法を用いて LP ガスを製造する合成触媒技術および製造工程を研

究開発するとともに、社会実装モデルの検討を実施する。 

 

2.2.1.3.6 （C-6）微細藻類による CO2固定化と有用化学品生産に関する研究開発 

CO2 を資源として、増殖速度が速く、高い生産効率が期待できる海産珪藻フェオダクチラムの大量

培養技術と、培養した微細藻類から抽出される付加価値の高い機能性化学品の利用技術を開発す

る。 

 

表 2.2.1-1 各事業の研究開発予算 
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2.2.2 研究開発の実施体制 

 

 

（A）CO2有効利用拠点化推進事業 

（A-1）大崎上島における研究拠点整備・設備保守 
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（A-2）基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検討と実施 

 

 

 

 

（B）研究拠点における CO2有効利用技術開発・実証事業 

（B-1）CO2有効利用コンクリートの研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

【委託先】 

 

 

 

 

一般財団法人石炭フロンティア機構 

研究開発責任者：橋本敬一郎 

実施場所：東京、大崎事務所(2021 年 7 月～) 

NEDO 
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（C）CO2有効利用拠点における要素技術開発  

（C-1）ダイヤモンド電極を用いた石炭火力排ガス中 CO2からの基幹物質製造 

 

 

（C-2）大気圧プラズマを利用する新規 CO2分解・還元プロセスの研究開発 

 

 

（C-3）CO2の高効率利用が可能な藻類バイオマス生産と利用技術の開発 

 

 

（C-4）CO2を炭素源とした産廃由来炭化ケイ素合成 

 

 

（C-5）カーボンリサイクル LPG 製造技術とプロセスの研究開発 

 

 

（C-6）微細藻類による CO2固定化と有用化学品生産に関する研究開発 
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2.2.3  研究開発の運営管理 

NEDO は、研究開発全体の管理及び執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環境の変化等

を適切に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効率的かつ効果的な方法を取り入れるこ

ととし、次に揚げる事項を実施する。 

 

進捗把握・管理 

PM は、研究開発実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握するとともに、事業がスムーズに

進捗するよう適切にマネジメントを行う。 

研究拠点の管理者である JCOAL が中心となり、カーボンリサイクル事業者に対して現地キックオフ会

議を開催し、以降は電子メールによる連絡調整を実施する。特に、研究拠点内の全体調整費不可欠な工

事スケジュールと設備諸元については適宜更新をしながら管理していく。 

また、カーボンリサイクル事業者の工事開始後は安全対策協議会を月 1 回程度開催し、研究拠点内の

安全確保に取り組む。工事終了後は、事業運営委員会を月１回程度開催して、研究拠点内の適切な研究

管理を実施する。 

さらに、研究拠点における活動指針となる利用マニュアルを整備していく。運営管理を適切に実施して

いくために、全カーボンリサイクル事業者と秘密保持契約を締結して、必要な情報を入手できる体制を整

える。 

 

外部有識者による指導 

PM は、外部有識者で構成する技術検討委員会を定期的に開催し、事業の進捗や計画、目標達成の

見通しなどにつき指導・助言を受けることで、より効果的な事業推進に努める。 

 具体的な開催事例は以下の通り。 

 

・カーボンリサイクル化学品①  2021 年 3 月 24 日 

・カーボンリサイクル炭酸塩①  2021 年 4 月 21 日 

・カーボンリサイクル炭酸塩②  2021 年 12 月 20 日 

・カーボンリサイクル化学品②  2022 年 4 月 11 日 

 

  



 

２－25 

 

2.2.4  研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

①成果の普及 

得られた事業成果については、各種勉強会・セミナーや実施者による講演会、シンポジウム、学会発表

等での積極的な成果の発信を行い、成果の普及に努めた。 

 
 
（A-1）大崎上島における研究拠点整備・設備保守 

研究発表・講演（2 件） 

・竹村 亮介 大崎クールジェンプロジェクトにおける CO2 分離・回収実証試験及び CO2 有効利用に向け

た取組について CCR 研究会 2021 年 7 月度講演会 2021/7/15 

・細越 俊哉 脱炭素社会に向けたクリーンコールテクノロジーの役割 第 28 回日環協・環境セミナー全

国大会 2021/10/8 

 

新聞・雑誌等への掲載（13 件） 

・電気新聞 2020/8/6 

・共同通信、山陰中央新報社 web、お好みワイドひろしま（NHK）、テレビ派（広島テレビ） 2020/9/3 

・読売新聞、電気新聞 2020/9/4 

・山陰経済ウィークリー 2020/9/23 

・広島ホームテレビ UP 2021/3/22 

・産経新聞 2021/6/20 

・ガリレオ X（BS フジ） 2021/8/22 

・産経新聞 2021/9/13 

・中国新聞 2021/12/11 

など 

 

（A-2）基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検討と実施 

論文（1 件） 

・田中 恒佑 カーボンリサイクルに係る JCOAL の取組  ＪＣＯＡＬジャーナル Vol.46 2021/6 

 

研究発表・講演（2 件） 

・橋本 敬一郎 技術連携戦略センターの事業報告、CO2 利用基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検

討と実施状況 令和 2 年度 JCOAL 事業報告会 2021/3/29 

・橋本 敬一郎 技術連携戦略センターの事業報告、CO2 利用基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検

討と実施状況 令和 3 年度 JCOAL 事業報告会 2022/2/1 
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新聞・雑誌等への掲載（4 件） 

・VOICE NO.3 瀬戸内の島で進む「脱炭素社会」への取組み 2022/2/10 

・ＪＣＯＡＬマガジン VOL：第 261 号 事業報告：カーボンリサイクル実証研究拠点整備の着工祈願祭 

2021/4/28 

・ＪＣＯＡＬマガジン VOL：第 268 号 安全祈願祭の実施～基礎研究・先導研究拠点の研究用プレハブ建

設工事～ 2021/11/30 

・広報大崎上島 8 月号（大崎上島町会誌） 大崎上島におけるカーボンリサイクル実証研究拠点の紹介 

2021/8 

 

（B-1）CO2有効利用コンクリートの研究開発 

「論文投稿」12 件 

「研究発表・講演」1 件   石炭灰有効利用シンポジウム 2021 講演 2021/12/9 

 

（B-2）カーボンリサイクルを志向した化成品選択合成技術の研究開発 
「論文投稿」1 件、「研究発表・講演」3 件 

 

（B-3）Gas-to-Lipids バイオプロセスの開発 

「論文投稿」5 件、「学会講演」21 件、「プレス発表」9 件 

 

特記事項 

・Global Bioeconomy Summit 2020 で本事業が紹介された。 

 「Development of Gas-to-Lipids Bioprocess」（2020 年 11 月） 

・第 73 回日本生物工学会大会トピックスに選定された。 

 「CO2 を再資源化する Gas-to-Lipids バイオプロセスの開発」 

 奥田 源己、渡邉 研志、中瀬 玄徳、廣谷 蘭、石垣元務、中島田 豊、 

 松浦 将吏、松山 恵介、秋 庸裕（2021 年 10 月） 
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その他 

日米政府及び関係機関による CCUS・カーボンリサイクル分野の意見交換の場である U.S. – Japan 

CCUS/Carbon Recycling Working Group Meeting において、本事業の取組を紹介した。 

 

 

 

②知的財産権の帰属 

 知財として確保する方が有利な技術については積極的に特許として出願する。 

 ノウハウとして保有する方が有利な技術は出願しない。 

 競合技術の出願状況を定期的に調査し、対策を検討する。 

 「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第

25 条（委託の成果に係る知的 財産権の帰属）の規程等に基づき、原則として、事業成果に関わる知

的財産権は全て委託先に帰属させる。 

 

出願特許の状況 
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【（B-1）CO2 有効利用コンクリートの研究開発の例】 

 オープン／クローズ戦略の考え方 

 

 戦略的な特許取得、標準化 

 

＜特許化戦略＞ 

知財及びデータの取り扱いについての合意書を締結 

・発明等の成果の届出、帰属及び権利化等方針の決定手続き 

・研究開発データの利用許諾 

等について規定 

 

知財運営委員会の設置 

・メンバーは、中国電力、鹿島建設、三菱商事、東洋大学、金沢工業大学で構成 

・ＰＪにおける発明等、知的財産権、および研究開発データの取扱について審議・認定 

・ＰＪ期間中、必要の都度、開催 

 

③知財マネジメントに係る運用 

 本プロジェクトは、「NEDO プロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」を適用する。 

 NEDO では、『日本版バイ･ドール条項（産業技術力強化法第 19 条）』を適用し、当該研究開発に係

る知的財産権は、NEDO に譲り渡すことなく、委託先に帰属する。 

 実施者の知的財産の取り扱いについては、約款にて規定し、知的財産権の出願、申請等の手続きを

行った場合は、NEDO に報告すること。 

 プロジェクト内での共同実施者には実施を許諾する。 

 

また、発明委員会を開催し、下記の運用を実施する。 

 実施者より、発明等を創作した旨の報告がなされたときは、報告日の翌日から 30 日以内に発明委

員会を開催する。 
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3．研究開発成果について 

3.1 研究開発全体の成果 
（A）CO2 有効利用拠点化推進事業 

CO2 供給設備、用水設備、排水設備、海水取水設備、受配電設備等、研究拠点化におけるユーティリ

ティの最適化検討やレイアウト検討にもとづき、土地整備や機器設置等を実施した。また、基礎研究棟、

共用棟等については最適化検討を行った上で整備し、研究拠点で実施される研究開発に対し、共用エリ

ア管理、事業者間調整、対外活動、関連調査、研究成果のとりまとめなどの研究支援を実施するため、研

究支援方法の最適化検討を実施した。 

 

（B）研究拠点における CO2 有効利用技術開発・実証事業 

CO2 有効利用技術について要素技術開発を行うとともに、研究拠点で実施する実用化研究のための準

備を行った。 

 

（C）CO2 有効利用拠点における要素技術開発 

複数の企業や大学等が CO2 有効利用技術に係る要素技術開発を実施するための検討を行い、研究

拠点で行うべき事業を選定した。 

 

表 3.1-1 

  
◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）、☓未達 

 
3.2 個別テーマの成果 

3.2.1 （A）CO2有効利用拠点化推進事業 

3.2.1.1 （A-1）大崎上島における研究拠点整備・設備保守 
 

事業全体の成果 

CO2 有効利用技術の確立、実用化に向けた研究開発・実証事業を行う研究開発拠点の設置および運

用・管理・保守を目的として、以下の項目について、実施した。 

・実施項目①「CO2 有効利用拠点化整備」 

・実施項目②「CO2 有効利用技術研究拠点のユーティリティ設備保守」 

 

また、事業初年度（2020 年度）に設定した中間目標に対する成果や達成度を表 3.2.1.1-1 に示す。 
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①-1 整地工事[2020 年度～2022 年度] 

中国電力(株)大崎発電所構内に CR 事業エリアを新たに設置し、土地の整地および土木工事を計画し

た。 

CR 事業エリア(面積約 14,800m2)として、エリア①（基礎研究、実証試験:面積約 10,000m2）およびエリ

ア②（実証試験:面積約 4,800m2）の 2 か所に分けて設けることとした。 

なお、エリア①は本事業で整備するが、エリア②については本事業とは別の事業にて整備を行う。（図

3.2.1.1-2，3 参照） 

また、CR 事業は中国電力(株)大崎発電所にて実施するが、発電事業とは異なる事業であることから別

事業として発電所と CR 事業エリアを区分するものとした。 

 

[設置状況] 

・エリア①内に、CR 事業者、および JCOAL の要求を踏まえた区画整備を行うと共に、CO2 バックアップ供

給設備等を設置するための共用区画を整備した。 

・エリア①の周囲にフェンス（高さ：2ｍ程度）を設けた。（同一構内の中国電力㈱、大崎クールジェン㈱との

安全管理エリア区分けに必要） 

・エリア①内に、車輛通行用のエリア内道路（アスファルト舗装）および道路側溝を設けた。（図 3.2.1.1-4

参照） 

・同一構内の中国電力㈱、大崎クールジェン㈱との安全管理、事業区別のため CR 事業者が CR 事業エ

リアに直接出入りできるよう、大崎発電所に設置されている既存の北門および構内道路を改修し、CR エ

リアへの専用ゲートやフェンス、受付所、車輛(建設用重機等)の搬入用のアクセス道路等を設置する計画

とした。（ガードパイプ設置、北側構内道路施工は 2022 年 4 月完了見込み、それ以外については整備完

了。） 

・エリア①、②に接続する既設の構内道路について、車輛の通行に支障がないようアスファルト道路に改

修する計画とした。（北側構内道路施工は 2022 年 4 月完了見込み、それ以外については整備完了。）ま

た、歩行者等がエリア①とエリア②間を徒歩で安全に移動できるよう歩道や雨水側溝、共用資材置き場を

整備した。（図 3.2.1.1-5 参照） 

工事進捗状況、設置状況について、図 3.2.1.1-6，7 に示す。 

 

図 3.2.1.1-2 CR 事業エリア整備地 

注記）エリア②については、整地工事は本事業の対象外 
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図 3.2.1.1-3 CR 事業エリア 区画 
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図 3.2.1.1-4 CR 事業エリア①内道路、道路側溝、フェンス計画  

図 3.2.1.1-5 CR 事業エリア周辺の整備計画 

 

①-2 CO2 供給設備（IGCC 運転時）[2020 年度～2022 年度] 

OCG プロジェクトで設置している CO2 分離・回収設備は、石炭ガス化ガス中の CO をシフト反応器で

CO2 に転換して CO2 濃度を高め、物理吸収法を用いた CO2 吸収塔で回収率約 90%の条件で CO2 を分

離・回収する設計となっている。本設備は約 9,000Nm3/h の CO2 を取り出すことができ、CR 事業で必要

となる CO2 を供給するための十分な能力を有している。 

CR 事業者が実施する研究開発・実証事業で用いる CO2 は、CR 事業者向けに CO2 分離・回収設備か

ら一部分岐し導管を用いて供給する計画とした。 
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[設置状況] 

・CO2 供給量は、CR 事業者への研究計画内容の調査結果に基づき日量最大 10ton（約 200Nm3/h）とし

て計画した。 

・CO2 分離・回収設備で得られる CO2 は大気圧程度の圧力であるため、CO2 ガス圧縮機を設けて 0.8MPa

程度まで昇圧し、CR 事業者へ供給できる仕様とした。(表 3.2.1.1-4 参照) 

なお、CO2 ガス圧縮機については、CO2 分離・回収設備が非常停止した場合、自動で停止する回路を設

けるものとした。 

・IGCC 設備および CO2 分離・回収設備の緊急停止や負荷変動、CO2 消費量の急増、ガス圧縮機の脈動

防止等を目的として、十分な容量(50m3)のバッファタンクを設けるものとした。（表 3.2.1.1-5 参照） 

・CO2 供給配管は、OCG プロジェクトの CO2 分離・回収設備内の CO2 系統から分岐するものとし、CR 事

業エリアまで敷設した。 

なお、CO2 供給配管敷設ルートにおいて、配管ラックが未設置の箇所については、新規に配管ラックを設

置した。(図 3.2.1.1-6 参照) 

・エリア①内の配管については、歩行者等の安全を配慮し浸透側溝を用いた埋設配管とした。(図

3.2.1.1-7 参照)  

 

表 3.2.1.1-4  CR 事業者向け CO2 供給計画 

CO2 供給・分離回収設備 
CO2 回収方式 CO シフト＋物理吸収法 

CO2 発生量 約 9,000Nm3/h 

CO2 供給量 200Nm3/h （日量 10t） 

CO2 供給圧力 0.8MPa（G）  

CO2 純度 98.85 vol% 

 

表 3.2.1.1-5  CO2 供給設備仕様（IGCC 運転時） 

 数量 主な仕様 

CO2 バッファタンク 1 基 容量 50m3 

CO2 ガス圧縮機 1 台 0.8MPa（G）  

 

 

図 3.2.1.1-6 CO2 供給配管ルート図 
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図 3.2.1.1-7  CR 事業エリア内の CO2 供給配管、CO2 供給設備レイアウト 
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蒸発器設置 貯槽設置 

   

図 3.2.1.1-10 ①-3 CO2 ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ供給設備 

 

①-4 用水工事[2020 年度～2021 年度] 

 各 CR 事業者の研究および拠点管理で必要となる共用設備で使用する所内用水、上水（水道水）を

供給するため、配管を敷設した。 

また、配管を敷設するために必要となる配管ラック等を設置した。 

 

[設置状況] 

・各用水配管は、中国電力㈱大崎発電所の分岐点から CR 事業エリアまで敷設した。 

・エリア①内の配管については、歩行者等の安全を配慮し浸透側溝を用いた埋設配管とした。 

・各区画の取り合い点には遮断弁を設け、使用量を把握するための流量計を設置した。また、供給圧力

を監視するために圧力計を設けた。 

 

（所内用水） 

・CR 事業者が研究開発に使用する用水については、大崎発電所の所内用水系統から供給する計画とし

た。 

・所内用水は、CR 事業者への研究計画内容調査結果に基づき供給量 200ton/日で計画した。 

 

（上水） 

・CR 事業者が利用する上水（水道水）は、大崎発電所の上水系統から供給する計画とした。 

・上水は、CR 事業者への研究計画内容調査結果に基づき CR 事業者 120 人程度を想定し、供給量

4ton/日で計画した。 

 

①-5 排水工事[2020 年度～2021 年度] 

 (ⅰ)排水設備 

各 CR 事業者においてから排出される事業排水を集水し、海域へ排出するための排水設備を整備し

た。なお、各 CR 事業者が研究開発に伴い排出する事業排水については、研究の種類に応じて様々な

性状となることが予測されるが、各 CR 事業者の責任において排水可能な水質まで処理するものとし、

基準を満たした事業排水のみ受け入れるものとした。 

 

[設置状況]  

・CR 事業者への研究計画内容調査結果に基づき、日最大 200ton を想定して排水設備を設計した。 

・各 CR 事業者の処理排水を受け入れるための集合枡を設置した。 

・集合枡には、レベル計および出口遮断弁、排水管を設置した。 

・排水管は、CR 事業エリアから発電所構内西側の海域へ排水するルートで設置した。 
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図 3.2.1.1-12   ①-7 その他(共用電源設備) 

 

①-8 拠点整備の検証 [2021 年度] 

CR 事業者にとって研究開発実証事業を適正に実施できるように、各 CR 事業者に研究計画の調査を

行い、敷地面積、エリア・区画割り当てやユーティリティ供給設備等の仕様について、最適化を図った。

（調査結果は表 3.2.1.1-2、ユーティリティ供給設備等の仕様変更結果は表 3.2.1.1-3 参照） 

 

・CR 事業エリア内区画については、CR 事業者に必要な敷地面積を調査し、各 CR 事業者に最適な範囲

での区画、割り当てを行った。（CR 事業エリア・区画の最適化検討結果を図 3.2.1.1-13 に示す。） 

・CR 事業者が未定である区画 4 について、可能な限り敷地を確保し、2 つの事業者が入る場合に備え、

CO2 供給配管を分割して供給できるよう配管設計を行った。 

・CO2 供給配管以外のユーティリティ供給（用水等）についても、2 つの CR 事業者が入る場合に備え、供

給配管を分割して供給できるよう配管設計を行った。 

・CO2 供給設備の設置にあたっては、CR 事業者にて必要な CO2 供給量を調査し、CO2 を十分な量を供給

できる仕様で設計を行ったが、今後新規に入る CR 事業者が計画仕様以上の CO2 供給を要求した場

合に備えて、増設可能な敷地の確保、配管の取り回しを行った。 
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実施項目②「CO2 有効利用技術研究拠点のユーティリティ設備保守」[2022 年度] 

整備した研究拠点において、CR 事業者へ、CO2 分離・回収設備で回収した CO2 を供給するとともに、

発電所設備から用水等のユーティリティを供給するための運用・管理を行っていく。また、整備したユー

ティリティ設備に係る保守・管理を実施する。ユーティリティ供給や保全等が CR 事業者にとって適正か

検証していく。 

 

②-1 ユーティリティ設備運用・管理・保守[2022 年度] 

（運用管理） 

・研究拠点にて実施する研究開発・実証試験に対し、ユーティリティ（CO2、上水等）を安定供給するため、

共用設備についてパトロール他の運用管理を行う。 

・OCG 中央制御室において、CO2 分離・回収設備の運転監視に合わせて CR 事業者への CO2 供給状況

を監視する。 

・CR 事業者へ供給する CO2 について、適宜、組成分析や微量成分分析を行い、必要に応じて CR 事業

者へ情報を提供する。 

・CR 事業者の研究開発・実証事業において、OCG から供給した CO2 に起因する異常が発生した場合、

原料 CO2 ガス組成や微量成分等に関する調査を実施し、CR 事業者の原因究明に協力する。 

・定期的に事業排水、生活排水に関する水質分析を実施し、CR 事業からの排水が適切に管理されてい

ることを確認する。 

・日常パトロールを含む運用管理については、外部委託として実施する。 

 

（保守管理） 

・整備したユーティリティ供給設備の日常保守、点検周期に応じた定期点検、高圧ガス保安法等法に基

づく点検など、ユーティリティ設備の保守管理を行う。 

・整備した設備に不具合が生じた場合、補修など保守対応を行う。 

・CR 事業者の研究内容の変更によりユーティリティ使用量が増加し、ユーティリティ設備の増設・改造等

が必要となった場合、関係個所と協議の上、設備の改造見直しを行う。 

・JCOAL に対し、安全管理などプラント運営に必要な情報を共有し、必要に応じて調整・協力する。 

 

表 3.2.1.1-8 ユーティリティ設備点検内容 

項目 対象機器 点検内容 

日常保守 ・CR原料CO2ガス圧縮機ユニット、

海水取水ポンプ他機械設備 

・低圧動力盤他電気設備 

・CRCO2供給設備現場制御盤他制

御装置 

・不具合発生時の修理 

・日常巡視点検、パトロール 

・電動機SPM測定 

定期点検 ・CR原料CO2ガス圧縮機用チラー 

・低圧動力盤他 

・CR原料CO2ガス圧縮機他 

・圧縮機用チラー点検 

・盤点検 

・振動測定 

高 圧 ガ ス 保 安

法に基づく点検 

・液化炭酸ガス貯槽、蒸発器 

・弁、配管、計器類（＞１MPa） 

・その他関連周辺設備（照明、囲

い、防消火設備） 

・定期自主検査（年1回） 

・保安検査（3年1回） 

 

②-2 ユーティリティ設備運用・管理の適正検証[2022 年度] 

CR 事業者へのユーティリティ供給、設備運用・保全が適正か検証を実施していく。 
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ラルへの道 トリプル複合発

電、アンモニア混焼、CCS、

CO2 再利用…イノベーション

の最前線 

9 石炭火力発電の効率化目指

す 大崎クールジェン水素で

CO2 削減 試験最終段階へ 

中国新聞 2021/12/11 

 

一般向け情報発信 

プロジェクトの進捗にあわせて、見学対応、ホームページやプロジェクトガイド（広報誌）を通じたプロ

ジェクトの情報発信を実施。国内における講演・発表を行い、積極的に本事業の情報発信を実施してい

る。 

 
【見学者対応実績】 

2022 年 4 月中旬までの実績：687 名（内訳を図 3.2.1.1-14 に示す） 

                  図 3.2.1.1-14 見学対応実績 

 

  

〈見学者数〉 

2020 2021 合計

団体数 55 63 118

人数 338 349 687
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3.2.1.2 （A-2）基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検討と実施 

事業全体の成果 

研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

研究開発の中間目標と 2022 年 4 月時点の達成状況、達成見通し、および成果の意義については、

表 3.2.1.2-1 に示すとおりである。 

 

表3.2.1.2-1 研究開発中間目標と達成度及び研究開発成果の意義 

研究開発目標 達成状況(2022 年 4 月時点)と成果の意義 

［中間目標（2022 年度末）］ 

複数の企業や大学等が要素

技術開発および実証試験等

を行うための拠点化に向け

た検討および整備を行うこ

と。 

  

【中間】 

＜達成度＞ 

△（2023 年 3 月達成予定) 

＜見通し＞ 

研究開発項目①、②、および➂を PDCA サイクルの中で

連携させて着実に成果を積み上げており、全ての項目で

順調に進捗していることから、中間目標は高い確度で達

成できる見通しである。 

＜成果の意義＞ 

カーボンリサイクル技術の研究開発を促進するための拠

点が整備され、安全に研究設備の建設、運用が行える条

件が整うことで、カーボンリサイクル技術ロードマップの

実現に向けた準備が整う。 

 

これまでに得られた個別課題の成果は第3.2章に示すとおりであるが、個別中間目標の達成に向けた

2022年4月時点の成果と達成状況は表3.2.1.2-2に示すとおりである。 
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表3.2.1.2-2 個別研究開発項目の中間目標達成状況 

研究開発項目 目標（中間） 成果 達成度 
今後の課題と解決

方針 

実施項目①「CO2 

有効利用技術の

研究拠点化の最

適化検討と実施」 

(1) 研究拠点エリ

ア全体の基礎

検討実施 

(2) 研究用プレハ

ブ仕様と工事

計画策定 

(3) 研究用プレハ

ブの建設と保

守メンテ  

基礎研究・先

導研究エリア

内の研究拠

点の整備を

完了するこ

と。 

  

(1) 研究拠

点全体

の基本

レイアウ

ト、およ

び基礎・

先導拠

点内の

詳細レイ

アウトを

決定し

た。 

(2) 研究用

プレハブ

の仕様と

工事計

画を決

定した。 

(3) 研究予

プレハブ

の建設

を着工

し、完成

後、消防

検査と建

築完了

検査に

合格し

た。 

△ 

（2023 年 3

月達成予

定） 

(3)6 月から、運用に

入るが、安全で使

いやすい施設運営

を目指す。必要に

応じて保守メンテを

適切に実施する。 

 

 



 

3－20 

 

研究開発項目 目標（中間） 成果 
達成

度 

今後の課題と解

決方針 

 

実施項目②

「研究支援の

最適化検討と

実施」 

(1)現地駐在 

(2)研究者支援 

(3)共用エリア

の管理 

(4)研究拠点利

用者間の調

整・液体 CO2

調達 

(5)利用マニュ

アルの整備・

充実  

・研究者支援業

務について、主

に運営面の最

適化を行い、実

践しているこ

と。 

・研究拠点利用

者の研究活動

支援業務、研

究拠点利用者

間の調整、およ

び基礎研究・先

導研究の共用

エリアの管理業

務を適切に実

施しているこ

と。 

・研究拠点の利

用マニュアルの

改訂が適切に

行われているこ

と。 

(1)2021 年 7 月に大崎事務

所を開設して CR 事業者

支援を拠点内で対応でき

るようにした。CR 事業者

の建設工事を安全遂行さ

せるため、利用マニュア

ル（工事編）を 2021 年 1

月に発行した。2021 年 10

月から毎月安全対策協議

会を実施した。元方事業

者による毎週の安全協議

会にもオブザーバーとし

て 2021 年 7 月から出席

して、支援活動改善に反

映した。 

(2)2022 年 1 月から試運転

を開始する CR 事業者向

けに利用マニュアル（運

用編）の暫定版を 1 月 15

日に前倒して発行して研

究支援活動を開始して便

宜を図った。 

(3)共用エリアの建設工事

の安全管理を実施した。 

(4)事業運営委員会の設置

を検討した。液体 CO2 の

メーカー選定、契約を行っ

た。 

(5)4 月 1 日に利用マニュア

ル（運用編）を正式に発効

した。 

△ 

（2023 年

3 月達成

予定） 

  

(2)(3)(4)2022 年

6 月から正式に

共用エリアの管

理を開始して、Ｃ

Ｒ事業者が研究

を安全に遂行で

きるように適切

に対応していく。 

(5)研究拠点の

管理と CR 事業

者支援を通じて

利用マニュアル

の改訂を速やか

に実施していく。 
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研究開発項目 目標（中間） 成果 
達成

度 

今後の課題と解

決方針 

実施項目③

「対外支援活

動の最適化検

討と実施」 

(1)最適化検

討・効率的実

施方法開発 

(2)対外支援活

動(広報活動) 

・研究成果の

受発信 

・NEDO が企画

するイベント等

への協力 

・WEB サイトの

整備 

・パネル、動画

等の作成  

・対外支援活動

が、費用対効果

が全体最適とな

る実施方法に基

づき実施してい

ること。 

・研究成果のタイ

ムリーな発信を

行い、かつ、受

信者からの反応

を研究支援に活

用していること。 

・研究開発の成

果を集約し、

NEDO が企画す

るイベント等に協

力していること。 

・調査結果が研

究支援業務に反

映されているこ

と。 

(1) 研究拠点の紹介

動画、完成予想ＣＧ、パン

フレット、パネル、および

ＷＥＢサイトの 5 点の製

作を同時進行しながら連

携して実施したことによ

り、全てのコンテンツを最

新の情報に基づき構築で

き、かつ、情報の共有化

によって合理的な製作工

数で実施できた。 

(2) ＶＩＰの研究拠点視

察に協力した。研究拠点

視察研究拠点の概要に

ついて発信できる機会を

捉えて実施した。論文 1

件、対外発表 2 件、新

聞・雑誌等へ 4 件の発信

を行った。 

△ 

（2023 年

3 月 

 達成予

定） 

  

(1) ＣＲ事業者

の増加や建

設が終了し

て研究に入

るＣＲ事業者

が増えたり、

新規に拠点

に入るＣＲ事

業者に対応

して、研究拠

点を紹介す

る情報を適

宜更新して

いく。 

(2) 研究拠点の

2022 年 6 月

の竣工以降

多くの来訪

者が予想さ

れるので適

切に対応し

てＰＲに務め

る。 
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成果の最終目標の達成可能性 

本研究開発の最終目標と 2022 年 4 月時点の達成状況、達成見通し、および成果の意義は表 3.2.1.2-

3 に示すとおりであり、現時点で、達成できる見通しである。 

 

表 3.2.1.2-3 研究開発最終目標と達成度及び研究開発成果の意義 

研究開発目標 達成状況(2022 年 3 月時点)と成果の意義 

［最終目標（2024 年度末）］ 

「複数の企業や大学等が 2030

年の CO2 有効利用技術の技術

確立，実用化に向けた研究開

発・実証事業を広島県大崎上島

の研究拠点を活用して高い評価

を得ている」ように最適な運営を

行い、研究拠点化を推進する。  

【最終】 

＜達成度＞ 

△（2025 年 3 月達成予定) 

＜見通し＞ 

研究開発項目①、②、および➂を PDCA サイク

ルの中で連携させて着実に成果を積み上げて

おり、全て順調に進捗していることから、最終目

標は達成できる見通しである。 

 

＜成果の意義＞ 

カーボンリサイクル技術の研究開発を促進する

ための拠点から社会実装に帰する多くの成果

が出ているという高い評価を受けていることで、

カーボンリサイクル技術ロードマップの実現に

向けた期待に応えている。 

 

これまでに得られた個別課題の成果は次章に示すとおりであるが、個別最終目標の達成に向けた状

況は表3.2.1.2-4に示すとおりである。 
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表3.2.1.2-4 個別研究開発項目の最終目標達成状況 

研究開発項目 現状 最終目標（2025年3月） 達成見通し 

実施項目①「CO2 有

効利用技術の研究

拠点化の最適化検

討と実施」 

(1) 研究拠点エリア

全体の基礎検討

実施 

(2) 研究用プレハブ

仕様と工事計画

策定 

(3) 研究用プレハブ

の建設と保守メ

ンテ 

 

実施項目①の(1)

と(2)を完了し、(3)

の研究用プレハ

ブの建設までを

完了。 

基礎研究・先導研究エ

リア内の研究拠点の保

守メンテナンスを完遂

すること。 

研究成果①、②、お

よび➂をPDCAサイ

クルの中で連携させ

て着実に成果を積み

上げる方法を継続し

て行うことにより、新

たな課題が出現して

も大きな開発の障害

になる前に対策を打

つ体制を構築してお

り、最終目標は達成

できる見通し。 

実施項目②「研究支

援の最適化検討と

実施」 

(1) 現地駐在 

(2) 研究者支援 

(3)共用エリアの管理 

(4)研究拠点利用者

間の調整・液体 CO2

調達 

(5)利用マニュアルの

整備・充実 

 

実施項目②の(1)

を ) を 完 了 し 、

(2)(3)(4)について

は建設工事と試

験の暫定実施を

行うＣＲ事業者支

援対応は完了し

た。2022年6月の

研究拠点の竣工

後より対応してい

く体制を整えた。 

(5)については利

用マニュアル初

版を発行済み。 

支援業務を完遂してい

ること、研究者支援業

務について、主に運営

面の最適化を行い、実

践し、PDCA サイクルを

回して改良しているこ

と、研究拠点利用者の

研究活動支援業務、研

究拠点利用者間の調

整、および基礎研究・先

導研究の共用エリアの

管理業務を完遂してい

ること、研究拠点での

最適な研究実施方法を

含む利用マニュアルが

整備されていること。 

同上 

 

 



 

3－24 

 

研究開発項目 現状 最終目標（2025年3月） 達成見通し 

実施項目③「対外支

援活動の最適化検

討と実施」 

(1) 最適化検討・

効 率 的 実 施

方法開発 

(2) 対 外 支 援 活

動(広報活動) 

・研究成果の受発信 

・NEDO が企画する

イベント等への協力 

・WEB サイトの整備 

・パネル、動画等の

作成 

 

実施項目➂の(1)

については、研究

成果の効果的な

発信方法につい

て検討を行い(2)

において、拠点紹

介に掛かるWEB

サイト、パネル、

動画、パンフレッ

トを最適な製作方

法を検討の上製

作して、広報活動

を推進している。 

研究拠点事業が国内

外から認知されている

こと。 

 

同上 

 

成果の普及 

投稿論文 1 件、対外発表 2 件、新聞・雑誌等への掲載 4 件となっている。さらに、研究拠点が竣工した

後の見学者ルートを図 3.2.1.2-1 のとおり検討する等、成果の普及に取り組んでいる。 

 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 会誌名 発表年月 

1 
田中 恒佑 JCOAL カーボンリサイクルに係

る JCOAL の取組 

Ｊ Ｃ Ｏ Ａ Ｌ
ジャーナル 
Vol.46  

2021/6 

 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 

橋本敬一郎 JCOAL 技術連携戦略センター

の事業報告、CO2 利用

基礎研究拠点整備・研

究支援の最適化検討と

実施状況 

令和 2 年度
JCOAL 事
業報告会 

2021/3/29 

2 

橋本敬一郎 JCOAL 技術連携戦略センター
の事業報告、CO2 利用
基礎研究拠点整備・研
究支援の最適化検討と
実施状況 

令和 3 年度
JCOAL 事
業報告会 

2022/2/1 

 

 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 【公開日付】 【媒体】 【タイトル】 

1 2022 年 2 月 10 日 VOICE NO.3 瀬戸内の島で進む「脱炭素社会」

への取組み 

2 2021 年 4 月 28 日 ＪＣＯＡＬマガジン、

VOL：第 261 号 

事業報告：カーボンリサイクル実

証研究拠点整備の着工祈願祭 
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3 2021 年 11 月 30 日 ＪＣＯＡＬマガジン

VOL：第 268 号 

安全祈願祭の実施～基礎研究・

先導研究拠点の研究用プレハブ

建設工事～ 

4 2021 年 8 月 広報大崎上島 8 月

号（大崎上島町会

誌） 

大崎上島におけるカーボンリサイ

クル実証研究拠点の紹介 

 

 

 

図 3.2.1.2-1 研究拠点の標準見学ルート 
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研究開発項目毎の成果 

実施項目①「CO2 有効利用技術の研究拠点化の最適化検討と実施」 

研究拠点エリア全体の基礎検討実施 

研究拠点エリア全体（実証エリア＋基礎研究・先導研究エリア）のレイアウト検討を OCG と調

整を図りながら実施した。続いて、基礎研究・先導研究エリアの CO2 及び各ユーティリティの配

管ルート、研究棟及び共用棟の配置を固めた。さらに、基礎先導拠点の外溝部仕様、主要施

設、建物内に設置する設備の検討を行った。 

研究拠点エリア全体の整備予定箇所の航空写真を図 3.2.1.2-2 研究拠点の全体レイアウト

の下地に示す。図中に示すように、JCOAL が担当する基礎研究・先導研究拠点は左上の縦

90.75m×横 87.5m のエリア内に、実証研究拠点エリアと区分けして整備してきた。なお、詳細な

配置については関係者と協議して決定してきた。OCG の研究拠点全体のレイアウト決定に協

力した。インフラ整備担当の OCG と CR 事業者との間に入って調整を行った。図 3.2.1.2-2 に研

究拠点の全体レイアウトを示す。 

図3.2.1.2-2 研究拠点の全体レイアウト 

 

 

図3.2.1.2-3は全体レイアウトの中に、実証エリア1内のＣＲ事業者の区画、共用トイレと資材置き

場の位置とサイズを示したものである。さらに、基礎研究・先導研究エリア内の研究棟、共用棟の大

まかな配置を検討した。 
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図3.2.1.2-3 全体レイアウト（区画等の情報追加） 

 

 

基礎研究・先導研究拠点整備に係る要求仕様を表3.2.1.2-5 に示す。主としてJCOALはゼネコ

ンと協力してハード面の最適化検討を行い、この要求仕様を満たしつつ、詳細設計仕様について

はNEDOと協議しながら固めた。 

 
 

表3.2.1.2-5 基礎研究・先導研究拠点整備に係る要求仕様一覧 
 

項    目 要求仕様一覧 

場所 広島県豊田郡大崎上島町中野 6208 番地 1 中国電力株式会社大崎発電所内

研究室 7 室程度（基礎研究を行うために十分な広さを備えた汎用的な研究室） 

共用設備 分析室、会議室、書類保管庫、洗面所を備えた建屋 

什器 机、椅子、書棚、プロジェクター、スクリーンなど必要な備品 

備考 基礎研究・先導研究拠点建築面積は 1,000m2 程度とする 

これらの詳細な仕様については工事着手前に NEDO と協議する 

 
 
 

表 3.2.1.2-5 の要求仕様を満たし、かつ、研究拠点の見学者ルートも考慮して、研究拠点実証エ

リア 1 の北側に基礎拠点・先導拠点エリアとして 2,187.55m2（25m×87.5m）の矩形地を確保して、研

究棟と共用棟からなる研究用プレハブを設置し、建屋内に試験装置を設置するための 6 つの研究

室、研究に必要な共通装置、備品、配管、ユーティリティシステム、および搬入用スペース等を設置

する計画である。現時点で検討している仕様を表 3.2.1.2-6 に示す。なお、研究用プレハブ設置のた



 

3－28 

 

めの工事範囲や完成後の運用範囲については図面等で明確にしていった。また、詳細な仕様につ

いては消防、ゼネコン、NEDO と協議して決定した。 

 

 

研究用プレハブ仕様と工事計画策定 

研究用プレハブ仕様と工事計画策定をゼネコンの協力を得て実施した。表 3.2.1.2-6 に決定した主

要な仕様を示す。本実施項目の年度ごとの実施内容は以下の通りとする。 

 

（１）研究用プレハブを 2022 年度 6 月頃迄の建設を目指すため、2020-2021 年度は詳細仕様、および工

事計画を策定する。詳細仕様検討に当たっては、利便性を高めるため、バックヤードを含めた適切な広

さ、利便性、および強化された床基礎で屋内実験装置のサイズや重量の制限を緩和したり、緊急避難経

路の充実、および共用施設の充実（会議室、分析室等）等を検討していく。十分な安全性を確保した上

で、研究拠点利用者へのヒヤリングなどを実施して研究環境への要望を可能な範囲で考慮していく。

（2020-2022 年度） 

 

 

 

表3.2.1.2-6 基礎研究・先導研究拠点の仕様 

整備設備 仕様 

研究棟 ・研究室数：6室 

・サイズ：室内部：縦10m×長さ44m×高さ4.0m(440m2)（注記*1） 

     室外部：縦4m×長さ44m×高さ3.5m(176m2) 

     合計面積：616m2 

研究室数、サイズ、外観、内装については関係者と協議の上、決定

した。(注記*2) 

・本体建築方式：準耐火構造のプレハブ鉄骨造 

 （付帯工事）：基礎工事(200mm以上の厚みを確保)、耐火構造仕切

壁設置、自動火災通報装置、防爆型換気装置、照明、出入口、

シャッター、防火設備、避雷針） 

・完成時期：2022年4月末 

共用棟 

 

・管理区（2階建）:141.1m2×2階 合計面積 282.2m2（注記*3） 

          ：搬出入等スペース 200m2 

サイズ、外観、内装についてはNEDOと協議の上、決定した。 

・本体建築方式：プレハブ鉄骨造 

（内訳）：分析室、会議室、書庫、データ室、男・女及び車椅子対

応洗面所、備品倉庫、小会議室（注記*4） 

・完成時期：2022年4月末 

外構部 ・研究棟と共用棟周辺は、インターロッキングブロック舗装、コンク

リート舗装、アスファルト舗装、および砂利転圧舗装を行い、西側空

地は未舗装とした。 

・研究棟正面のコンクリート基礎部には、研究室出入口とシャッター

前部にインターロッキングブロック舗装を施工した。 

・高圧受電装置の目隠し壁にインターロッキングブロック施工を行っ



 

3－29 

 

整備設備 仕様 

た。 

インターロッキングブロック施工に当たっては形状と色をNEDOと協

議の上、決定した。 

CO2配管 基礎研究・先導研究拠点エリア内の取り合い点までOCGが敷設し、

以降の研究室近傍までをJCOALが敷設する。CO2メーターを取り付

けてデータ室で管理する。（注記*5） 

生活排水管 基礎研究・先導研究拠点エリア内の境界にOCGが設置する桝に接

続した。 

雨仕舞い 基礎研究・先導研究拠点エリア内の境界にOCGが設置する外溝等

に接続した。 

処理済み排水 各CR事業者が基礎研究・先導研究拠点エリア内の境界にOCGが設

置する桝に接続した。 

プロセスガス放出 各研究拠点利用者が研究用プレハブに放出管を設けて安全に大気

拡散させることとした。 

上水 基礎研究・先導研究拠点エリア内の取り合い点までOCGが敷設し、

以降の研究室近傍までを敷設する。量水器を取り付けて管理する。 

所内用水 基礎研究・先導研究拠点エリア内の取り合い点までOCGが敷設し、

以降の研究室近傍までを敷設する。量水器を取り付けて管理する。 

海水 海水を使用するCR事業者がOCGが敷設する海水取水装置まで取

りに行くこととした。 

電気 基礎研究・先導研究拠点エリア内に必要な全電力を一括高圧受電

し、管理区分内、および研究棟各研究室の主電源と共通施設（照

明、換気扇、保安装置など）までをJCOALが配電する。（注記*6） 

 

 

注記*1：表3.2.1.2-6の仕様に基づき検討した研究棟の概略イメージの正面側と背面側についてそれぞれ

図3.2.1.2-4と図3.2.1.2-5に示す。 

 

図3.2.1.2-4 研究棟のイメージ（正面側） 
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図3.2.1.2-5 研究棟のイメージ（背面側） 

 

 

注記*2：危険物や可燃性高圧ガスの取扱いも可能にする一方で、無窓、かつ、密閉性の高い部屋となる

ため、換気と照度が十分行える仕様にした。さらに、防火設備、通信設備、セキュリティ装置を

設置して安全確保を行えるようにした。 

 

注記*3：表3.2.1.2-6の仕様に基づき検討した共用棟のイメージを図3.2.1.2-6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2.1.2-6 共用棟のイメージ 

 

注記*4：共用棟内に、データ室(14m2 程度)、分析室(54m2 程度)、会議室(83m2 程度)、書庫(階段下

設置、5m2 程度)、洗面所（男、女、バリアフリー、23m2 程度）、備品倉庫(10m2)、小会議室 

(13m2、10m2、9m2)、および内部階段を設けることにした。いずれも室内内観は最も廉価な

クロスや床材による仕上げとする。空調は共用棟各部屋に設置する。なお、分析室の計画

に当たっては CR 事業者や大学の研究者らからの意見を聴取して計画に反映した。 
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注記*5：基礎研究・先導研究拠点境界の本管、研究室6か所の枝管、および実証エリア内各CR事

業者の設備最大6か所の流量を連続計測し、温度、圧力補正をした標準流量で共用棟

データ室のPCに表示して一括監視できるように施工する。なお、実証エリアからの信号受

信は無線通信方式を選定し、受信するデータも流量に加えて温度と圧力の３種類とした。 

 

注記*6：JCOALが中国電力から一括で高圧受電し、各研究室に対して50kWまでの電気を配電でき

る仕様とした。 

 

研究用プレハブの建設と保守メンテ 

前項のとおり、詳細仕様決定後、建設業者選定を行った。続いて、研究用プレハブの建設

工事スケジュールを元請会社と調整して決定した。 

2021 年 11 月から予定通り工事を開始して、基礎工事、建屋工事と順調に進み、2022 年 3

月には、受電や電話回線の接続を行い、2022 年 4 月 4 日に消防検査を受検、4 月 5 日に建

築完了検査を受検していずれも合格した。この間、詳細な装置仕様や色合い等を決定した。

2022 年 3 月に 2021 年度中間検収を実施した。さらに完成後の保守メンテ業務計画の検討を

開始した。 

 

 

図 3.2.1.2-7 基礎先導拠点の竣工状況（2022 年 3 月 29 日） 
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図 3.2.1.2-8 共用棟の竣工状況（2022 年 3 月 28 日） 

 

 

図 3.2.1.2-9 共用棟の竣工状況（2022 年 3 月 29 日） 

 
図 3.2.1.2-10 共用棟の竣工状況（2022 年 4 月 12 日） 

 

 

図 3.2.1.2-11 研究棟の竣工状況（正面側）（2022 年 3 月 29 日） 
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図 3.2.1.2-12 研究棟の竣工状況（背面側）（2022 年 3 月 29 日） 

 

 

図 3.2.1.2-13 研究棟の竣工状況（背面側拡大）（2022 年 3 月 23 日） 
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図 3.2.1.2-14 基礎研究・先導研究拠点外構部の竣工状況（共用棟と研究棟間のインターロッキングブ

ロック）（2022 年 3 月 23 日） 

 

 

図 3.2.1.2-15 研究棟前面の外溝部（犬走）の竣工状況（2022 年 3 月 23 日） 
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図 3.2.1.2-16 基礎研究・先導研究拠点のキュービクル（主電気設備）の竣工状況（2022 年 4 月 12 日） 

 

 
図 3.2.1.2-17 研究棟の研究室内部（正面から奥方向）の竣工状況（2022 年 4 月 12 日） 

 

 

図 3.2.1.2-18 研究棟の研究室内部（奥から正面方向）の竣工状況（2022 年 4 月 12 日） 
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図 3.2.1.2-19 共用棟の大会議室内部（入口から奥方向）の竣工状況（2022 年 4 月 12 日） 

 

 

図 3.2.1.2-20 共用棟の小会議室内部（入口から奥方向）の竣工状況（2022 年 4 月 12 日） 
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図 3.2.1.2-21 共用棟のデータ室内部（奥から入口方向）の竣工状況（2022 年 4 月 12 日） 
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実施項目②「研究支援の最適化検討と実施」 

現地駐在 

研究支援業務を充実させるため、2021 年 7 月より、研究拠点内に大崎事務所を開設して、職

員を 1 名常駐させてきた。常駐職員は、研究用プレハブ建設工事期間中の工事内容や進捗の

確認、CR 事業者から集約した拠点全体のユーティリティ利用計画策定とユーティリティ供給・使

用量の監視、拠点利用者間調整、OCG との擦り合わせ、拠点施設運営に係る県や地元対応、

および拠点化に係る来訪者や外部問い合わせ対応などを実施することにした。2022 年 4 月から

は 2 名体制とした。なお、常駐職員のうち 1 名は設備建設の経験が電力会社 OB を採用した。 

2021 年度は研究用プレハブ建設や拠点を利用する研究者の試験設備建設に関して多くの助言

や指導を行ってきた。 

 

研究者支援 

CR 事業者とは 2020 年 8 月 31 日の初回打合せ以降、面談、電話、メール等を通して支援を

行ってきた。 

CR 事業者が自社で研究開発を進めながら研究拠点に設置する設備検討を進める段で、設

備諸元と工事スケジュールを集約して研究拠点に適切に収まるように配置や区画サイズを検討

して、OCG と連携して、CR 事業者に了解を取っていった。研究設備の設計に対しては基本設計

条件書を提供して作業をサポートした。 

 

工事に入る段階では、利用マニュアル（工事編）を発行して、建設工事をサポートした。さら

に、利用マニュアル（利用編）を前倒しで発行するなどして、研究活動に入る CR 事業者をサ

ポートした。 

上記のサポートにおいては、JCOAL 大崎事務所を窓口として拠点内で発生した懸案に速や

かに対応してきた。一方で、採択条件にある、「基礎拠点整備の実施において、施工・安全・防

災・環境などの専門家を含めるよう体制を整備し、管理計画を策定すること。」に対応して専門家

を研究拠点に適宜派遣する等サポートを実施してきた。 

また、建設工事中の研究拠点内の安全管理体制を決定した。 

 

このうち、2021 年 10 月から安全対策協議会を開始して、2022 年 3 月まで毎月（計 6 回）開

催してきた。運営ルールの委細は安全対策協議会規程として発行した。安全対策協議会の目的

や内容等の概要は以下の通りとした。 

 

(ｱ) 目的： 工事中の CR 事業者が 2 者以上になった場合は安全対策協議会を開催して、研究拠点に

おける工事の安全、かつ、適切な運用を実現する。 

(ｲ) 協議内容： 工事スケジュール調整、安全、衛生、その他懸案事項 

(ｳ) 開催頻度： 1 か月～３か月に１回。 

(ｴ) 開催時間： １～2 時間程度。 

(ｵ) 開催場所： 拠点内の会議室 

(ｶ) 会長： JCOAL から選出、副会長：OCG から選出、会長代行をＪＣＯＡＬから選出する。 

(ｷ) 事務局： ＪＣＯＡＬ 

(ｸ) 委員： 研究拠点内の各 CR 事業者は正副各１名を設定すること。原則最低１名出席とする。 
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研究拠点内の建設工事において災害が発生した際の連絡体制を定め、CR 事業者に周知した。 

さらに、CR 事業者の研究活動を支援するために、2022 年 6 月より研究拠点内の運用開始し

た CR 事業者による調整・協議の場として、事業運営委員会を開設することを決定した。工事中

の CR 事業者は運用と工事の調整が発生することが想定されるので、参加してもらうことにし

た。委細は事業運営委員会規程によるが、目的や内容等の概要は以下の通りとした。 

 

(ｱ) 目的：研究拠点の安全、かつ、適切な運用を実現する。 

(ｲ) 協議内容：スケジュール調整、安全、衛生、工事との調整、その他懸案事項 

(ｳ) 開催頻度：1 か月～３か月に１回。 

(ｴ) 開催時間：１～2 時間程度。 

(ｵ) 開催場所：共用棟大会議室 

(ｶ) 会長：JCOAL から選出、会長代行をＪＣＯＡＬから選出。 

(ｷ) 事務局：ＪＣＯＡＬ 

(ｸ) 委員：研究拠点内の各 CR 事業者は正副各１名を設定すること。原則最低１名出席とする。 

 

共用エリアの管理 

共用エリアの管理では、整備した研究拠点や基礎研究・先導研究共用設備における設備（消

耗品含む）のうち、運用が始まった箇所の維持管理を行ってきた。主な対象部は基礎研究・先導

拠点エリアの外溝部に加えて、共用棟の分析室、会議室、トイレ、データ室、備品倉庫、および

書庫・倉庫、ならびに、実証リアの北門、共用トイレ、浄化槽、資材置場、道路、および歩道等に

なる。 

一方、CO2 供給に関して、供給源となるＩＧＣＣ及ぶ CO2 供給設備を運用する OCG とは綿密

な擦り合わせを実施してきた。6 月からの CR 事業者の CO2 供給体制を整えた。また、研究拠点

利用者へ調査結果を元に、CO2 モニタリングシステム仕様を決定して、設置工事を開始した。 

 

研究拠点利用者間の調整・液体 CO2 調達 

研究拠点利用者間の調整では、CR 事業者が実験で使用する上水、所内用水、CO2 それぞ

れの使用計画を定期的に提出してもらう仕組みを検討し、利用マニュアルに具体的な方法を記

載した。これらの情報は OCG と共有する仕組みを構築した。 

さらに、管理に必要な排水量についても提出してもらうようにした。 

IGCC の計画外停止時のバックアップ用 CO2 供給のための、液体 CO2 調達業務を行い、

2022 年度前半の供給メーカーを決定した。また、大崎駐在員に CO2 を液炭ローリーから供給設

備に充填する際に必要な立会資格を取得させた。これにより、IGCC 停止時の試験用 CO2 不足

による不便を発生させない体制を構築した。 

 

利用マニュアルの整備・充実 

研究拠点利用マニュアルを以下の通り予定通り作成して発行した。適宜、改定を実施した。 

 

名称     発行日 

利用マニュアル（工事編）   2021 年 1 月 



 

3－40 

 

利用マニュアル（運用編）暫定版  2022 年 1 月 

利用マニュアル（運用編）   2022 年 4 月 

基本設計条件書   2020 年 11 月 

 

利用マニュアルは使いやすくするため、工事編と運用編に分けた。工事編は研究拠点で研究

設備の建設工事を行う際の遵守事項を中心に記述している。特に、大崎上島で工事を実施する

際の留意事項を詳しく記載した。運用編は、設備の完成後に研究を行う際の遵守事項を中心に

記載している。なお、これら利用マニュアルの作成に当たっては、採択条件である、「基礎拠点整

備の実施において、施工・安全・防災・環境などの専門家を含めるよう体制を整備し、管理計画

を策定すること。」を順守すべく、専門家の見解を十分に反映した内容としている。図 3.2.1.2-22

と図 3.2.1.2-23 にマニュアル工事編（3 版）と運用編（初版）の最新版の表紙と目次をそれぞれ示

す。 

    

図 3.2.1.2-22 利用マニュアル（工事編）（３版）の表紙と目次 
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図 3.2.1.2-23 利用マニュアル（運用編）（初版）の表紙と目次 

 

 

基本設計条件書は、研究拠点に設置する設備の設計に必要な基本条件を記載したものであ

り、気象条件、環境規制値、ユーティリティ条件、および安全対策について最低限守るべき内容

を記載したものである。図 3.2.1.2-24 に基本設計条件の最新版（改訂 4 版）の表紙と目次をそれ

ぞれ示す。 

 

      

図 3.2.1.2-24 基本設計条件の最新版（改訂 4 版）の表紙と目次 
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実施項目③「対外支援活動の最適化検討と実施」 

最適化検討・効率的実施方法開発 

対外支援活動では研究支援に必要な関係機関との調整、広報、および NEDO が企画するイ

ベント等への協力を行ったが、着手する前に、掛かる費用等に対する関係者の評価等の効果が

全体最適となるように実施方法の検討を実施した。また、拠点の先進地域である諸外国から情

報を収集した。2020 年度は、対外支援活動の全体最適となる実施方法の検討に着手し、2021

年度は、継続して、対外支援活動の実施方法の検討を行った。 

 

対外支援活動(広報活動) 

対外支援活動の広報活動として、NEDO の指示に従い研究成果のタイムリーな発信を行って

きた。対外支援活動（広報活動）の成果は、前項「成果の普及」に示した通りである。今後の受信

者からの反応の研究支援への活用を図るため、開設した WEB の活用を検討した。さらに、マス

コミや成果報告会などを効率良く組み合わせていくことも検討した。 

広報の一環で研究拠点の活動紹介を和英併記にて WEB サイト上で行えるように整備して公

開した。図 3.2.1.2-25～図 3.2.1.2-28 に WEB 画面の一部を示す。 

 

        
図 3.2.1.2-25 研究拠点紹介 WEB 画面その１   図 3.2.1.2-26 研究拠点紹介 WEB 画面その２ 
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図 3.2.1.2-27 研究拠点紹介 WEB 画面その３  図 3.2.1.2-28 研究拠点紹介 WEB 画面その４ 

 

 

さらに、研究拠点エリア全体の完成予想図を検討し、和英併記のパネル、および動画を作成し

た。完成予想図の作成に当たっては、工事進行中のため進捗状況等を踏まえ、CR 事業者から

設備の図面を取り寄せるなどして、出来る限り現実に近い完成予想図作成を行った。また、完成

予想図はパネルやパンフレット等に活用した。 

     

図 3.2.1.2-29 完成予想図その１          図 3.2.1.2-30 完成予想図その２ 
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図 3.2.1.2-31 完成予想図その３ 

 

 

図 3.2.1.2-32～図 3.2.1.2-33 に作成したパネルを示す。 

 

 

図 3.2.1.2-32 パネル（日本語版） 
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図 3.2.1.2-33 パネル（英語版） 

 

 

完成予想図からこれに係る拠点化エリアの CG(アニメーション)を作成し、WEB サイトや動画へ

組み込んで活用した。 

また、拠点紹介パンフレットを作成した。パンフレットは対外支援活動に活用される。 

図 3.2.1.2-34～図 3.2.1.2-37 に作成したパンフレットの一部を示す。 
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図 3.2.1.2-34 パンフレットその１         図 3.2.1.2-35 パンフレットその２  

      

        図 3.2.1.2-36 パンフレットその３         図 3.2.1.2-37 パンフレットその４  

 

今後、効率的な研究成果の発信、反響の活用法について検討に着手する。 
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可能性があることを明
らかにした。  
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の強い水酸化テトラプロピルアンモニウム(TPAOH)を使用していたため、図 3.2.2.2-4 に示すよう

な過剰なシリカライトが生成することや、完全に被覆するためには 2 回のコーティングが必要で

あった。そこで、本研究では、過剰な核発生を抑制する手法を開発した。 

 

図 3.2.2.2-3 コアシェルゼオライト触媒とパラキシレン合成反応機構 

 

本手法では、より塩基性が弱い水酸化テトラエチルアンモニウム(TEAOH)を使用して合成を実施

した。合成したコアシェル触媒はコーティング後の質量増加が抑えられた。SEM で確認したとこ

ろ、図 3.2.2.2-5 の通りコアゼオライトと形状・サイズとも変化がなく、Si/Al 比もコアゼオライ

トと同等であった。このことから、結晶表面の不活性化は達成されており、SEM で確認できない程

薄いシリカライト層が形成されていると考えられる。 

合成した触媒を用いキシレン合成試験を実施したところ、図3.2.2.2.-15に示す通り従来のコア

シェル触媒同等の高いパラ選択率を示し、かつキシレン収率が向上することを確認した。 

 

      

 図 3.2.2.2-4 従来触媒の粒子    図 3.2.2.2-5 新規コアシェル触媒の粒子 
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図 3.2.2.2-6 シェル層改良触媒の反応試験結果 

 

   2.1.1.2 シェル層ゼオライトのスケールアップ 

 2023 年度以後のベンチスケール試験のためには、数 kg 程度の触媒量が必要となるが、2.1.1.1

で開発したコアシェル触媒については、これまでにスケールアップ合成をした実績がない。この

ことから、開発した触媒のスケールアップ製法を確立することが必要である。 

 本検討においては、中規模設備での水熱合成による触媒合成が可能である業者に委託し、触媒

のスケールアップを実施した。 

 スケールアップ検討の際に、触媒の合成時間、撹拌強度などの各種合成条件による影響を把握

し、最適化した合成条件でのスケールアップ試験を実施した。図 3.2.2.2-7 に示す通り、スケー

ルアップ合成触媒は、ラボスケール合成触媒と同等のキシレン収率、パラ選択率を示すことが確

認された。 

 

図 3.2.2.2-7 スケールアップ触媒とラボスケール合成触媒のパラ選択率の比較 
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 2.2 でパラキシレン合成プロセスに関する基本的な検討については実施しているが、統合プロセ

スの検討を実施するために、より詳細なプロセスデータの取得を目的として、パラキシレン合成

ベンチスケール試験を実施する。このベンチスケール試験に向けて、サイト条件および、サイト

からの要求を確認し、基本計画及び基本設計を実施し、表 3.2.2.2-4 に示す各種設計図書を作成

した。 

 

表 3.2.2.2-4 パラキシレン合成 ベンチスケール試験設備 図面目録(抜粋) 

図面目録 

採番基準書 

体制表 

基本設計条件書 

配管材料基準書 

塗装基準書 

保温基準書 

安全指針／防爆エリア区分図 

PFD 

P&ID シンボルリスト 

P&ID プロセス／ユーティリティ 

ラインインデックス 

機器／電動機リスト 

分析計リスト 

計器リスト 

手動弁／自動弁リスト 

ユーティリティリスト 

運転制御方案／シーケンスブロック図 

機器データシート／計画図 

安全弁吹き出し容量決定根拠 

単線結線図 

安全弁吹出し容量決定根拠 

 

3.3 統合プロセスの検討 

 プロセス最適化を目的として、メタノール合成、パラキシレン合成部分のプロセスを統合し、

熱の相互利用の検討を実施した。メタノール、パラキシレンの要求される純度が決定していない

ため、蒸留塔を除く熱交換器（Heater、Cooler）を対象とした。プロセスの製品流量はスケール

アップ時のものを想定し、反応率等は 2.2.1 で得られた値を用いた。加熱側と冷却側のプロセス

流体を組み合わせることで Heater、Cooler のユーティリティである Steam、Cooling water 量の

低減を図った。 

 

3.4 Hybrid 水電解システム用光触媒の調査（基礎研究） 

3.4.1 光触媒反応効率向上のための要素技術開発 

3.4.1.1 ドーピングによる WO3の長波長応答化 

これまでモデル材料として用いられてきた Cs 処理 WO3（Cs-WO3）の性能は不十分であり、大幅

な性能向上実現のための要素技術開発が重要となる。WO3半導体の欠点の 1 つとして，450 nm 程度
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た。接着しなかった光触媒粉末は除去した。反応水溶液には 90 mM の過塩素酸鉄（III）（以後 Fe
３＋と表記）および 1000 mM の過塩素酸を共存させた水溶液（100 mL）を用いた。疑似太陽光

（1SUN）を連続的に照射し、適宜サンプリングした溶液中の Fe２＋量成量をフェナントロリン法に

より定量した。その結果、図 3.2.2.2-9 のように光触媒膜の活性は 1500 時間程度安定（400 日の

実環境反応に相当）であることを確認した。これだけ安定な可視光応答性光触媒膜の耐久性は世

界最高と言える。しかし、1600 時間を超えると徐々に活性が低下したように見える。この劣化原

因を検討すると、ほぼ光触媒膜の部分剥離要因で説明でき、光触媒の粉末自体は非常に安定であ

ると考えられる。今後は粘着剤を更に改良したり、基板を凹凸にして膜の安定性を数倍に延ばす

検討や、新規光触媒での成膜化と安定化の検討を行う。 

 

図 3.2.2.2-9 Cs-WO3（標準）光触媒膜の連続光照射の加速寿命試験。可視光応答性光触媒として

1500h 以上（400 日相当）の安定性は世界最高 

 

3.4.2.2 光触媒膜の大面積塗布および電解との組み合わせ試験 

粘着剤を用いた光触媒膜の塗布法は大面積化に有利である。大きめの反応セル（～343cm2）に対

して均一に Cs-WO3を成膜作成することができた。電解反応に関して、水素発生用 Pt 触媒のカーボ

ンフェルト電極への簡便で再現性のある担持方法を検討し、その最適化を行った。光触媒膜反応

器と電解をフロー型で組み合わせて、ガス発生の電流効率（H2および O2の Faraday 効率）がほぼ

100%であることを確認した。ガス漏れや副反応がほとんど無いことが分かった。フロー型反応装

置の屋外実験を行い、日射照度に Fe2+生成量や電流値が相関していることを確認した。 

 

3.5 光触媒 Hybrid 水電解システムの調査（担当：川崎重工業） 

光触媒 Hybrid 水電解システムの基礎研究として、光触媒反応と水電解反応を組み合わせたラボ

レベルの小型システムを設計・作製した。 
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最も多く(約 40%)、次が選択性(約 30%)となっていた。選択性に関しては、大阪大学が開発中の触

媒のようにコアシェル構造を検討しているものも認められたが、その中にパラキシレン製造に関

わるものは見られなかった。 

更に、国内外の副生水素余剰量や再生可能エネルギーのポテンシャルおよび CCS のポテンシャ

ルについて調査を行い潜在的なカーボンリサイクル適地を調査するため、メタノール及びパラキ

シレンに関する F/S 及び経済性調査を実施した。 

F/S 及び経済性調査では、各国の CO2削減関連の統計情報等、公開情報の収集・分析、CO2削減

関連の補助金、助成金等の最新動向の調査、工場副生水素、再生可能エネルギー等の動向、CO2

の排出源の有無等 CO2確保、及び CCS ポテンシャルについての調査を行い、水素等の原料物質、

メタノール、パラキシレンについて、公開情報等により CAPEX、OPEX を算出し、メタノール、パ

ラキシレンの製造コスト（円/t）を試算した。また、原料物質（CO2、H2）、メタノール、パラキ

シレン（CO2由来）の技術開発動向を調査し、参入企業へのヒアリング、公開情報等により、各

参入企業の事業方針、事業展開状況に関する調査を行った。その上で、各国におけるメタノー

ル、パラキシレンの市場規模、需給見通しの調査を行い、製造コスト変動要因（水素価格等）を

整理し、メタノール、パラキシレンの製造コストとの相関関係を整理し、得られた情報を基に、

2030 年頃にカーボンリサイクル事業化が可能と思われる候補地のスクリーニングを行った。その

結果、中国に加え、中南米、中東、アフリカ、豪州などが候補地となることが分かった。 

今後、事業化候補地のスクリーニング結果を基に、カーボンリサイクル事業化適地を更に絞り

込み、早期事業化候補地の目途を付ける。 
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3.2.2.3 （B-3）Gas-to-Lipids バイオプロセスの開発 

事業全体の成果 

研究開発項目① CO2を再資源化する高効率水素駆動型酢酸発酵技術の確立 

（1）商用 CO2-H2ガスを用いた酢酸発酵基盤技術の確立 

（1-1）CO2からの酢酸発酵技術に関する文献情報の収集整理 

・酢酸発酵装置の設計および培養条件を見いだすために必要な文献の収集 

・聞き取り調査や予備試験による発酵設備の概要策定 

（1-2）CO2からの酢酸生産試験基本プロトコールの策定 

・ラボスケール酢酸発酵装置の構築 

・培地成分、操作手順、酢酸回収方法や間欠運転などの各種操作条件の決定 

（2）実排 CO2ガスを用いた酢酸発酵技術の確立 

（2-1）酢酸発酵実証施設の建設および試運転 

・安全確保や分離膜の選定などを含む酢酸発酵装置の詳細設計と建設 

 

研究開発項目② 酢酸を原料とする油脂発酵技術の確立 

（1）合成培地を用いたベンチスケール油脂発酵条件の検討 

（1-1）油脂発酵に関する文献情報の整理収集 

・各種油糧微生物を用いた油脂生産実験に関する文献情報の精査と知見整理 

（1-2）ラボスケールのバイオリアクターでの標品酢酸を用いた培養条件の検討 

・細胞増殖と油脂蓄積からなる連続発酵系での栄養源の添加条件の検討 

（1-3）連続培養における培養条件の検討 

・濁度を指標とした連続培養を模した試験の実施 

・カロテノイド生産誘導条件の決定 

（2）発酵酢酸を用いた油脂発酵技術の確立 

（2−1）ホモ酢酸菌培養液を用いたラボスケールでの培養条件の検討 

・酢酸発酵液を用いた回分培養における菌体増殖と脂質生産の検討 

（2−2）ベンチスケールリアクターの試運転 

・研究拠点リアクターや油脂抽出・分析装置等の操作手順の確認 

・発酵プロセスのオペレーションシーケンスの作成 

 

研究開発項目③ 一貫製造プロセスの構築と検証 

（1）システム詳細設計及び建設 

（1-1）システムの詳細設計、設備仕様の策定 

 ・酢酸および油脂発酵設備の詳細設計、基礎工事、各種ユーティリティの仕様策定 

（1-2）システムの建設 

 ・地盤整備、テント・プレハブ設置、電気・水道配管整備、発酵設備導入 

（2）運転・改良及びデータ解析・検証 

（2-1）一貫製造プロセスの試運転 

 ・インフラ設備の状況確認、一貫プロセスの模擬稼働と測定・制御系の確認 
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研究開発項目④ 商用化を見据えたシステム評価 

（2）化学品・高付加価値品製造の技術動向及び市場動向調査 

 ・本プロセスで生産を目指す化学品・高付加価値品の国内外の市場動向調査 

（3）発酵油脂からの高付加価値品・化学品製造プロセスの検討 

（3-1）高付加価値品製造プロセスの検討 

 ・アスタキサンチンの精製プロセスの検討と用途開発 

（5）実用化に向けた共同実施企業の選定 

 ・製品化と販路開拓を担当する共同実施企業の研究体制への組み入れ 

 

 表 3.2.2.3-1 目標達成状況一覧表（2022 年 3 月時点） 

研究開発項目 2020-21 年度目標 進捗  

評価 

課題と対応策 

①CO
2
を再資源化する高効率水素駆動型酢酸発酵技術の確立 

（1-1）CO
2
からの酢酸発酵

技術に関する文献情報の収

集整理 

・CO
2
を原料とする酢酸

発酵に関する情報収集と

実証施設設計資料の提供 

○ ・設備改良に向けた情報

収集を継続する。 

（1-2）CO
2
からの酢酸生産

試験基本プロトコールの策

定 

・ラボ試験による基本プ

ロトコールの策定 

○ ・基本プロトコールを随

時見直し、必要に応じて

改善を図る。 

（2-1）酢酸発酵実証施設の

建設および試運転 

・微生物非接種での操作

確認 

・商用ガスを用いた性能

確認 

△ ・OCG からの上水・用水供

給の都合により操作・性

能確認遅れ、3 月末までに

完了予定 

②酢酸を原料とする油脂発酵技術の確立 

（1-1）油脂発酵に関する文

献情報の整理収集 

・油糧微生物の発酵生産

に関する文献等情報の収

集、整理 

○ ・情報収集は随時、継続

的に行う。 

（1-2）ラボスケールのバイ

オリアクターでの標品酢酸

を用いた培養条件の検討 

・ラボ試験による基本的

培養条件の決定 

○ ・発酵パラメーターの改

善に向けた詳細条件の探

索を継続する。 

（1-3）合成培地を用いたベ

ンチスケール油脂発酵条件

の検討 

・合成培地での増殖槽と

油脂蓄積槽の C/N 比、

pH、滞留時間の至適化 

△ ・増殖槽は条件をほぼ決

定したので、脂質蓄積槽

における最適なC/N比や滞

留時間を決定する。 

（2-1）ホモ酢酸菌培養液を

用いたラボスケール培養条

件の検討 

・培地成分測定系の確立 

・酢酸発酵液を用いた油

脂発酵条件の確立 

△ ・回分培養での決定条件

を連続培養系へ反映させ

る。 

（2-2）ベンチスケールリア

クターの試運転 

・微生物非接種での操作

確認 

・分析装置の操作確認 

△ ・リアクターの設置確認

が完了次第、試運転を実

施する。 

③一貫製造プロセスの構築と検証 

（1-1）システムの詳細設

計、設備仕様の策定 

・建屋、水道等設備、排

水処理等の建設関係と発

酵槽や装置等の培養設備

の仕様策定 

○ ・運転開始後も必要に応

じて改良を重ねる。 
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（1-2）システムの建設 ・培養装置や分析設備の

建設、設置 

○ ・運転開始後も必要に応

じて改良を重ねる。 

（2-1）一貫製造プロセスの

試運転 

・システム全体の模擬稼

働による発酵槽や測定

器、インフラ設備の状況

確認 

△ ・給排水共用開始時期の

遅れにより運転遅延、3 月

末までに完了予定 

④商用化を見据えたシステム評価 

（2）化学品・高付加価値品

製造の技術動向・市場動向

調査 

・調査対象製品について

国内外の市場規模・価格

等の整理 

○ ・調査結果を元に、④

（4）バイオプロセスの最

適システムの検討を進め

る。 

（3-1）高付加価値品製造プ

ロセスの検討 

・通気撹拌速度決定法の

検討 

・カロテノイドの成分分

析、食品等規格基準の調

査 

（・規格基準適合性の確

認、改善策の立案と検

証） 

△ ・食品用途への安全性担

保のため、原料分析を進

めるとともに、他の用途

展開も模索する。 

（5）実用化に向けた共同研

究企業の選定 

・製品化及び販路開拓担

当企業の組み入れ 

○  

※進捗評価／○：予定通り、△：挽回可能な課題あり 
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2.研究開発項目毎の成果 

研究開発項目① CO2を再資源化する高効率水素駆動型酢酸発酵技術の確立 

（1）商用 CO2-H2ガスを用いた酢酸発酵基盤技術の確立 

（1-1）CO2からの酢酸発酵技術に関する文献情報の収集整理 

本研究開発において、高効率水素駆動型酢酸発酵装置の実証目標値として酢酸生産速度

100g/L/d、90%以上の CO2 利用効率としている。さらに、油脂発酵における最適酢酸濃度 30g/L

の研究成果も合わせ、上記目標を達成し得る酢酸発酵装置の設計および培養条件を見いだすた

めに必要とされる文献の収集を行った。 

Acetobacterium を用いた H2/CO2 からの高速酢酸発酵に関わる論文として、森田と河田は、独

自に単離した Acetobacterium sp. BR-466 株を用い、通気撹拌型発酵槽と菌体-培地を分離し

発酵槽内に菌体を保持、高密度化する菌体分離膜モジュールを組み合わせることで、発酵槽内

菌体濃度4.8g/L、酢酸生産速度70g/L/dを達成している。ここで、ガス移動容量係数kLaは 450 

h-1であった。さらに、水素分圧を 270kPa まで加圧することにより 149g/L/d の酢酸発酵速度を

得ている(T. Morinaga, N. Kawada (1990) J. Biotechnol. 14, 187-194)。我々が用いている

A. woodii DSM 株を用いた類似の方式による酢酸生産も報告されており、通気撹拌型発酵槽と

膜モジュールによる菌体の発酵槽内保持、および加圧条件下で 148g/L/d の酢酸生産速度を得て

いる(C. Kantzow, et al. (2015) J. Biotechnol. 212, 11-18)。森田と河田は、アルギン酸

ビーズに菌体を保持する菌体固定型発酵も試みたが、酢酸生産速度は 3.5〜4.5g/L/d に留まっ

たという(T. Morinaga, N. Kawada (1990) J. Biotechnol. 14, 187-194)。 

これらの文献情報に基づき、実証事業において製作する酢酸発酵プロセスを、膜分離装置に

よる菌体保持機構を有する発酵装置とし、莫大な排 CO2に対応できるように発酵槽の大型化を想

定し、機械的な撹拌機構を持たず、微生物タンパク質の大規模発酵の実績を有する気泡塔タイ

プの発酵槽を用いることとし、酢酸生成速度 100g/L/d を達成できる高 kLa 気泡塔として、福田

らが開発したドラフトチューブ付き気泡塔を基本として（永井史郎ら(1985) 微生物培養工学. 

共立出版）、適宜改良を加えることとした。また、本研究はカーボンリサイクルを主目的とし、

90%以上の CO2 利用効率を達成すること、さらに気泡塔型発酵槽において高 kLa を達成するため

に必要とされる高いガス通気速度を確保するために、原料ガスの発酵槽への循環機構を導入し

た。これにともない、酢酸生成に最適な H2/CO2 分圧に管理するために、各種センサー類、マス

フローコントローラー、そして圧力制御機構を導入した。さらに、関連業者との打ち合わせ、

および性能確保のためのさらなる文献調査、大型気泡塔発酵装置の製作実績のあるエンジニア

リングメーカーなどへの聞き取り調査、そして構成機器類の仕様策定に必要な予備試験を行い、

酢酸発酵設備の概要を策定した。策定した酢酸発酵設備の酢酸発酵の装置設計指針を表

3.2.2.3-2 に示す。 

 

表 3.2.2.3-2 酢酸生産菌性能および酢酸発酵設備の設計指針 

A. woodii 発酵性能 

酢酸転換効率 0.92 mol/mol(H2基準) JST OPERA 研究成果より 

酢酸比生産速度 18.9 g/g-dcw/日  JST OPERA 研究成果より 

平均速度（10.4 – 23.5g/L） 

菌体収率 0.87 g-dcw/mol-H2 JST OPERA 研究成果より 

発酵槽形式および性能指針 
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発酵槽形式 ドラフトチューブ付き

気泡塔 

発酵液容積（設計値）37.5 L、福

田ら（永井史郎ら(1985) 微生物

培養工学. 共立出版） 

目標ガス循環速度 ガ ス 循 環 に よ り 〜

200L/min（〜400m/h）

for kLa: 〜2,000 h-1 

kLa = 0.223VS
1.83 (400m/h≦VS≦

900m/h)、VS: 通気線速度（永井

史郎ら(1985) 微生物培養工学. 

共立出版） 

目標 H2供給速度 3.9 L/min 以上（気液

移動基準） 

CO2 より難溶解性のため H2 供給を

基準とした装置設計とした。 

目標保持菌体濃度 5.3 g-dcw/L 以上 膜分離装置による槽内菌体保持 

目標培地供給速度 115 L/日以上 30g/L 酢酸濃度基準として目標酢

酸生産速度を達成する培地供給速

度 

その他培養条件 

 pH 7.0-7.5 JST OPERA 研究成果より 

 発酵温度 30 ℃ Acetobacterium 

 

（1-2）CO2からの酢酸生産試験基本プロトコールの策定 

CO2 からの酢酸生産試験基本プロトコールを策定するために、研究室に酢酸発酵装置を構築し

（図 3.2.2.3-1）、各種操作条件を決定した。概要を以下に示す。 

図 3.2.2.3-1 ラボ酢酸発酵装置 

 

【実証施設 酢酸発酵培地】 

 目標達成を可能とするために、文献情報（C. Kantzow, et al. (2015) J. Biotechnol. 212, 

11-18）および培地成分の増殖および酢酸生成に及ぼす検討を行い、実証施設における酢酸発酵

培地組成を下記の通り決定した。今後、研究室での研究成果に基づき、より安価な培地の検討

を引き続き行う。 

 

【微生物培養液からの有機酸回収方法の検討】 

酢酸などの有機酸を回収する方法としては、例えば溶媒抽出による方法がこれまで代表的な技

術としてあった。しかし溶媒抽出は pH を大きく変化させる必要がある上に有機溶媒を多量に用い

るため、回収後の溶液は再利用が困難であり廃水が増え、処理コストが高くなるといった不利な

点があった。微生物を用いた発酵生産では有機酸の培地中への蓄積によって細胞の活性が低下し、
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 酢酸発酵準備および運転時、爆発ガスである H2、OCG 排ガスに含有される有毒な CO、そして

窒息の危険性を有する CO2 および N2 を用いることから、一般高圧ガス保安規則に準拠した大型

水素チャンバー（シリンダーキャビネット）（PRETECH 製）に水素発酵槽を格納することとし

た（図3.2.2.3-3）。さらに、O2、H2、COモニターによるチャンバー内環境常時監視、および異

常濃度検出時のガス供給強制停止機能を組み入れるなど、安全対策を施した（図 3.2.2.3-4）。 

 
図 3.2.2.3-3 水素チャンバー 

 
図3.2.2.3-4 O2、H2、COモニターによるチャンバー

内環境常時監視、および強制停止機能 

 

 

【酢酸発酵槽の詳細設計】 

 実証事業において製作する酢酸発酵槽は、莫大な排CO2に対応できるように発酵槽の大型化を

想定し、機械的な撹拌機構を持たず、微生物タンパク質の大規模発酵の実績を有する気泡塔タ

イプの発酵槽を用いることとし、酢酸生成速度 100g/L/d を達成できる高 kLa 気泡塔として、福

田らが開発したドラフトチューブ付き気泡塔を基本とし、酢酸発酵槽を設計、製作した（図

3.2.2.3-5）。そのままの構造では、いくつかの問題が発生した。一つに、高ガス循環速度にお

いてガスホールドアップが大きく培養時の実容量が大きく低下し発酵槽の不必要な大型化が懸

念された。そこで、発酵槽内に設置された気泡分散板の形状を変更することで、ガスホールド

アップを低下させた。さらに、ポーラススパージャーにより微細気泡を発酵槽内底部から通気

した際に、高いガス循環速度におけるスパージャーでの圧力損失を下げるために、通気面積の

広い 5 連ポーラススパージャーを用いることとした。 

 

 
図 3.2.2.3-5 酢酸発酵ドラフトチュー

ブ付き気泡塔 
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【分離膜の選定】 

酢酸発酵菌 A. woodii 菌体と酢酸を含む培養液を分離、菌体を発酵槽内に還流することで酢

酸発酵の高速化を図ることを目的とした分離膜モジュールを選定した。 

 上記の通り、プロセスを構成する装置・設備を検討、詳細仕様を決定した後、ガス供給系や排

水系などの付帯設備の詳細設計、およびガス・培地供給工程、菌体-培地分離工程の制御シーケ

ンスなど、酢酸発酵装置全体の詳細設計を行った。本詳細設計に従い、酢酸発酵装置を建設し

た。 

 

【酢酸発酵装置の試運転】 

拠点施設建設後、酢酸発酵実証施設を建設し、試運転による運転確認を行った。 

 

研究開発項目② 酢酸を原料とする油脂発酵技術の確立 

（1）合成培地を用いたベンチスケール油脂発酵条件の検討 

（1-1）油脂発酵に関する文献情報の整理収集 

酢酸を炭素源とした Aurantiochytrium

属及び近縁属による油脂発酵に関連する

報告として、Shafiq らは Schizochytrium 

limacinum SR21 株を用いて、培養槽内の

酢酸が消費されることで生じる pH 上昇に

応じて酢酸および窒素源を含む培地を流

加する培養を行い、144 時間で細胞収量

144 g/L、脂肪酸含量 53.5％を達成してい

る（図 3.2-6; Shafiq et al. 2020, Appl. 

Biochem. Biotechnol., 192, 1163-

1175）。そこで、同グループによって報

告されている培地組成および培養方法を

基本として、本研究開発で使用する

Aurantiochytrium 属株および培養条件に最適な組成を検討することとした。また、同報告におい

ては脂肪酸生産の誘導方法に関する詳細な記述は無いが、培養 36 時間以降に培地中の窒素源濃度

が低下していることから、窒素源を含む培地の流加量を調節して、48 時間以降には低濃度で維持

して脂質生産を誘導していることが推測された（図 3.2.2.3-6）。窒素飢餓による油脂蓄積の誘導

に関して、Heggeset らは、脂肪酸合成に重要なアセチル CoA カルボキシラーゼおよび脂肪酸合成

酵素の遺伝子発現が窒素飢餓条件下の Aurantiochytrium sp. T66 株で増強され、実際に脂質生産

が誘導されることを報告している（Heggeset et al., 2019, Sci Rep, 9, 19470）。また、Guo ら

は十分な窒素源を含む条件と窒素飢餓条件にそれぞれ設定した培養槽を連結した連続培養系を構

築し、DHA 生産性が流加培養（0.723 g/L-h）と比較して 3.9 倍の 2.810 g/ Lh に向上したことを

報告している（Guo et al., 2018, Bioresour. Technol., 269, 32-39）。その他にもリン飢餓条

件（Ren et al., 2013, Bioprocess. Biosyst. Eng., 36, 1177-1183）、酸素供給の制限（Qu et 

al., 2011, Lett. Appl. Microbiol., 52, 22-27 ） や 低 温 条 件 （ Hu et al., 2020, 

図 3.2.2.3-6 酢酸流加培養（Shafiq et al. 
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Biotechnol. Biofuels., 13, 172）などの条件が脂質生産を誘導したり、脂質合成に関与する遺伝

子の発現を増強することが報告されているが、いずれも細胞増殖に適さない条件であるため、細

胞を十分に増殖させた後に上記のようなストレス環境に暴露して脂質生産を誘導する条件の検討

が適当と考えられた。 

 

（1-2）ラボスケールのバイオリアクターでの標品酢酸を用いた培養条件の検討 

ラビリンチュラ類 Aurantiochytrium 属により酢酸 100 g/L から油脂 30 g/L 以上（菌体内油脂

含量 50%以上、総カロテノイド 1 g/L 以上）の収量を実現するための各種培養条件の最適化及び

課題検証を行った。実施計画で提案した細胞増殖と油脂蓄積にそれぞれ最適な条件で定常状態

を維持した培養槽を連結する連続発酵系のうち、今年度は細胞増殖を誘導する培養槽における

酢酸、窒素源およびその他の栄養源の添加条件を 3 L バイオリアクターを用いたベンチスケー

ル培養で検討した。 

アスタキサンチンを主とするカロテノイドおよび高度不飽和脂肪酸を生産する

Aurantiochytrium sp. RH-7A-7 株を標品酢酸を炭素源として流加培養した。100％標品酢酸は培養

槽内の pH を 7.3 に維持するように自動流加し、窒素源およびその他の栄養源を含む流加培地は 12

時間毎に21 mL流加した。撹拌翼のせん断応力による細胞へのダメージを考慮し、撹拌速度を溶存

酸素濃度（DO）が 1.0 ppm 以上に維持されるように 150−300 rpm で制御した。流加培養を実施した

結果、期待した水準の結果が得られたが、改善を要する点も明確となった。 

 

（1-3）連続培養における培養条件の検討 

菌体増殖のフェーズと油脂蓄積のフェーズを同一培養槽で切り替えるのは難しいため、前年度

までに、細胞増殖と油脂蓄積をそれぞれ独立した発酵槽で誘導する培養系を設計した。この培養

系について C/N 比、pH および滞留時間等の至適化について検討した。 

合成培地組成の検討 

培養試験に用いた合成培地は、既報（Shafiq et al., 2020）の培地組成を元に、カロテノイド

および高度不飽和脂肪酸を生産する Aurantiochytrium sp. RH-7A-7 株を培養するためにより適切

かつ、ベンチスケールの試験における取り扱いに適した組成を目指して検討を重ねた。RH-7A-7 株

の増殖に悪影響を及ぼさない範囲で組成の簡素化に取り組み、より取扱いし易く実用的な培地組

成に改変することができた。 

さらに、炭素源である酢酸と窒素源として使用しているコーンスティープリカー（CSL）につい

て、増殖により適切な濃度を検討して、試験で用いる合成培地の組成を決定した。 

 

連続培養試験 

ベンチスケールリアクターで想定している濁度を指標とした連続培養を模した試験を、3 L バイ

オリアクターを用いて行った。RH-7A-7 株を培養開始から 43 時間まで流加培養を行って増殖させ

た後、43 時間以降は OD590 が設定値を超過した時点で培養液の排出と新鮮培地の投入を繰り返す

連続培養を行った。連続培養期間の菌体乾燥重量は一定濃度を維持することが可能であり、対酢

酸菌体収率は向上した。連続培養期間の酢酸と CSL の消費量の比を元に、連続培養時の培地の炭

素源と窒素源の比を決定した。 
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研究開発項目③ 一貫製造プロセスの構築と検証 

（1）システム詳細設計及び建設 

（1-1）システムの詳細設計、設備仕様の策定 

①②における CO2/H2 からの酢酸発酵設備、酢酸からの油脂発酵設備設計に係わる文献検索お

よび聞き取り調査に基づき、発酵プロセス設計・製作に多くのノウハウを有するエンジニアリ

ング会社に依頼し、一貫製造プロセスの詳細設計を実施・完了した。さらに、カーボンリサイ

クル実証研究拠点における基本設計条件に従い、基礎工事、建屋テント、電気・ガス・水道・

排水など基幹施設仕様に関する基本設計を行った後、専門事業者による詳細設計を完了した。 

 

（1-2）システムの建設 

詳細設計図、および JCOAL からの要求仕様に基づき、地盤整備後、テント建屋の建設（図

3.2.2.3-9）とテント内プレハブ研究室の設置（図 3.2.2.3-10）、電気設備、原料ガス、用

水・上水配管、そして排水系配管など建設した。施設整備後に、H2/CO2 からの油脂製造一貫プ

ロセスに関わる発酵設備群を製作、分析設備を導入した。 

 

 
図 3.2.2.3-9 実証施設建物外観 

 
図 3.2.2.3-10 テント内プレハブ研究室 

 

プレハブ内も含む一貫製造プロセスの全体図を図 3.2-11、および一貫製造プロセス全体を図

3.2.2.3-12、3.2.2.3-13 に示す。 

図 3.2.2.3-8 油脂発酵リアクターおよび試運転の様子 
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図 3.2.2.3-11 Gas-to-Lipids 一貫製造プロセスおよび実験室レイアウト 

 

 
図 3.2.2.3-12 Gas-to-Lipids 一貫製造プロ

セス 手前から培地調製槽、H2 チャンバー

（内部に酢酸発酵槽設置） 

 
図 3.2.2.3-13 Gas-to-Lipids 一貫製造プロセ

ス 手前から 2連油脂発酵槽、酢酸貯留槽、

廃液槽 

 

プレハブ内に発酵状況の監視モニターが設置された研究者・作業者用居室と、培地調製、生

産物の保存、分析に関わる設備・機器類を設置した実験室（図 3.2.2.3-14）を設け、油脂製造

一貫プロセスに関わる直接的・間接的業務を行う。 

 



 

3－72 

 

 

（2）運転・改良及びデータ解析・検証 

（2-1）一貫製造プロセスの試運転 

施設・設備導入終了後、インフラ設備の整備状況を確認した。次いで、給排水の開始を待ち、

一貫製造プロセス全体を模擬稼働し、発酵槽、測定器、そして発酵制御系の確認、試運転を実

施した（図 3.2.2.3-15）。 

 

 
図 3.2.2.3-14 施設内実験室設備 

 

 
図 3.2.2.3-15 一貫製造プロセス全体の確認お

よび試運転 

 

研究開発項目④ 商用化を見据えたシステム評価 

（2）化学品・高付加価値品製造の技術動向及び市場動向調査 

CO2 から微生物を用いて化学品原料・高付加価値品を製造する技術について、国内外の調査を

行った。 

米国国立生物科学情報センターの PubMed で文献の調査を行い、カロテノイド、不飽和脂肪酸、

飽和脂肪酸、燃料の 4 種類何れかを生産する文献を検索した。検索した文献 93 件の内、発酵を

利用する文献は 7 件で、他は全て光合成を利用するものであった。発酵を利用した 7 件も、全

て燃料の生産に関するものであった。 

並行して事業者や研究機関の HP 等で調査を行った所、LanzaTech（米国）が 2018 年 5 月に世

界で初めてとなる商用の排ガス（製鉄所の排ガス）エタノール製造プラントを、中国の河北省

で運転開始している。LanzaTech は ANA に対しエタノールを元にした SAF（持続可能な航空燃

料）供給を計画している他、化粧品原料、プラスチック容器、高付加価値脂肪酸の製造などの

開発を進めており、競合相手となる可能性がある。 

また、Gas-to-Lipids バイオプロセスを構成する要素技術について国内外の特許調査を行っ

た結果、CO2と H2から酢酸発酵と油脂発酵とにより油脂生産を行うものは出願中を含めて 5 件で

あった。この内、日本に出願されているものは、Gas-to-Lipids バイオプロセスのベースと

なっている 1 件のみである。 

油糧微生物で酢酸から油脂発酵する技術の出願は 11 件であった。この 11 件の生産物質とし

て記載されているものにカロテノイドはなく、不飽和脂肪酸 4件、飽和脂肪酸 2 件および燃料 2

件であった。 

 

Gas-to-Lipids バイオプロセスで生産を目指す化学品・高付加価値品について、国内外の市

場動向調査を行った。 
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3.2.3 （C）CO2有効利用拠点における要素技術開発 

3.2.3.1 （C-1）ダイヤモンド電極を用いた石炭火力排ガス中 CO2からの基幹物質製造 
事業概要（2022 年 4 月事業開始） 

   

図 3.2.3.1-1 ダイヤモンド電極を用いた石炭火力排ガス中 CO2 からの基幹物質製造 

 

【実施内容】 

これまで「共通基盤技術開発」により行ってきた個々の要素技術を統合し、大崎上島「カーボ

ンリサイクル実証研究拠点」にて石炭ガス化複合発電プラントにより供給される排ガス中の

CO2 を用い、連続的にギ酸生成を行うことのできるベンチスケールの統合システムを構築し、実

現可能性を検証する。 

 

 

3.2.3.2 （C-2）大気圧プラズマを利用する新規 CO2分解・還元プロセスの研究開発 
事業概要（2022 年 4 月事業開始） 

 

 

 

  
図 3.2.3.2-1 大気圧プラズマを利用する新規 CO2 分解・還元プロセスの研究開発 

●次世代電極材料であるダイヤモンド電極を利用し、石炭火力排ガス中 CO2 から連続的にギ

酸生成を行うシステムを創製する。 

●CO2 分解，炭酸塩生成，尿素生成反応器で構成する CO2 分解・還元プロセスの開発 
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【実施内容】 

本研究では、３つの反応器から成る新規 CO2 分解・還元プロセスを開発する。CO2 を用い、

連続的にギ酸生成を行うことのできるベンチスケールの統合システムを構築し、実現可能性を

検証する。 

 

 

3.2.3.3 （C-3）CO2の高効率利用が可能な藻類バイオマス生産と利用技術の開発 
事業概要（2022 年 4 月事業開始） 

  

  

 

 

 

 
図 3.2.3.3-1 CO2 の高効率利用が可能な藻類バイオマス生産と利用技術の開発 

 

【実施内容】 

CO2 集中排出源からの CO2 を活用して、藻類バイオマスを効率的に生産するための技術開

発と、生産したバイオマスを製鉄プロセスを含む多角的用途に適用するための技術開発を行

う。 

 

  

●カーボンリサイクル技術としての藻類バイオマスの実用化に向け、生産と利用の両面で

研究を行う。 
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3.2.3.4 （C-4）CO2を炭素源とした産廃由来炭化ケイ素合成の研究開発 
事業概要（2022 年 4 月事業開始） 

  

  

 

 
図 3.2.3.4-1 CO2 を炭素源とした産廃由来炭化ケイ素合成の研究開発 

 

【実施内容】 

CO2 を炭素源とした産廃由来炭化ケイ素合成の実用化・事業化を最終目標に、そのコア技

術確立のためのベンチスケール試験を行い、プロセスの最適化とコスト評価を行う。 

 

 

3.2.3.5 （C-5）カーボンリサイクル LP ガス製造技術とプロセスの研究開発 
事業概要（2022 年 4 月事業開始） 

  

  

 

 

 
図 3.2.3.5-1 カーボンリサイクル LP ガス製造技術とプロセスの研究開発 

 

●CO2 を炭素源とした産廃由来炭化ケイ素合成プロセスを確立し、事業性評価を行う。 

●カーボンリサイクル LP ガス合成のための FT 合成触媒やプロセス等基盤技術開発

を実施。 
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【実施内容】 

FT 合成を用いたカーボンリサイクル LP ガス合成に係る触媒技術やプロセス、製造技術開

発に取り組むとともに、CO2、CO および H2 等の原料の調達から FT 合成により生じる連産品

の利用も含めた社会実装モデルの検討を行う。 

 

 

3.2.3.6 （C-6）微細藻類による CO2固定化と有用化学品生産に関する研究開発 
事業概要（2022 年 4 月事業開始） 

  

  

 

 

 

      
図 3.2.3.6-1 微細藻類による CO2 固定化と有用化学品生産に関する研究開発 

 

【実施内容】 

微細藻類（海産珪藻等）を用いて技術開発を行い、カーボンリサイクル技術の社会実装を目

指す。 

 

 

●工場等から発生する CO2 の活用を目指し、微細藻類の育種と大量培養技術の確立と、

天然資源に頼らない機能性化学品やバイオプラスチック等の利用技術を開発する。 
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4．成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 

4．1 本プロジェクトにおける「実用化」の考え方 

実用化は、『プロジェクトで整備された実証研究拠点が、CO２有効利用に適応可能な技術開発に利用さ

れ、その結果が実証等に至ること』をいう。 

 

4．2 実用化に向けた戦略 

（A）CO2 有効利用拠点化推進事業 

 拠点の整備を完了させ、研究開発設備の導入を進めていく（写真は 2022 年 5 月時点）。 

図 4.2-1 カーボンリサイクル実証研究拠点化の推進 

 

（B）研究拠点における CO2 有効利用技術開発・実証事業 

（B-1）CO2 有効利用コンクリートの研究開発 

図 4.2-2 CO2 有効利用コンクリートの実用化戦略 



 

４－2 

 

 

●現場打設コンクリート 

①現場打設コンクリートの炭酸化技術の実構造物規模への適用性を確認（本事業） 

②実用化検討（炭酸化養生システムの詳細設計・製造、適用対象構造物の検討、適用現場の選定等） 

③実際の構造物への適用（実用化） 

 

●鉄筋プレキャスト製品 

①鉄筋コンクリートへ適用した場合の品質確保ができることを確認（本事業） 

②現場炭酸化技術を応用することによる製造システムの開発 

③試作品の性能試験 

④実際の構造物への適用（実用化） 

 

●事業化に向けた環境整備 

①土木学会コンクリート標準示方書・指針等の整備 

②JIS 化 

③CO2 削減（吸収量含む）のクレジット化 

 

（B-2）カーボンリサイクルを志向した化成品選択合成技術の研究開発 

図 4.2-3 化成品選択合成技術の実用化戦略 

 

（B-3）Gas-to-Lipids バイオプロセスの開発 

●2022 年度の一貫製造プロセスでの試験で得られた結果から、ライフサイクルアセスメント（LCA）手法に

より CO2 排出量削減への貢献量を、2023 年度に評価するよう計画。 

●本プロジェクトでは菌体残渣等の副産物が発生するため、これらの有効利用により、全体としての CO2

排出量削減を目指す。 

図 4.2-4 Gas-to-Lipids バイオプロセス開発における実用化戦略（1） 
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●2030 年代は、単価の高い高付加価値品の製造を目指す。 

●市場動向調査の結果、高付加価値品の内で最も卸売単価の高いアスタキサンチンは、健康食品や化

粧品の他、飼料の原料として世界的にも成長を続けている。 

図 4.2-5  Gas-to-Lipids バイオプロセス開発における実用化戦略（2） 

 

●CO2 処理量増大のため、2050 年代の安価な水素 20 円／m3 を前提に、化学品の材料となるナフサ等

の製造を目指す。     

●ナフサに関しては、原料として植物等の再生可能な有機資源を使用するいわゆるバイオナフサへの代

替が期待されている。2050 年には、日本で 2,350 万 kL ものバイオナフサの市場規模が期待されている。 

●現在、様々なバイオナフサの製造方法が研究されているが、その一つとして位置付ける。 

図 4.2-6  Gas-to-Lipids バイオプロセス開発における実用化戦略（3） 
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4．3 実用化に向けた具体的取組 

（B-1）CO2 有効利用コンクリートの研究開発 

・これまでの室内試験の結果から、現場打設コンクリートの炭酸化養生方法は CO2 吸収量の目標量は達

成できる見通しである。2022 年度の拠点における屋外大型試験により実規模で実証する予定。海外の競

合製品と比較して、CO2 削減量などに優位性がある。 

・鉄筋コンクリートに適用した場合の品質確保として、代替鉄筋の適用、部分炭酸化の設計手法は予定通

り進捗している。一部で更に検討が必要な課題はあるが、実用化困難な難易度の課題ではなく、技術的

には従来のコンクリートと同等の性能を確保できると考えられる。 

・室内試験の結果から、鉄筋プレキャスト・現場打設コンクリートの製造原価を概算評価し、2050 年までの

tCO2 あたりのコストと CO2 削減価値を比較したところ、将来的に一部の方式に事業化が期待できることが

わかった。 

・実用化に向けては、本事業の成果に加え、炭酸化養生方法・装置・設計手法の更なる検討が必要であ

る。将来の事業化に向けては、CO2 削減量のクレジット化や設計手法の標準化が必要である。 

 

図 4.3-1 CO2 有効利用コンクリートの実用化へ向けた具体的取組 

 

（B-2）カーボンリサイクルを志向した化成品選択合成技術の研究開発 

 COP21 から加速した地球温暖化対策としての CO2 排出量抑制の動きは、2020 年 10 月の日本政府に

よる 2050 年カーボンニュートラル宣言によって、更に加速するものと考えられる。 

 川崎重工業では、カーボンニュートラルに向け、水素製造、輸送、貯蔵、利用、トータルでの商用化に向

け、技術開発を行っており、当該技術は本プロジェクトで用いられる H2 供給にも資する取り組みである。 

 なお、本プロジェクトでは、実用化の定義を「当該事業で開発した CO2 からメタノールを経由してパラキシ

レンを製造する技術（触媒、プロセス、化成品等）が市場に出ることが可能となった状態にまで至った段階

をいう。」としている。すなわち、技術面では、CO2 削減が本格化し、H2 価格が低下する時期までに触媒の

量産化、プロセスの最適化等が完了することが必要である。 

 そのためには、今回の事業を通じ、触媒、プロセス等の基礎的な技術を確立すると共に、スケールアッ

プに向けた課題抽出を実施する。 

 一方、技術が市場に出るためには、まず、CO2 有効利用に必要な H2 を十分に安価な価格に入手可能

な地域、CO2 排出量が多く、有効利用以外に排出量削減が難しい地域等、適地での実用化が先行するも

のと考えられ、適地調査についても並行して実施する。 
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図 4.3-4  実用化までのマイルストーン 

 

4．4 波及効果 

○技術・社会的効果 

 拠点の設置及びそこでの集中的な研究開発について国内外へ情報発信することで、日本のカー

ボンリサイクル分野への取組に関する強い PR 効果が期待できる。 

 海外の研究者等による拠点への訪問を通じたカーボンリサイクル技術の普及促進が期待できる。 

 カーボンリサイクル技術開発の重点的な実施により社会実装を加速し、2050 年のカーボンニュー

トラル化に貢献することが期待できる。 

 

○経済的効果 

 世界的に脱炭素化が進む中で日本発カーボンリサイクル技術の社会実装を促進することにより、

国際的なシェアの確保が期待できる。 

 

○人材育成効果 

 拠点での集中的な研究開発および人材交流を通じ、企業や研究機関におけるカーボンリサイクル

分野の研究者・技術者を育成する効果が期待できる。 
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Ｐ１６００２ 

Ｐ１６００３ 

Ｐ１００１６ 

Ｐ９２００３ 

 

「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発」基本計画 

環境部 
 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

２０１５年７月に決定された長期エネルギー需給見通しにおいては、３Ｅ＋Ｓ（安全性、

安定供給、経済効率性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現し

ていくこととしており、火力発電分野においては、石炭火力発電及びＬＮＧ火力発電の高

効率化を図り、環境負荷の低減と両立しながら、有効活用を推進することとしている。火力

発電の高効率化は、再生可能エネルギーの最大限の導入促進、安全性の確認された原子力

発電の活用と合わせ、温室効果ガス削減目標積み上げの基礎となった対策・施策として位

置づけられている。これを踏まえ、２０１６年６月に官民協議会で策定した「次世代火力発

電に係る技術ロードマップ」においては、火力発電の高効率化、ＣＯ２削減を実現するため、

次世代の火力発電技術の早期確立を目指すこととしている。また、２０２１年１０月に策

定された「第６次エネルギー基本計画」においては、火力発電は再生可能エネルギーの変動

性を補う調整力・供給力として柔軟な運転（幅広い負荷変動への対応）が求められることか

ら、負荷変動対応や機動性に優れた火力技術開発等の取組を推進することとしている。 

２０５０年に向けて化石燃料の利用に伴うＣＯ２の排出を大幅に削減していくためには、

あらゆる技術的な選択肢を追求していく必要があることから、ＣＯ２を炭素資源（カーボン）

と捉え、これを回収し、多様な炭素化合物として再利用するカーボンリサイクルを推進す

ることとしており、２０２１年６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴う

グリーン成長戦略」では、カーボンニュートラル社会を実現するための重要分野の１つに

カーボンリサイクル技術が位置づけられた。また、「カーボンリサイクル技術ロードマッ

プ」（２０１９年６月策定、２０２１年７月改訂）において、カーボンリサイクル技術の確

立、普及を目指していくこととしている。 

２０２０年３月に策定された「新国際資源戦略」では、ＣＯ２排出削減に向け、液体アン

モニアの混焼を含めて着実に技術開発等を進めることが必要とされている。 

石炭利用に伴って発生するＣＯ２、ＳＯｘ、ＮＯｘ、ばいじん等への対応や、石炭灰及び

スラグの有効利用方策を確立することが大きな課題である。そのため、今後とも石炭を活

用し、エネルギー需給安定化に貢献していくためにも、より高度なクリーンコールテクノロ

ジーの開発が必要である。 

 

②我が国の状況 

我が国の火力発電の熱効率は世界最高水準を保っている。世界で初めて超々臨界圧火力

発電（ＵＳＣ）を商用化し、さらには高効率な空気吹石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）が既
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に実用化段階であり、酸素吹ＩＧＣＣにおいても実証フェーズにある。また、効率向上に大

きく寄与するガスタービンにおいて、１６００℃級という高温化を世界に先駆けて実現す

る等、熾烈な国際競争の中においても、我が国の高効率火力発電システムは、トップレベル

を維持しており、世界をリードしている。しかしながら、燃料資源を他国に大きく依存する

我が国にとっては、限られた資源の有効利用を図ることは至上命題であり、今後とも、更な

る効率化を図っていく必要がある。また、中長期的な視点では、大幅なＣＯ２削減を実現し

うるＣＯ２の回収・貯留・利用（ＣＣＵＳ）やＣＯ２フリー燃料の利用技術の開発・推進も

重要なテーマであり、国内でのＣＣＳ（二酸化炭素の回収・貯留）大規模実証事業や貯留ポ

テンシャル調査等に加え、ＣＯ２を炭素資源と捉え、これを回収し、多様な炭素化合物とし

て再利用するカーボンリサイクルを推進する取組や石炭火力発電におけるアンモニア混焼

試験が進められている。 

また、我が国においては、石炭の排ガスに関して、世界的に見ても非常に厳しい環境基準

（環境保全協定値）が定められ、その基準が遵守されている。そのような背景から、脱硫、

脱硝、ばいじん処理技術等、高度な環境保全技術が過去から培われており、日本の強みが

発揮できる分野のひとつである。一方、石炭利用に伴い排出する石炭灰については、主にセ

メントの原料として、これまでは有効利用されてきたが、近年セメント生産量は減少傾向

にあり、セメント原料に代わる石炭灰の利用方法の確立が喫緊の課題である。 

 

③世界の取組状況 

気候変動対策のため、２０２１年１１月時点では世界の１５０ヶ国以上で年限付きのカ

ーボンニュートラル目標が掲げられており、各国でＣＯ２排出量を大幅に削減するための基

礎研究から技術開発、実証研究等の様々な取組が行われている。 
火力発電のＣＯ２排出の削減に向けた高効率化、ゼロエミッション火力発電、再エネ導入

時の負荷変動対応に向けた開発等が海外でも進められている。また、火力発電とＣＣＵＳ

の組み合わせによるカーボンニュートラルにも注力する方向であり、火力発電や各種産業

等の排ガスからのＣＯ２を分離・回収する技術として、高性能の材料等を用いて省エネルギ

ー・低コストを目指す化学吸収法や物理吸着法、膜分離法等の研究開発と実証等が世界各

地で進められている。さらに、回収したＣＯ２を様々な物質に変換させて有効利用する技術

についても、先進的な取組が行われており、ＣＯ２と水素から基礎化学品や機能性化学品、

液体燃料や気体燃料を合成する技術、コンクリート等にＣＯ２を効率的に固定化させる技術

の開発や実証等が進められている。 

 

④本事業のねらい 

長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、火力発電の高効率化に関しては、石炭火力

の発電効率を大幅に引き上げる石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）の実証事業をは

じめ、石炭火力、ＬＮＧ火力の双方につき、新たな火力発電技術の開発等を実施する。ま

た、火力発電から発生するＣＯ２排出量をゼロに近づける切り札となる技術として、ＣＯ２

フリー燃料の利用及び火力発電所等から発生する大量のＣＯ２を効率的に分離・回収・有効

利用するための技術開発等を実施する。これまでの火力発電に係る技術開発は、個別の技

術ごとに進められていたが、石炭火力、ＬＮＧ火力は共通する要素技術が多く、火力発電全

体の技術開発を加速するためには、個別技術開発を統合し、包括的かつ一体的に推進する

ことが有効である。そこで、次世代火力発電技術に係る事業を本事業において統合し、関連
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事業を一元管理し、一体的に進めることで、開発成果を共有しつつ、技術開発に係るリソ

ースを最適化する。これにより、次世代火力発電技術の開発を加速し、早期の技術確立及

び実用化を狙う。また、ＬＣＡ的な観点も含めたＣＯ２の利用に係るカーボンリサイクル技

術開発を一元的に進めることで、火力発電プロセスの更なる効率化を図るとともに、ＣＯ２

排出削減に向けた取り組みの効率化を図る。 

石炭の効率的利用、環境対応等を目的として、石炭利用の環境対策に関する調査・技術

開発を実施する。これらの取組により、石炭の安定調達性が増し、石炭を安価で安定的に

使用することが可能となり、我が国におけるエネルギーセキュリティーの向上に資する。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

 本事業を通じて、発電効率の大幅な向上技術、調整力確保に寄与する負荷変動対応発電

技術、ＣＯ２分離・回収後においても高効率を維持する技術、ＣＯ２フリー燃料の利用技術、

低コストなＣＯ２分離・回収技術及びＣＯ２有効利用技術（カーボンリサイクル等）により、

ＣＯ２排出の削減に寄与する革新的なカーボンリサイクル技術及び次世代火力発電技術の見

通しを得る。また、石炭灰の有効利用率を１００％まで向上させるなど、石炭の有効利用技

術を確立する。 

 

 研究開発項目ごとの目標については、別紙にて定める。 

 

②アウトカム目標 

本事業の開発成果により、２０３０年頃にＬＮＧ火力においては、将来のガスタービン

燃料電池複合発電（ＧＴＦＣ）商用機として送電端効率６３％（高位発熱量基準）を達成

し、さらには、ＩＧＦＣ商用機へと繋げることで、石炭火力として送電端効率５５％（高位

発熱量基準）を達成する。また、世界の火力発電市場は、今後、２０４０年にかけて石炭火

力では約５２０兆円、ＬＮＧ火力では約２７０兆円で、累計７９０兆円の規模が見込まれ

る。年平均では約３０兆円であり、このうちのシェア１割、約３兆円の次世代火力技術の市

場を獲得する。また、２０４０年頃に燃料としての年間アンモニア利用量１,０００万トン

を達成し、アンモニア３５,０００円/tを想定した場合において、３,５００億円相当の燃

料アンモニア市場を創出する。ＣＣＵＳの実現に向け、ＣＯ２分離・回収コスト１，０００

円台/ｔ-ＣＯ２という大幅な低減を達成する。また、ＣＯ２有効利用の一例として、ＣＯ２由

来のメタンで天然ガスパイプラインの許容圧力変動幅の１割を活用して負荷変動対応に供

する場合として、１，３００億円相当の天然ガス代替を獲得する。また、負荷変動対応技術

を確立することで、電力市場整備の一つとして進められてきた調整力公募市場（短期間で

の電力需給調整能力（ΔkW 価値）を取引する市場公募）での電力供給機会の更なる創出に

寄与し、電力市場の活発化に貢献する。 

また、カーボンリサイクルの観点からは、２０３０年頃に短期的に実現可能な技術（ポリ

カーボネートなどの化学品、バイオジェットなどの液体燃料、道路ブロックなどのコンクリ

ート製品など）を既存のエネルギー・製品と同等のコスト実現を目指すとともに、２０４０

年以降に実現をめざした需要の多い汎用品（オレフィンやＢＴＸなどの化学品、ガス、液体

などの燃料、汎用コンクリート製品など）へ拡大する。 
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③アウトカム目標達成に向けての取組 

市場ニーズを見極めつつ、各技術開発プロセスの進捗管理を行い、開発優先度の調整、

開発スケジュールの最適化、技術開発の相互連携を図り、中長期の火力発電技術開発の全

体プロセスの最適化・効率化を図る。そして、技術開発のプロセスにおけるコスト低減の取

組と信頼性の確保により、商用機導入を早期に拡大する。 

 

（３）研究開発の内容 

火力発電の効率化及びＣＯ２フリー燃料の利用、ＣＯ２分離・回収・有効利用等に関する調

査、開発及び実証、石炭灰や溶融スラグの有効利用及び削減に関する調査及び技術開発並び

に排煙処理技術等の環境対策に関する調査等を実施する。実施に当たっては、各事業の性質

に合わせ、委託事業又は助成事業（ＮＥＤＯ負担１／３、２／３、１／２）により実施すると

ともに、必要に応じてステージゲート審査を用いる。 

なお、個別研究開発項目の研究開発内容の詳細については、別紙にて記載する。 

 

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業［助成事業］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成） 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３，２／３助成） 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１／２助成） 

４）信頼性向上、低コスト化（１／３助成） 

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発（１／２助成） 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業［助成事業］ 

１）１７００℃級ガスタービン 

（２０１６～２０１８年度：２／３助成、２０１９～２０２０年度：１／２助成） 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）（２／３助成） 

研究開発項目③ 先進超々臨界圧火力発電技術開発［助成事業（２／３助成）］ 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発［委託事業］ 

１） 次世代ガス化システム技術開発 

２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 

３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

４） 燃料電池石炭ガス適用性研究 

５） ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

６） 石炭火力の負荷変動対応技術開発 

７） ＣＯ２有効利用技術開発 

８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発 

９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究 

研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発［委託事業］ 

研究開発項目⑥ カーボンリサイクル・次世代火力推進事業［委託事業］ 

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発［助成事業（１

／２助成）］ 

研究開発項目⑧ ＣＯ２有効利用拠点における技術開発［委託・助成事業］ 

１） ＣＯ２有効利用拠点化推進事業［委託・助成事業］ 

２） 研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業［委託・助成事業］ 
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研究開発項目⑨ ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発［委託・助成事業］ 

１） 化学品へのＣＯ₂利用技術開発［委託・助成事業］ 

２）液体燃料へのＣＯ₂利用技術開発［委託・助成事業］ 

３）コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ₂利用技術開発［委

託・助成事業］ 

４）気体燃料へのＣＯ２利用技術開発［委託・助成事業］ 

研究開発項目⑩ 石炭利用環境対策事業［委託・助成事業］ 

１） 石炭利用環境対策推進事業［委託事業］ 

２） 石炭利用技術開発［助成事業（２／３助成）］ 

研究開発項目⑪ アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業［委託・助成事業］ 

１） 要素研究［委託事業］  

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］ 

※１）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成され

る委員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。 

研究開発項目⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発［委託事業］ 

（２０２１年度までは「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」において実施） 

１） 先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発 

２） 先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究 

３） 二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発 

４） 二酸化炭素分離膜システム実用化研究開発 

研究開発項目⑬ 火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業［委託・助成事業］ 

１） 機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の技術開発・実証研究［委

託・助成事業］ 

２） 石炭火力の負荷変動対応技術開発・実証研究［委託・助成事業］ 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本事業は、ＮＥＤＯが単独又は複数の企業、大学等の研究機関（原則、国内に研究開発拠点

を有していること。ただし、国外企業の特別の研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国

際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な部分はこの限りではない。）から、原則公

募によって実施者を選定し実施する。ただし、移管事業に関してはこの限りではない。 
ＮＥＤＯは、プロジェクトの進行全体の企画・管理やプロジェクトに求められる技術的成果

及び政策的効果を最大化させるため、必要に応じてプロジェクトマネージャー（以下「ＰＭ」

という。）を任命する。また、各実施者の研究開発ポテンシャルを最大限に活用し、効率的か

つ効果的に研究開発を推進する観点から、必要に応じて研究開発責任者（プロジェクトリー

ダー、以下「ＰＬ」という。）を指名する。 
なお、研究開発項目ごとのＰＭ、ＰＬは以下のとおり。また、研究開発項目④２）、３）、

４）は、推進にあたって、燃料電池に関する情報共有と開発戦略の整合性を図るため、プロジ

ェクトチーム（ＰＴ）にＮＥＤＯ新エネルギー部を加える。 
 

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 戸島正剛、ＰＬ：大崎クールジェン株式会社 木田一哉 
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研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業 

１）１７００℃級ガスタービン 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 園山希、ＰＬ：三菱重工業株式会社 石坂浩一 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ） 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 山中康朗、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 吉田正平 

研究開発項目③ 先進超々臨界圧実用化要素火力発電技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 足立啓、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発 

１）次世代ガス化システム技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

２）燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ要素研究 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 春山博司、ＰＬ：電源開発株式会社 早川宏 

３）ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 福原敦、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 北川雄一郎 

４）燃料電池石炭ガス適用性研究 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 福原敦、ＰＬ：電源開発株式会社 大畑博資 

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人石炭エネルギーセンター 原田道昭 

６）石炭火力の負荷変動対応技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 野原正寛、ＰＬ：契約毎に設置 

   ７）ＣＯ２有効利用技術開発 

    ＰＭ：ＮＥＤＯ 天野五輪麿、ＰＬ：国立研究開発法人産業技術総合研究所 坂西欣也 

   ８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発 

    ＰＭ：ＮＥＤＯ 森匠磨 

   ９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究 

 ＰＭ：ＮＥＤＯ 新郷正志、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 渡辺 和徳 

研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 青戸冬樹、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 西里友志、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文 

  研究開発項目⑧ＣＯ２有効利用拠点における技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 戸島正剛  

  研究開発項目⑨ ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発 

    ＰＭ：ＮＥＤＯ 荒川純 

  研究開発項目⑩ 石炭利用環境対策事業 

    ＰＭ：ＮＥＤＯ 菅本比呂志 

  研究開発項目⑪ アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業 

 ＰＭ：ＮＥＤＯ 園山希 

  研究開発項目⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発 

ＰＭ：選定中  

  研究開発項目⑬ 火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業 

ＰＭ：選定中  
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（２）研究開発の運営管理 
ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理及び執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環境

の変化等を適切に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効率的かつ効果的

な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施する。 

①進捗把握・管理 

ＰＭは、ＰＬや研究開発実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。また、

外部有識者で構成する技術検討委員会を組織し、定期的に技術的評価を受け、目標達成の

見通しを常に把握することに努める。 

 

②技術分野における動向の把握・分析 

ＰＭは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策動向、市

場動向等について調査し、技術の普及方策の分析及び検討を行う。 

 

３．研究開発の実施期間 

本事業の実施期間は、２０１６年度から２０２６年度までの１１年間とする。なお、研究開

発項目①及び②は２０１２年度から２０１５年度、研究開発項目③は２００８年度から２０１

５年度まで経済産業省により実施したが、２０１６年度からＮＥＤＯが実施している。研究開

発項目⑫は２０１８年度から２０２１年度まで「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」により実

施したが、２０２２年度より本事業で実施する。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、事業の意義及び目標達成度や成果に係る技術的

意義及び将来の産業への波及効果等について、評価を実施する。研究開発項目①～⑤、⑦～

⑨、⑪については、技術評価実施規程に基づき、プロジェクト評価を行い、⑩については事業

評価を行う。 
評価の時期については、研究開発項目①は、中間評価を２０１７年度、２０２０年度及び２

０２３年度に、前倒し事後評価を２０２５年度に実施する。研究開発項目②は、中間評価を

２０１８年度、事後評価を２０２１年度に実施する。研究開発項目④１）は、研究開発項目⑤

と統合の上、評価を行う。研究開発項目④２）は、事後評価を２０１９年度に実施する。研究

開発項目④３）、４）は、中間評価を２０１９年度に、事後評価を２０２２年度に実施する。

研究開発項目④５）は中間評価を２０１７年度に実施し、研究開発項目④６）は、中間評価を

２０２０年度に、事後評価を２０２３年度に実施し、研究開発項目④７）は前倒し事後評価

を２０２１年度に実施し、研究開発項目④８）は中間評価を２０２２年度に、事後評価を２０

２５年度に実施し、研究開発項目④９）は前倒し事後評価を２０２１年度に実施する。研究

開発項目⑤は、中間評価を２０１７年度、前倒し事後評価を２０２０年度に実施する。研究

開発項目⑥は、調査事業については内容に応じて研究開発項目①から⑤、⑦～⑪の中間評価、

事後評価の際に合わせて評価を実施し、共通基盤技術開発については研究開発項目⑨の中間

評価、事後評価の際に合わせて評価を実施、先導研究については内容に応じて研究開発項目

⑨、⑪の中間評価、事後評価の際に合わせて評価を実施する。研究開発項目⑦は、中間評価を

２０１９年度、事後評価を２０２２年度に実施する。研究開発項目⑧および研究開発項目⑨

１）、２）、３）は、中間評価を２０２２年度及び２０２５年度、事後評価を２０２７年度に

実施する。研究開発項目⑨４）は中間評価を２０２３年度、前倒し事後評価を２０２６年度
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に実施する。研究開発項目⑩は、中間評価を２０１９年度、２０２２年度、前倒し事後評価を

２０２５年度に実施する。研究開発項目⑪は、事後評価を２０２５年度に実施する。研究開

発項目⑫は、中間評価を２０２２年度、事後評価を２０２５年度に実施する。研究開発項目

⑬は、中間評価を２０２４年度、前倒し事後評価を２０２６年度に実施する。 

 

 

５．その他の重要事項 

（１）委託事業成果の取扱い 

①成果の普及 

得られた事業成果については、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努める。 

 

②標準化等との連携 

得られた事業成果については、標準化等との連携を図り、我が国の優れたカーボンリサ

イクル・次世代火力発電等技術を普及させるために、標準化への提案等を積極的に行う。 

 

③知的財産権の帰属 

事業成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則とし

て、全て委託先に帰属させることとする。 
なお、海外動向や国際展開を見据えた知財管理を行うとともに、海外における知財の確

保を積極的に推進する。 
 
④知財マネジメントに係る運用 

本プロジェクトのうち、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発及び研究開発項

目⑥カーボンリサイクル・次世代火力推進事業、研究開発項目⑧ＣＯ₂有効利用拠点にお

ける技術開発、研究開発項目⑨ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発、研究開発項目

⑩石炭利用環境対策事業及び研究開発項目⑪アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実

証事業、研究開発項目⑫ＣＯ２分離・回収技術の研究開発、研究開発項目⑬火力発電負荷

変動対応技術開発・実証事業は、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基

本方針」を適用する。 

 

⑤データマネジメントに係る運用 
本プロジェクトのうち、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発８）、研究開発項

目⑥カーボンリサイクル・次世代火力推進事業、研究開発項目⑧ＣＯ₂有効利用拠点におけ

る技術開発、研究開発項目⑨ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発、研究開発項目⑩石

炭利用環境対策事業及び研究開発項目⑪アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業、

研究開発項目⑫ＣＯ２分離・回収技術の研究開発、研究開発項目⑬火力発電負荷変動対応技

術開発・実証事業のうち２０１８年度以降に公募を行う事業は、「ＮＥＤＯプロジェクトに

おけるデータマネジメント基本方針」を適用する。 
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（２）基本計画の変更 

ＰＭは、当該事業の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外の研究開発動

向、政策動向、研究開発費の確保状況等、事業内外の情勢変化を総合的に勘案し、必要に

応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、基本計画を

見直す等の対応を行う。 

 

（３）根拠法 

本事業は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第一号ハ、

第三号及び第六号イに基づき実施する。 

 

（４）委託先等以外の第三者の土地に設置した資産の処分方法 

   研究開発項目⑧においては委託先等以外の第三者の土地に拠点整備インフラを設置する

予定である。第三者の土地に設置した資産であっても、委託先は、委託事業終了後、有償に

より、ＮＥＤＯに帰属する資産をＮＥＤＯから譲り受けることとなっている（約款第 20条

の 2①）。ただし、以下の要件を満たすものに限り、委託事業内における当該資産の解体撤

去を実施できる。   

・事業目的達成後に、取得資産を設置した第三者の敷地等の速やかな原状回復を必要とし、

かつ、その時点で利活用できない資産（機能が著しく低下している、 移設するとその機能

を失う等、物理的に使用できない資産）である場合 

 

（５）その他 

最新の技術動向や政策上の必要性に鑑み、必要に応じた研究開発項目の追加や見直しを

行うことがある。本事業の実施を通じて、イノベーションの担い手として重要な若手研究

員及び女性研究員の育成や中堅・中小・ベンチャー企業等を支援することとする。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）２０１６年１月、基本計画制定。 

（２）２０１６年４月、３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目③、 

④ １）と２）、⑤のＰＭの変更。 

５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の年度を１年後ろ倒し。 

  別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒し。 

  研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒し。 

（３）２０１６年９月、５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の 

年度を１年後ろ倒ししたが、当初計画通りに戻す。 

別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒し 

したが、当初計画通りに戻す。 

研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒しした 

が、当初計画通りに戻す。 

 （４）２０１７年２月 

１．研究開発の目的・目標・内容の（２）研究開発の目標並びに（３）研究開発の内容に、

研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発６）石炭火力の競争力強化技術開発、７）Ｃ
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Ｏ２有効利用技術開発及び研究開発項目⑦次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技

術開発の内容を追加した。 

３．研究開発の実施方式のＰＭ及びＰＬを追記・修正した。 

５．評価に関する事項の①及び⑥の実施時期を修正し、並びに④１）、５）の前倒しの区

分を明確化し、④６）、７）、⑦を追加した。 

６．その他の重要事項の（１）委託事業成果の取扱い③知的財産権の帰属に知財マネジメ

ント適用プロジェクト名を追記した。 

 

（５）２０１７年５月 

３．研究開発の実施体制（１）研究開発実施体制 研究開発項目②の１）と２）及び④の

６）のＰＭの変更。 

（６）２０１７年６月 

    研究開発項目④の１）３．達成目標に中間目標を設定し、２０１７年度に中間評価を実

施する。 

 （７）２０１８年２月 

１．研究開発の目的・目標・内容の（３）研究開発の内容のうち、研究開発項目①の２）、

３）の助成率を変更した。また、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発８）流動床

ガス化燃焼を応用した石炭利用技術開発、９）機動性に優れる広付加帯高効率ガスタービ

ン複合発電の要素研究の内容を追加した。また、研究開発項目④次世代火力基盤技術開発

１）次世代ガス化システム技術開発を、研究開発項目⑤に統合し、研究開発項目⑤の名称

を変更した。 

３．研究開発の実施方式のＰＭ及びＰＬを追記・修正した。 

５．評価に関する事項の④１）、６）、８）、９）の評価時期を追記・修正した。 

６．その他の重要事項の（１）委託事業成果の取扱い③知的財産権の帰属に注釈を追記し

た。 

 （８）２０１８年７月 

   ３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目④２）、８）のＰＭの変更、

及び、研究開発項目④５）のＰＬの変更、研究開発項目④６）のＰＬの記載変更。別紙 研

究開発項目⑥ １．研究開発の必要性、２．具体的研究内容にかかる記載を一部変更した（バ

イオマスに係る記載の追記）。 
 （９）２０１８年９月 
   ３．研究開発の実施方式において、研究開発項目①及び研究開発項目④７）、９）のＰＬの

変更、４．研究開発の実施期間の変更、５．評価に関する事項の研究開発項目①の中間評価

時期及び事後評価時期の変更、研究開発項目④２）の評価時期変更、研究開発項目④５）

の事後評価を削除。６．その他の重要事項のデータマネジメントに係る運用に研究開発項

目①３）を追記。また、別紙 研究開発項目①について、期間の延長および、２）ＣＯ２分

離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証の最終目標を詳細な記載に変更。別紙 研究開発項目④９）

について、目標値を補足。研究開発スケジュール表の修正。 

 

（１０）２０１９年１月 

  １．研究開発の目的・目標・内容の（３）研究開発の内容において、研究開発項目②１）の

助成率の変更。５．評価に係る事項において、研究開発項目⑦の中間評価の追加及び事後

評価時期の変更、研究開発項目④８）の前倒し事後評価時期の変更。別紙 研究開発項目④

８）の実施期間の変更。別紙 研究開発項目④９）の最終目標を詳細な記載に変更。別紙 研

究開発項目⑥の２．具体的研究内容に燃料多様化に係る記載を追記。別紙 研究開発項目⑦
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の実施期間の変更及び中間目標の策定、最終目標年度の変更。研究開発スケジュール表の

修正。 

（１１）２０１９年７月 

  和暦から西暦へ表記修正。３．研究開発の実施方式において、研究開発項目④６）、７）、

９）、⑤及び⑦のＰＭの変更。５．評価に関する事項において、研究開発項目④３）、４）

の中間評価の追加及び研究開発項目④２）、３）、４）の事後評価時期の変更。別紙 研究

開発項目④３）、４）について、実施期間の延長、中間目標の策定及び最終目標の修正。研

究開発項目⑥の文言修正。研究開発スケジュール表の修正。その他誤記修正。 

（１２）２０２０年２月 

  改訂： 基本計画の名称変更、基本計画「クリーンコール技術開発」の統合による記載内

容の移管、１．研究開発の目的・目標・内容（１）（２）において内容の追加、１．研究開

発の目的・目標・内容（３）研究開発の内容及び２．研究開発の実施方式（１）研究開発の

実施体制において名称変更と項目の追加、３．研究開発の実施期間において期間変更及び

追加、４．評価に関する事項において評価時期の変更及び追加、５（１）④知財マネジメン

トに係る運用⑤データマネジメントに係る運用において対象研究開発項目の追加、研究開

発項目④３）４）において中間評価結果反映のため最終目標を追記。研究開発項目⑧⑨の

追加、研究開発項目⑩の移管。 

（１３）２０２０年３月 

  ５．その他重要事項（４）委託先等以外の第三者の土地に設置した資産の処分方法、（５）

その他において追記。 

（１４）２０２０年７月 

   ２．研究開発の実施方式 （１）研究開発の実施体制 研究開発項目②２） ④３）、４）、

８） ⑧、⑨のＰＭと研究開発項目④８）の名称を変更。別紙 研究開発項目④８）１．研

究開発の必要性、２．具体的研究内容、３．達成目標の記載から噴流床ガス化技術に係る記

載を追加 別紙 研究開発項目⑤ ２．具体的研究内容の記載から噴流床ガス化技術（ポ

リジェネレーション）に係る記載を削除。研究開発スケジュール表の修正。その他誤記修

正。 
 （１５）２０２０年９月 
   ２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制 研究開発項目①、④６）、⑧の PM を

変更、④４）の PL を変更、⑧と⑨の PL に関する記載を削除。 
 （１６）２０２０年１０月 
   ２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制 研究開発項目①、⑧の PM を変更。 
 （１７）２０２１年１月 

   １．研究開発の目的・目標・内容（１）（２）において内容の追加、１．研究開発の目的・

目標・内容（３）研究開発の内容及び２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制に

おいて項目の追加、３．研究開発の実施期間において期間変更、４．評価に関する事項にお

いて評価時期の変更及び追加、５（１）④知財マネジメントに係る運用⑤データマネジメン

トに係る運用において対象研究開発項目の追加、研究開発項目①２）の内容拡充、研究開

発項目①４）５）、⑨４）の追加。研究開発項目⑪の追加。 

 （１８）２０２１年５月、２．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目④ 

３）、４）、６）、７）及び８）、研究開発項目⑦、研究開発項目⑩のＰＭの変更。 

（１９）２０２１年６月 
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１．研究開発の目的・目標・内容（３）研究開発項目⑨３）における項目名の変更。別紙 

研究開発項目⑨３）の項目名の変更および内容の拡充。 

（２０）２０２１年７月 

５．その他の重要事項（１）委託事業成果の取扱い④知財マネジメントに係る運用及び⑤デ

ータマネジメントに係る運用における対象研究開発項目の変更。 

（２１）２０２２年３月 

１．研究開発の目的・目標・内容（１）（２）において内容の追加、１．研究開発の目

的・目標・内容（３）研究開発の内容及び２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施

体制において項目の追加、３．研究開発の実施期間において期間変更及び記載の追加、

４．評価に関する事項において評価時期の変更及び追加、５（１）④知財マネジメントに

係る運用、⑤データマネジメントに係る運用において対象研究開発項目の追加。別紙にお

いて、研究開発項目⑦、研究開発項目⑧、研究開発項目⑨、研究開発項目⑪において期間

変更及び研究開発項目⑫、研究開発項目⑬の追加。 
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研究開発項目① 「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」 

 

１．研究開発の必要性 

石炭は、他の化石燃料と比べ、可採年数が約１１０年と長く、かつ世界各国に幅広く分布す

る等、供給安定性が高く、経済性に優れることから、エネルギー自給率が極めて低い我が国にと

って重要な一次エネルギー源であり、発電の分野においても石炭火力発電は発電電力量の約３

割を占める重要な電源の一つである。 

一方で、石炭は他の化石燃料と比べ、燃焼時の単位発熱量当たりのＣＯ２排出量が多く、地球

環境面での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についてもさらなるＣＯ２排

出量の抑制が求められている。 

したがって、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減の観点から本事業を実施する必要

性がある。 

２０１４年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても、石炭火力発電は、「安定供

給性や経済性に優れた重要なベースロード電源」と評価されている一方、「温室効果ガスの排

出量が多いという課題がある」と指摘され、その課題を解決すべく、次世代高効率石炭火力発

電技術として、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）の開発・実用化を進めるとともに、２０２０年

頃の二酸化炭素回収貯留（ＣＣＳ）の実用化を目指した研究開発を行うことが盛り込まれてい

る。 

その後、エネルギー基本計画を踏まえ、２０１４年１２月にまとめられた「エネルギー関係技

術開発ロードマップ」において、「高効率石炭火力発電」、「二酸化炭素回収・貯留技術」が国

際展開も見据えた形で整理されている。 

２０２１年１０月「第６次エネルギー基本計画」において、石炭火力は、再生可能エネルギー

を最大限導入する中で、調整電源としての役割が期待されるが、電源構成における比率は、安

定供給の確保を大前提に低減させる一方で、脱炭素化を見据えつつ、次世代の高効率石炭火力

発電技術であるＩＧＣＣや石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）などの技術開発等を推進

することが盛り込まれている。 

以上のとおり、石炭火力発電におけるＣＯ２排出量の課題を克服していくことが一層重要とな

っており、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減を目指す本事業の必要性は大きい。 

 

２．具体的研究内容 

本事業では、石炭火力発電から排出されるＣＯ２を大幅に削減させるべく、究極の高効率石炭

火力発電技術であるＩＧＦＣとＣＯ２分離・回収を組み合わせた実証試験を行い、革新的低炭素

石炭火力発電の実現を目指す。 

 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成） 

ＩＧＦＣの基幹技術である酸素吹ＩＧＣＣの実証試験設備により、性能（発電効率、環境性

能）、運用性（起動停止時間、負荷変化率等）、経済性及び信頼性に係る実証を行う。 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３，２／３助成） 

酸素吹ＩＧＣＣ実証試験設備とＣＯ２分離・回収設備を組み合わせて、ＣＯ２分離・回収型石

炭火力システムとしての性能、運用性、信頼性及び経済性に係る実証を行う。また、ＣＯ２分離・

回収装置を追設した場合のＩＧＣＣ運用性について実証を行う。更に、ＣＯ２分離・回収と組み

別紙 
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合わせたＣＯ２液化プロセスを構築する。加えて、ＩＧＣＣの負荷変動に対応したＣＯ２分離・

回収装置とＩＧＣＣ設備の運用性について実証を行う。 

 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１／２助成） 

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムと燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの燃料

電池への利用可能性を確認し、最適なＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣシステムの実証を行う。 

 

 ４）信頼性向上、低コスト化(１／３助成） 

  酸素吹ＩＧＣＣシステムの早期商用化を実現すべく、設備信頼性の向上及び経済性の改善に

係る実証を行う。 

 

 ５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発（１／２助成） 

  ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣシステム及びＩＧＦＣシステムのＣＯ２分離・回収設備の負荷変

動に対応すべく、ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービンの環境性能、安定性、信頼性に係

る要素技術開発を実施する。 

 

３．達成目標 

[実施期間] 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証：２０１２年度～２０１８年度（うち２０１２年度～２０１５年度は

経済産業省において実施） 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証：２０１６年度～２０２２年度 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証：２０１８年度～２０２２年度 

４）信頼性向上、低コスト化：２０２１年度～２０２２年度 

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発：２０２１年度～２０２５年度 

 

［中間目標（２０１７年度）］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）発電効率：４０．５％程度（送電端効率、高位発熱量基準）を達成する。 

商用機の１／２～１／３倍の規模で、１３００℃級ガスタービンを採用する実証試験設備

により送電端効率（高位発熱量基準）４０．５％を達成すれば、１５００℃級ガスタービンを

採用する商用機（石炭処理量２，０００～３，０００ｔ/ｄ）で送電端効率約４６％を達成す

る見通しが得られる。 

 

（ｂ）環境性能：「ＳＯｘ＜８ｐｐｍ」、「ＮＯｘ＜５ｐｐｍ」、「ばいじん＜３ｍｇ／Ｎｍ３」

を達成する（Ｏ２＝１６％）。 

我が国における最新の微粉炭火力は世界的に見ても最高水準の環境諸元を達成しており、酸

素吹ＩＧＣＣを導入する場合には同等の環境諸元を達成することが求められる。 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

ＣＯ２分離・回収設備の詳細設計を完了する。 

 

［中間目標（２０２０年度）］ 
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１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）プラント制御性運用性：事業用火力発電設備として必要な運転特性及び制御性を確認す

る。 

我が国における微粉炭火力はベースからミドル電源として運用されており、酸素吹ＩＧＣ

Ｃ商用機を導入する場合にも同等の制御性、運用性を確保する。 

 

（ｂ）設備信頼性：商用機において年間利用率７０％以上の見通しを得る。 

我が国における微粉炭火力は年間利用率７０％以上で運用されており、酸素吹ＩＧＣＣ商

用機を導入する場合にも同等の設備信頼性を確保する。 

 

（ｃ）多炭種適用性：灰融点の異なる数種類の炭種で適合性を確認する。  

酸素吹ＩＧＣＣ商用機には、微粉炭火力に適合し難い灰融点の低い亜瀝青炭から、微粉炭

火力に適合する比較的灰融点の高い瀝青炭までの適用炭種の広さが求められる。商用化に向

け、実用化時期や日本への供給可能性も考慮に入れつつ、性能と経済性を評価する。 

 

（ｄ）経済性：商用機において発電原価が微粉炭火力と同等以下となる見通しを得る。 

国内外において酸素吹ＩＧＣＣ商用機の普及を促進するためには、発電原価を微粉炭火力と

同等以下とすることが求められる。また、海外普及を目的としたマイルストーンを検討する。 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）基本性能（発電効率）：新設商用機において、ＣＯ２を９０％回収しつつ、発電効率４０％

（送電端効率、高位発熱量基準）程度の見通しを得る。 

ＣＯ２回収時のエネルギーロスによる発電効率の低下という課題に対し、ＣＯ２を９０％回

収（全量ガス処理）しながらも、現状の微粉炭火力と同等レベルの発電効率４０％程度の見

通しを得る。これを実現するために、実証機プラントにおいて、ＣＯ２分離回収にかかるエネ

ルギー原単位「０．９０ＧＪ/ｔ-ＣＯ２（電気エネルギー換算）」を発電効率に係る性能とし

て確認する。 

 

（ｂ）基本性能（回収効率・純度）：ＣＯ２分離・回収装置における「ＣＯ２回収効率＞９０％」、

「回収ＣＯ２純度＞９９％」を達成する。 

革新的低炭素型石炭火力の実現のためにＣＯ２分離・回収装置単体における回収効率は９

０％以上を目標とする。ＣＯ２地中貯留から求められる可能性があるＣＯ２純度について、湿

式物理吸収法を使って定常運転時、体積百分率９９％以上を目標とする。 

 

（ｃ）プラント運用性・信頼性：ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣシステムの運用手法を確立し、信

頼性を検証する。 

商用機において、ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムを構築するには、プラントの

起動停止や、発電所特有の負荷変動等に対し、ＩＧＣＣ本体に追従したＣＯ２分離・回収装置

の運用手法を確立し、信頼性を検証する。また、生成ガスの全量をＣＯ２分離した場合のＩＧ

ＣＣ運転との相互影響やガスタービン性能についても検証する。 

 

（ｄ）経済性：商用機におけるＣＯ２分離・回収の費用原単位を評価する。 
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ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣを普及させるに当たっては、費用原単位評価が必要であ

り、ＣＯ２分離・回収装置建設時期や発電所敷地等の制約に応じた評価を実施する。また、実

用化・事業化に向けたマイルストーンを検討する。 

 

（ｅ）ＩＧＣＣプラント運用性： 

ＣＯ２分離・回収装置を追設した場合のＩＧＣＣ運転への影響を確認し、運用性を検証する。 

 

 ３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

   ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証設備の詳細設計を完了する。また、機器製作に着手する。 

 

［最終目標（２０２２年度）］ 

 ２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証   

   ＣＯ２液化プロセス開発：ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣとＣＯ２液化を組み合わせた場合の最

適プロセスを構築する。 

   ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ＩＧＣＣ運用性向上：ＩＧＣＣの負荷変動に伴うＣＯ２分離・

回収設備の追従性を確認し、運用性を検証する。 

 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

５００ＭＷ級の商業機に適用した場合に、ＣＯ２回収率９０％の条件で、４７％程度の発

電効率（送電端効率、高位発熱量基準）達成の見通しを得る。 

 

 ４）信頼性向上、低コスト化 

   信頼性向上により５,０００時間以上の長期運転の達成、また経済性向上により早期商用

化の見通しを得る。 

 

［中間目標（２０２３年度）］ 

 ５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発 

水素濃度の変動に対応した燃焼試験を開始する。 

 

［最終目標（２０２５年度）］ 

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発 

ＣＯ２分離・回収の負荷変動に伴う、経時的な水素濃度変化に対応したガスタービン燃焼技

術を確立する。 
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研究開発項目② 「高効率ガスタービン技術実証事業」 

[実施期間] 

１７００℃級ガスタービン：２０１２年度～２０２０年度（うち２０１２年度～２０１５年度

は経済産業省において実施） 

高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）：２０１２年度～２０１７年度（うち２０１２年度

～２０１５年度は経済産業省において実施） 

 

１．研究開発の必要性 

２００８年３月に閣議決定された「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ―エネルギー革新技術計画」にお

いて、天然ガスタービンの高効率化が環境負荷低減の実現のための重要な技術開発であると位

置づけられている。また、２０１１年８月に制定された「第４期科学技術基本計画」において

は、安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現のため火力発電の高効率化に資する技術開発は

重点的な取組として位置づけられている。 

欧米は巨額の研究開発費を投じており、厳しい国際競争の中で我が国の優位性を維持するた

め、また電力産業の保守高度化とリプレース需要にあった大容量機の高効率化を目指し、コン

バインド効率向上、ＣＯ２排出量削減を達成するため、１７００℃級に必要な革新的技術開発に

取り組み、早期に実用化する事が必要である。 

また、高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）は、ガスタービンサイクルを改良したシステ

ムであり、比較的早期に実用化が期待できる高効率発電システムで、電力産業の短中期的ニー

ズに対応する中小容量機（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％（高位発熱量基準）→５１％

（高位発熱量基準）以上）を目的とした日本オリジナルの技術であり、世界初となるＡＨＡＴの

実用化は急務である。 

これらの政策を実現するために、発電規模に応じた発電熱効率の一層の向上が必要であり、

ガスタービン高温部品の技術向上と発電サイクルの工夫が必要不可欠である。また、環境負荷

の少ない発電システムを開発することは、電力の安定的かつ低廉な供給を確保する上で極めて

重要な対策である。 

さらに、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）や石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）におけ

る更なる効率向上には、将来的に１７００℃級ガスタービンやＡＨＡＴシステムの導入が不可

欠である。 

 

２．具体的研究内容 

１）１７００℃級ガスタービン 

１７００℃級ガスタービンにおける性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発を実施す

る。例として、製造技術・検査技術の開発、超高温高負荷タービンの信頼性向上、過酷環境下

でのデータ取得のための特殊計測技術開発等を実施する。また、１７００℃級での実証運転

時における特殊計測の実施、試運転データの評価・分析を行い、商用化の検討を実施する。 

 

２）ＡＨＡＴ 

ＡＨＡＴシステムについては、ユーザーニーズとしてミドル運用以上（年間５０回以上の

起動・停止）における長期信頼性が求められていることから、既存４０ＭＷ級総合試験装置

の改造による実証機製作、実証試験による長期信頼性評価を実施する。また、実証機試験結

果を用いて商用機化の検討を実施する。 
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３．達成目標 

１）１７００℃級ガスタービン 

[中間目標（２０１８年度）] 

１７００℃級ガスタービンの性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発により、商用機

に適用できる見通しを得た上で、設計・製作の仕様を決定する。 

 [最終目標（２０２０年度）] 

１７００℃級ガスタービンの実証試験データの取得、及び評価を実施し、送電端効率５７％

達成（高位発熱量基準）の見通しを得る。 

 

２）ＡＨＡＴ 

[最終目標（２０１７年度）] 

実証機を用いた試験により、長期信頼性の実証として以下を達成する。 

・ミドル運用（年間５０回以上の起動・停止）の２倍である年間１００回以上の起動・停

止での実証試験を実施し、等価運転時間 １０，０００時間以上を確保する。 

（等価運転時間とは、起動・停止等の機械装置の寿命を考慮し、同等の連続運転時間

とみなせる運転時間） 
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研究開発項目③ 「先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発」 

[実施期間]２００８年度～２０１６年度（うち２００８年度～２０１５年度は経済産業省におい

て実施） 

 

１．研究開発の必要性 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高

温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。しかしながら、近年の材料技術の進歩により７０

０℃以上の蒸気温度を達成できる先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（Ａ－ＵＳＣ）

の実現可能性が見えてきた。 

本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力のリプレース及び熱効率向上需要に対応

するため、高い発電効率を実現できるＡ－ＵＳＣの開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 （１）システム設計、設計技術 

   基本設計、配置最適化、経済性の試算 

 （２）ボイラ要素技術 

   ７００℃級候補材料について、耐久試験により、１０万時間の長期信頼性を確保する 

 （３）タービン要素技術 

   大型鋼塊の製造性を確認するとともに１０万時間の長期信頼性を確保する 

 （４）高温弁要素技術 

   実缶試験・回転試験に組み込み、信頼性を確認する 

 （５）実缶試験・回転試験 

   実缶試験、回転試験により、ボイラ要素及びタービン要素の信頼性の実証を行う。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０１６年度）] 

 蒸気温度を７００℃へ高めるための要素技術開発を実施し、２０２０年以降において商用

プラントでの送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成の技術的見通しを得る。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
１） 次世代ガス化システム技術開発 

[実施期間]２０１５年度～２０１８年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロ

ード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化を推

進することとされている。中長期的には、さらなる高効率化に向けて、現在開発中のＩＧＣＣを

効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発を実施する必要がある。 

 

２．具体的研究内容 
次世代高効率石炭ガス化発電システムについて、冷ガス効率及び送電端効率の向上並びに実

用化に向けた技術開発を実施する。 

酸素吹石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼さ

せ、石炭を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置

等の所内動力の増加により送電端効率が低下することが効率向上のための課題となっている。 

そこで、熱分解の一部を、ガスタービン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応

に置き換えることにより、冷ガス効率の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電

端効率の向上を目指す。 

これまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧＣＣガス化炉への高温の

水蒸気の注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー効率の高い酸素製造技術

を組み込んだＩＧＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向上、の可能性があることが

分かった。そこで、これらの可能性を検証及び評価するため、以下の項目を実施する。 

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証 
噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス化

炉での検証を行う。 

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価 

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。 

（３）ＩＧＣＣシステム検討 

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計及び経

済性検討を行う。 

冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

 既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化発

電システムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸気添加ガス化試験方法を確立する。 

[最終目標（２０１８年度）] 

既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス

化発電システムの見通しを得る。 
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２０１８年度以降については研究開発項目⑤ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技術開発と統合

して、新名称 研究開発項目⑤ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発とする。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 

[実施期間]２０１５年度～２０１７年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は石炭をガス化させ、燃料電池、ガスタービン、蒸

気タービンの３種の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効率発

電技術として、実現が望まれている。 

クールアースエネルギー革新技術開発ロードマップにおいても２０２５年頃の高効率石炭火

力発電技術として５５％の送電端効率を目指すＩＧＦＣが位置づけられている。 

ＩＧＦＣにおいては、燃料である石炭ガス化ガスに多種類の微量成分が含まれており、この微

量成分の一部が燃料電池の劣化を招き、長期信頼性を損なう可能性があることが懸念されてい

る。 

そのため、ＩＧＦＣの実現に向けては、石炭ガス化ガス中の微量成分の燃料電池への影響を

把握するとともに、燃料電池の被毒成分に対するガス精製技術を確立することが必要である。 

 

２．具体的研究内容 

燃料電池用ガス精製技術と燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの模擬ガス試験により燃

料電池の被毒耐性を確認する。また、特定された被毒成分に対して、成分を許容レベルまで除

去するガス精製技術を検討し、模擬ガスによる性能評価を行う。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０１７年度）] 

・模擬ガス試験により燃料電池の被毒耐性を評価する。 

・模擬ガス試験により燃料電池用ガス精製技術性能を評価し、ガス精製技術を確立する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

２０１５年７月に経済産業省における「次世代火力発電の早期実現に向けた協議会」により

策定された「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ガスタービン燃料電池複合発

電（ＧＴＦＣ）については、小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化、量産化を進め、ＳＯ

ＦＣのコスト低減を図り、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ級）の実証事業を経て、発電効率６３％

程度、ＣＯ２排出原単位：２８０ｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ程度を達成し、２０２５年頃に技術を確立

することが示されている。また、量産後は従来機並の発電単価を実現することとされている。 

さらには、同ロードマップにおいて、ＩＧＦＣの技術を確立するためには、ＧＴＦＣの開発成

果を活用していくことが示されており、次世代火力発電技術の早期確立に向けて、本事業の必

要性は高い。 

 

２．具体的研究内容 

小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化及び量産化を進め、ＳＯＦＣのコスト低減を図

る。さらに、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発し、中小型ＧＴＦＣの技術実証

に活用する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１９年度）] 

中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発する。 

・高圧ＳＯＦＣモジュールを開発する。 

・ガスタービンとの連係技術を確立する（燃焼器、燃料／空気差圧制御系、排燃料・排空気・

空気抽気）。 

 

[最終目標（２０２１年度）] 

  中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を確立する。 

・燃料電池の高性能化による中小型ＧＴＦＣシステムの最適化を行う。 

・小型ＧＴＦＣ（出力１，０００ｋＷ級）において、５７％ＬＨＶ（低位発熱量基準）の発電

効率（送電端）の見通しを得る。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
４） 燃料電池石炭ガス適用性研究 

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は、石炭をガス化し、燃料電池、ガスタービン、蒸

気タービンの３種類の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効率

石炭火力発電技術として、その実現が望まれている。 

「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ＩＧＦＣの開発方針として、２０２５

年度頃技術確立、発電効率５５％及び量産後従来機並の発電単価の実現を目指すことが示され

た。 

ＩＧＦＣを構成する高温型燃料電池については、現在、天然ガスを燃料とした燃料電池の開

発が進んでいるが、石炭ガスを燃料とした場合の適用性についての検証及びシステムの検討を

行う必要性がある。 

燃料を石炭ガスとした場合に、燃料電池の劣化を引き起こすガス中被毒成分濃度の確認と被

毒成分の除去技術についての研究は、すでに着手されている。 

ＩＧＦＣを構成する燃料電池モジュールについて、石炭ガスを燃料とした場合の運用性や性

能を把握する必要があることから、実燃料電池モジュールを用いた石炭ガス燃料の適用性試験

を行い、その結果を踏まえて、ＩＧＦＣの技術確立に必要な実証機に係るシステム検討を行う

必要性がある。 

 

２．具体的研究内容 

（１）ＩＧＦＣシステムの検討 

  国内外における高温型燃料電池及びＩＧＦＣの技術開発動向をレビューすることにより、最

新情報を入手し、ＩＧＦＣの実用化に向けた課題の整理を行う。商用機システムとして、ＣＯ２

分離・回収を行わないＩＧＦＣとＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣについて、ケーススタディを行い、

送電端効率とコストの試算を行う。ＩＧＦＣの実用化に向けた課題、商用化システムの検討結

果及び（２）の成果を踏まえて、ＩＧＦＣ実証システムについて検討を行い、実証機の容量を決

定のうえ、試設計を行う。 

 

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

  石炭ガス燃料の適用性試験に供する高温型燃料電池モジュールについては、天然ガス燃料で

既に実用化されている燃料電池モジュールとする。本試験に係る設計、製作、据付け等を行い、

まず、天然ガスを燃料とした試運転を行う。次いで、天然ガスをＨ２リッチガスに改質した燃料

を用い、燃料電池モジュールの運用性、性能等を把握するとともに、天然ガス燃料の場合との比

較から課題を抽出する。さらに、石炭ガス化の実ガスを燃料として、燃料電池の被毒成分をガス

精製によりクリーンナップしたうえで燃料電池モジュールに供給し、その運用性、性能等を把

握するとともに、石炭ガス適用時の課題を抽出する。さらに、これまで実績のない石炭ガスによ

る運転を行うことから、燃料電池セル及びモジュール内部構造への影響を把握するため、装置

の解体調査を行い、石炭ガス適用時の課題を抽出する。 

 

３．達成目標 
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（１）ＩＧＦＣシステムの検討 

[最終目標（２０１９年度）] 

ＩＧＦＣ実証機の容量を決定し、実証機の試設計を完了する。 

 

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

[中間目標（２０１９年度）] 

Ｈ２リッチガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの基本性能を確認するとともに、発電

性能を最適化するための運用性を確立する。また、石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モ

ジュールの基本性能を確認する。 

 

[最終目標（２０２１年度）] 

石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの運用性と性能を把握し、課題を抽出する。

また、石炭ガス適用時の燃料電池出力変化率を天然ガスと同等の１％／ｍｉｎ程度とする石炭

ガス化炉連係システムを構築する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

[実施期間]２０１５年度～２０１７年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロ

ード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

環境負荷の一層の低減に配慮した石炭火力発電の導入を進めることとされている。 

現在、石炭の燃焼排ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２の分離・回収

技術の開発が進められているが、ＣＯ２分離・回収工程において多くのエネルギー損失が発生す

ることが課題となっている。これを解決するため、エネルギー損失のない高効率でありながら、

ＣＯ２の分離・回収が可能な化学燃焼石炭利用技術について、実用化に向けた開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 
従来、石炭の燃焼時の排気ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２分離・

回収に当たっては、この過程における多くのエネルギー損失が課題となっているが、ＣＯ２分離

型化学燃焼石炭利用技術においては、酸素キャリアとなる金属を媒体とする石炭の燃焼反応と

金属の酸化反応を二つの反応器で別個に発生させることにより、ＣＯ２の分離・回収装置及び空

気分離装置が不要となり、エネルギー損失のないＣＯ２の分離・回収が可能である。 

さらに、ＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電は、流動床燃焼技術を用いることから多様な燃料

（低品位炭、バイオマス等）が活用でき、ＩＧＣＣやＡ－ＵＳＣが大規模プラントであるのに対

して、中小規模プラント（１０～５０万ｋＷ）におけるＣＯ２の分離・回収に適しているといっ

た特長がある。 

しかしながら、実用化に向けては、酸素キャリアのコスト抑制及び反応塔の小型化に向けた

酸素キャリアの反応性の向上という課題がある。 

そこで、有望な酸素キャリアの評価と選定並びにプラント構築を目的として、以下の項目を

実施する。 

（１）酸素キャリアの評価と選定 
酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等について要素試験にて評価を行い、コストを

踏まえて選定する。 

（２）プラント試設計及び経済性検討 

酸素キャリアの反応性からプロセス解析を行うとともに酸素キャリアの流動や循環を検討

し、プラント試設計を行う。この結果をもとに経済性検討を行う。 

（３）ベンチ試験装置によるプロセス検証 

酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等並びに流動や循環を含むプラントの成立性を

検証するため、ベンチ試験装置を製作し、試験・評価を行う。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるキャリアを選定する。 

[最終目標（２０２０年度）] 
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分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電

システムを提示する。 

 

２０１７年度の中間評価で、中間目標は達成したものの「データ解釈の精密化と実用的な

設計提案の立案についてより深く検討する」ことが求められたことから、研究開発体制を見

直す必要があると考えた。従って２０１７年度で本研究を中止し、研究開発の内容を見直し、

ラボ試験を行いデータを蓄積し精度向上を図ると共に、実用的な設計立案に向け、実機設計

技術の確立を目指した要素研究を「研究開発項目④８）流動床ガス化燃焼技術を応用した石

炭利用技術開発」で実施する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
６）石炭火力の負荷変動対応技術開発 

[実施期間]２０１７年度～２０２２年度 

 

１．研究開発の必要性 

日本の石炭火力発電所は、長年の技術開発の成果により、高い発電効率や排出ガス対策で、

世界的に最高レベルの技術を有している。しかしながら、日本の技術を採用したプラント価格

は、他の国のプラントに比べて高価であるため、国際市場に於いて必ずしも高い競争力を有し

ておらず、海外での導入事例も限られているのが現状である。日本の石炭火力発電所が受注に

至った地域では、厳しい技術要件が定められており、日本の高効率発電技術が入札時に評価さ

れている一方、他国性の石炭火力発電所を導入した諸外国のユーザーの多くが、稼働率の低下

をはじめとしたオペレーション上の様々な課題を抱えている。 

また、２０１９年７月に閣議決定された「第５次エネルギー基本計画」において、石炭は「現

状において安定供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源の燃料として評価されている

が、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、適切に出力調整を行う必要性が高まると見込まれ

る」とされている。さらに、２０２１年１０月に閣議決定された「第６次エネルギー基本計画」

において、今後、石炭火力は、電源構成における比率は、安定供給の確保を大前提に低減とさ

れている一方で、「再生可能エネルギーを最大限導入する中で、調整電源としての役割が期待

される」とされている。 

今後とりわけ自然変動電源（太陽光・風力）の導入が拡大する中で、電力の需給バランスを

維持し周波数を安定化するために、火力発電等による調整力の一層の確保と信頼性・運用性の

向上が求められている。 

そこで本事業では、石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させる

ための先進的な技術開発を実施する。そのことにより、日本の石炭火力発電プラントの競争力

向上にも寄与する。 

 

２．具体的研究内容 

負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守技術

および石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための先進的な

技術開発を実施する。 

 

３．達成目標 

 [中間目標（２０２０年度）] 

長期保守契約（ＬＴＳＡ）等に寄与できる各種モニタリング・センシング・解析等の要素技術

を確立する。 

 

[最終目標（２０２２年度）] 

  負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守技術

および石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための先進的な

技術の見通しを得る。  
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
７）ＣＯ２有効利用技術開発 

[実施期間]２０１７年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国

内の発電供給量の２６％を担う重要な電源である。 

しかし、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が比較的多く、将来的にＣＯ２分離回収有効利

用：Ｃａｒｂｏｎ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｕｔｉｌｉｚａｔｉｏｎ （ＣＣＵ）が検討されてい

る。現時点ではＣＯ２の大規模処理が困難であるものの、有価物の製造等により利益を創出する

可能性がある。 

２０３０年度以降を見据え、将来の有望なＣＣＵ技術の確立を目指して、我が国の優れたＣ

ＣＴ （Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）等に、更なる産業競争力を賦与する事が

可能なＣＣＵ技術について、実用化に向けた開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 

短～中期において大規模且つ高濃度のＣＯ２ (９９%以上)を、エネルギーとして工業的に活用

可能な技術開発を実施する。一例として、メタネーション技術については石炭火力発電所等か

ら回収した高濃度ＣＯ２の適用性を評価する。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０２１年度）] 

事業終了時に本事業として実施するＣＯ２有効利用技術の適用性を確認する。一例としては、

将来的に天然ガス代替では０．９ 円～１．４ 円／ＭＪ （ＬＨＶ）を見通す経済性を評価する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２４年度 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画において、石炭火力は、安定供給性と経済性に優れたエネルギー源とし

て評価されているものの、温室効果ガスの排出量が多いという問題があるため、脱炭素化を見

据えた高効率化が望まれている。 

石炭火力からのＣＯ２排出抑制技術としては、ＣＯ２の分離・回収技術があるが、エネルギー

損失が大きいことから、発電システムとしてＣＯ２を分離・回収できるガス化技術を適用した技

術が有望視されている。また、この技術は、バイオマスや炭素系廃棄物等を燃料として発電する

ことによるＣＯ２排出削減や有価な生産物（水素や化学品等）の製造に応用できる技術として期

待されている。 

本事業ではガス化技術を適用して、燃料を多様化するとともに、有価な生産物を併産するこ

とで、ＣＯ２分離・回収コストの低減を目指したＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシス

テムを構築する火力発電設備設計技術の確立に向けた技術開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 
ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムを構築可能な技術として、流動床ガス化燃

焼技術と噴流床ガス化技術がある。 
（１） 流動床ガス化燃焼技術の適用 

流動床ガス化燃焼技術は、流動床技術をベースとして、空気燃焼塔、揮発分（可燃性ガス）反

応塔、石炭反応塔（ガス化）で構成され、流動材（酸素キャリア）を媒介として空気燃焼塔で流

動材を酸化し、酸化された流動材を揮発分反応塔、石炭反応塔に供給し、酸化された流動材の

酸素を用いて石炭をガス化し、発生した可燃性ガスを燃焼させるシステムで、窒素が揮発分反

応塔や石炭反応塔に同伴されないことから、石炭は燃焼後、ＣＯ２、水蒸気、ばいじんとなる。

煤塵を集塵機で捕集し、ガス温度を下げることで水蒸気を凝縮するとＣＯ２ガスのみが分離回収

できる。 

  本技術は中小規模（１００ＭＷ級）の発電プラントにも適用でき、多様な燃料（低品位炭、バ

イオマス等）に活用できる。また、水素反応器を追加することにより、水素併産が期待できる。

また、別置きのＣＯ２分離・回収装置や空気分離装置が不要であることから、エネルギー損失が

ないＣＯ２分離・回収および水素製造が可能となる。 

  具体的研究内容としては、水素併産に最適な流動材の選定およびシステム開発、プラント構

成の最適化を実施し、流動床ガス化燃焼を適用した火力発電設備設計技術確立のための研究開

発を実施する。例えば、流動材を利用した水素製造技術の最適化、バイオマス燃焼の適用性、長

期運転における課題検討などを実施する。 
 

（２） 噴流床ガス化技術の適用 

 酸素吹き石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼

させ、石炭を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置

等の所内動力の増加により送電端効率が低下することから、熱分解の一部をガスタービン排熱
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等を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に置き換えることにより、冷ガス効率の向上

を図るとともに酸素供給量の低減を図り、送電端効率の向上が可能となる。このようなＯ２／Ｃ

Ｏ２／Ｈ２Ｏ吹き噴流床ガス化技術をベースとし、燃料として石炭だけでなく炭素系廃棄物等を

利用することでＣＯ２排出量を削減し、化学品を併産することでＣＯ２分離・回収コストの低減

が期待できる。 

具体的研究内容としては、炭素系廃棄物燃焼の適用性検証、ガス化ガスからの化学合成技術

の選定、システム構成の最適化を実施し、噴流床ガス化技術を適用した火力発電設備設計技術

確立のための研究開発を実施する。 

 

３．達成目標 

 [中間目標（２０２２年度）] 

ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムの実証設備設計に必要な要素技術の確立に

目途をつける。 

 

[最終目標（２０２４年度）] 

ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムにより分離・回収コスト１,０００円台／

ｔ－ＣＯ２を見通せる火力発電設備の設計技術確立および経済性を評価する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究 

[実施期間]２０１８年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

我が国では、２０５０年に温室効果ガス８０％削減の目標が掲げられており、その達成に

向けた手段の一つとして、再生可能エネルギー電源（以下、再エネ電源）の増加が見込まれて

いる。２０１５年７月に公表された、長期エネルギー需給見通しにおいて示された２０３０

年度の電源構成比では、太陽光発電が７%の発電電力量を占めることになる。太陽光発電の利

用率を平均の１３％とすると、約６４００万 kW の設備容量を必要とし、これは国内事業用の

全発電設備容量の１／４程度に相当する。一方で、普及の拡大が予測される太陽光発電や風

力発電の出力は天候に大きく影響を受けるため、電力の安定供給を考えた場合、系統安定化

が必要不可欠である。 

火力機は、大量に導入される再エネ電源に対応して、需給調整や周波数調整など重要な役

割を果たしている。例えば、太陽光発電の日中に生じる急激な天候変動等による大幅な出力

変動に対応するには、ガスタービン複合発電（以下、ＧＴＣＣ）を用いることが有望な手段の

一つであるが、現状の性能では起動時間が長い、出力変化速度が遅い、最低出力が高い等の

課題がある。 

そこで本研究開発では、再生可能エネルギー電源の大量導入時の電力安定供給とＣＯ２排出

量削減の両立を狙い、既存の火力発電設備へのレトロフィットやリプレース向けに定格時の

効率を維持したうえで、機動力と再エネ出力不調時のバックアップ電源の両機能を具備した、

機動性に優れる広負荷帯高効率ＧＴＣＣを開発するため、中核機器であるガスタービン（以

下、ＧＴ）の負荷変動対応に係る要素技術を開発し、実機に組み込める目処を得ることを目

的にする。 

２．具体的研究内容 
急速起動・出力変動時のＧＴＣＣの安定運転の実現に向け、ＧＴの数値解析技術、材料技

術、燃焼技術、制御技術、冷却・シール技術などの要素技術開発を行う。具体的には、試験設

備を用いて、燃焼器の急速起動･燃焼負荷変動･ターンダウン等の試験、軽量化したタービン

ロータの設計と翼の試作、クリアランスや冷却･シール空気の能動制御機構の設計等を行い、

実証に進める目処を得る。 

並行して、発電事業者にとって重要となる設備信頼性の確保に向けて、合理的な設備保守

技術の開発研究に取り組むとともに、実機レトロフィットによる機器実証の準備を行う。 

 

表 先行研究で設定されたＧＴＣＣとしての目標性能 

 
起動時間 

（ﾎｯﾄｽﾀｰﾄ） 
出力変化速度 

1/2負荷における定格からの

効率低下（相対値) 

最低出力（一軸

式） 

開発目標 10分 20 %/分 10 % 10 % 

（参考） 

現状性能 
60分 5 %/分 15 % 45% 程度 
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３．達成目標 

[最終目標（２０２１年度）] 

・先行研究で設定した目標性能（上表）を実現する目処を得るために、実規模の燃焼器を設計･

試作し、単缶実圧燃焼試験により、無負荷から定格まで５分で到達すること、最低負荷条件

においても安定燃焼が可能であることを確認する。 

・急速起動、出力変化速度向上、最低負荷引き下げ、部分負荷時の効率低下抑制を含む、ＧＴ

ＣＣシステムとしての運転制御技術とＧＴ後流（ＨＲＳＧ－蒸気タービン側）の成立性・性

能評価、急速起動に寄与する動翼･ロータの軽量化については、実プラントの設計に反映で

きる目処を得る。 

・合理的な設備運用保守を行うために、従来の考え方からの違いを整理する。 

・対象ＧＴＣＣと他の調整力電源（揚水発電、蓄電池など）の経済性を比較評価し、事業とし

て成立するための課題を整理する。 

・既存設備のレトロフィットによる実証研究計画を立案し、実証試験の仕様を明らかにする。 
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研究開発項目⑤ 「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」 

[実施期間]２０１５年度～２０２０年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロ

ード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化を推

進することとされている。石炭は他の化石燃料と比べ利用時の二酸化炭素排出量が大きく、地

球環境問題での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても更なる二酸

化炭素排出量の抑制が求められている。 今後ＣＯ２排出量抑制のためには、さらなる高効率化

に向けて、現在開発中のＩＧＣＣを効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発に加

え、ＣＣＳによる低炭素化を図っていく必要がある。 

しかしながら、ＣＣＳは多大な付加的なエネルギーが必要であり、効率の低下や発電コストの

上昇を招く。そのためエネルギー資源を海外に依存する我が国では、資源の有効利用と発電コ

ストの抑制のため、このエネルギーロスを可能な限り低減する必要がある。 

 

２．具体的研究内容 

本技術開発においてはＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの開発、水蒸気を添加した次世代ガ

ス化システム及び両技術の相乗効果確認を実施する。とりわけ相乗効果については、既存のＩ

ＧＣＣへ両要素技術の適用性についても効果を検証する。クローズドＩＧＣＣシステムは、排

ガスＣＯ２を一部系統内にリサイクルすることにより、ＣＯ２回収型石炭ガス化発電システム

の効率を大幅に向上することのできる、世界でも例のない次世代ＩＧＣＣシステムである。本

システムは高効率に加え、ＣＯ２の１００％回収が可能であるため、ＣＯ２を排出しないゼロ

エミッション石炭火力の実現が期待できる。また、次世代ガス化システムは、冷ガス効率及び

送電端効率の向上並びに実用化に向けた技術開発に向けて、酸素吹石炭ガス化においては、ガ

ス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼させ、石炭を熱分解しているが、投入

された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置等の所内動力の増加により送電端効

率が低下することが効率向上のための課題となっていることから、熱分解の一部を、ガスター

ビン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に置き換えることにより、冷ガス効率

の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電端効率の向上を目指す。ＣＯ２回収型

クローズドＩＧＣＣの実現に向けては、２００８年度から２０１４年度まで実施した「ＣＯ２

回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」において、石炭投入量３ｔ／ｄの小型ガス化炉を活用し、送

電端効率４２％（高位発熱量基準）以上を達成可能とする基盤技術を開発してきた。 

本事業では、この基盤技術開発の成果を活用し、実機により近い大型のサイズのガス化炉に

おいて検証を行い、システム実現に向け、基盤技術をより確実な技術として発展させるととも

に、他のＣＯ２分離・回収技術と比較した本システムの経済的優位性を確認することを狙いと

する。 

具体的には、石炭投入量５０ｔ／ｄ規模のガス化炉を用いた、Ｏ２／ＣＯ２ガス化技術の実

証や乾式ガス精製システムの実証といった高効率発電を可能とする各要素技術を開発する。ま

た、セミクローズドＧＴについては、燃焼試験とＣＦＤ解析を通し、実スケールの燃焼器の特

性評価を行う。 
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次世代ガス化システムのこれまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧ

ＣＣガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー

効率の高い酸素製造技術を組み込んだＩＧＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向

上、の可能性があることが分かった。そこで、これらの可能性を検証及び評価するため、以下

の項目を実施する。 

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証 

噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス化炉

での検証を行う。 

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価 

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。 

（３）ＩＧＣＣシステム検討 

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計及び経済

性検討を行う。 

冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。 

また、両技術の相乗効果確認及び既存のＩＧＣＣへ適用した場合の効果を検証する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、送電端効率４２％（高位発熱量基準）を見通す

ための要素技術確立の目途を得る。 

次世代ガス化システムについては、既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４

８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸気

添加ガス化試験方法を確立する。 

 

[最終目標（２０２０年度）] 

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、２０１９年度までに送電端効率４２％（高位発

熱量基準）を見通すための要素技術を確立する。 

次世代ガス化システムについては、２０１８年度までに既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで

送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得る。 

両技術の相乗効果として、２０２０年度までにＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの目標効率

から更に０．５ポイント程度の向上の見通しを得る。  
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研究開発項目⑥ 「カーボンリサイクル・次世代火力推進事業」 

[実施期間]２０１６年度～２０２４年度 

 

１．研究開発の必要性 

長期エネルギー需給見通しにおける基本方針は、３Ｅ+Ｓ（安全性、安定供給、経済効率性、

環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現することである。２０３０年以

降、中長期的に火力発電から排出されるＣＯ２を一層削減するには、次世代技術の普及による更

なる高効率化や再生可能エネルギーの利用拡大、並びにカーボンリサイクルの推進が重要であ

る。これらの推進を実現するには中長期的な研究開発も重要であるため、革新的技術の先導研

究や調査が必要となる。 

 

２．具体的研究内容 
最新の技術動向や社会情勢、社会ニーズに合わせ、国内外の火力発電技術分野およびカーボ

ンリサイクルにおける最新技術の普及可能性、技術開発動向、産業間連携等の調査や、新規技

術開発シーズ発掘のための調査を実施する。また、ＩＥＡ／ＣＣＣ（Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｃｅ

ｎｔｒｅ）、ＩＥＡ／ＦＢＣ（Ｆｕｌｄｉｚｅｄ Ｂｅｄ Ｃｏｍｂｕｓｔｉｏｎ）、等に参画

し、技術情報交換・各種技術情報収集を行うとともに、国内関係者への情報提供を行う。また、

今後の国際市場における日本の火力発電所受注に向けて、高い競争力を発揮できる戦略及びビ

ジネスモデルを構築する。さらに、低コスト高効率次世代火力発電システム実現に向けた検討

や次世代火力発電における燃料多様化（バイオマス、アンモニア等）のための調査および先導研

究を進める。また、カーボンリサイクルにおいては、要素技術検討のための共通基盤技術開発

（ＣＯ２還元、炭酸塩化等）を進める。 

 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０２４年度）] 

火力発電技術分野において、ＣＯ２排出量低減、環境負荷低減及び国際競争力の強化を図るた

めに必要となる基礎的情報や、最新情報の収集・解析及び将来における次世代火力の技術開発

や導入可能性について、関連技術の適応性、課題等の調査を行う。また、海外との協力を通し

て、我が国の優れたＣＣＴの導入に向けた取組を行う。カーボンリサイクル分野において、先

導研究や調査の成果を俯瞰して、関連技術の経済性や導入可能性、ＣＯ２削減効果に関する基礎

的情報や課題を整理する。 
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研究開発項目⑦ 「次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発」 

[実施期間]２０１７年度～２０２２年度 

 

１．研究開発の必要性 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高

温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。７００℃以上の高温蒸気へ適用されるボイラ・タ

ービン適用材料開発については、長期高温環境下での使用を想定したクリープ試験を実施する

等、更なる信頼性の向上が必要である。本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力の

リプレース及び熱効率向上需要に対応するため、高温材料信頼性向上及び保守技術開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 （１）高温材料信頼性向上試験 

   信頼性向上のため、クリープ疲労試験、異種材料溶接部健全性評価、材料データベースの

拡充、表面処理技術開発等を実施する。 

 （２）保守技術開発 

   タービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）等の精度向上、高効率化、適用箇所の拡大を

目的とした非破壊検査技術開発を実施する。 

 

３．達成目標 

 [中間目標（２０１９年度）] 

  長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充については、各種データの取得を行い、

２０２１年度末までの試験計画を策定する。 

表面処理技術開発等の高温材料信頼性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）

精度向上等の保守技術については、技術確立の見通しを得る。 

 

[最終目標（２０２２年度）] 

事業終了時において送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成可能な商用プラントへ適用

する長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充、表面処理技術開発等の高温材料信頼

性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）精度向上等の保守技術を確立する。 

 

４．その他重要事項 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、ユーザー及び外部有識者等の意見を適

切に反映し、着実な運営を図る。情報発信及び知財化についても、技術の流出防止と適宜知財

化を適切に助成先へ指導する。 
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研究開発項目⑧「ＣＯ２有効利用拠点における技術開発」［委託・助成事業］ 

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度 

１．研究開発の必要性 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国

内の発電供給量の２６％を担う重要な電源であるが、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が

比較的多い課題がある。このような石炭火力を中心とした産業部門から生成するＣＯ２を削減

するため、経済産業省において策定された「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１

９年６月策定、２０２１年７月改訂）において、ＣＯ２を資源として捉え、これを分離・回収し、

鉱物化や人工光合成、メタネーションによる素材や燃料への利用等とともに、大気中へのＣＯ

２排出を抑制していく方針が示された。 

２０１９年９月に開催されたカーボンリサイクル産学官国際会議において、経済産業省より、

カーボンリサイクル３Ｃイニシアティブ、すなわち、３つのＣのアクションとして、①相互交

流の推進（”Ｃ”ａｒａｖａｎ）、②実証研究拠点の整備（”Ｃ”ｅｎｔｅｒ ｏｆ Ｒｅｓｅ

ａｒｃｈ）、③国際共同研究の推進（”Ｃ”ｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ）に取り組むことが示

された。 

カーボンリサイクル技術の開発を効率的に進めるためには、ＣＯ２の分離・回収が行われてい

る場所において、カーボンリサイクル技術開発を重点的に進める必要がある。 

 

２．具体的研究内容 

１）ＣＯ２有効利用拠点化推進事業 

ＣＯ２が得られる広島県大崎上島を研究拠点に、複数の企業や大学等が要素技術開発および実

証試験等を行うための拠点化に向けた検討および整備を行い、拠点の運営業務、要素技術開発

および実証試験の総括的な評価等を行う。 

２）研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業 

２０３０年の実用化に向け広島県大崎上島の研究拠点において、ＣＯ２有効利用に係る要素技

術開発および実証試験を実施する。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  複数の企業や大学等が要素技術開発および実証試験等を行うための拠点化に向けた検討およ

び整備を行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発を行い、実現可能性を検討し、拠点候

補地で行うべき事業を選定する。 

 

［中間目標（２０２５年）］ 

  当該拠点化に向けた追加整備を必要に応じて行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発

や実証試験を行い、実施済の要素技術開発等についてＣＯ２有効利用技術の経済性、ＣＯ₂削減効

果等を評価する。 

 

［最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発や実証試験を行い、２０２６年度まで実施した要素技術開

発等についてＣＯ２有効利用技術の経済性、ＣＯ₂削減効果等を評価する。 
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研究開発項目⑨ 「ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発」［委託・助成事業］ 

１）化学品へのＣＯ２利用技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利用

するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられてい

る。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、

２０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメン

ト、炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製

品の、コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年

６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカー

ボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置

づけられた。 

化学品へのＣＯ２利用技術については、既存の化石燃料由来化学品に代替可能でありＣＯ２削

減・ＣＯ２固定化に繋がること、高付加価値品製造に利用可能であること、新規技術導入による

効率向上やコスト低減の可能性があること等から、カーボンリサイクル技術として実現への期

待は大きい。一方で、現状では基礎研究レベルに留まる研究も多く、今後重点的に技術開発に

取り組むべき分野である。 

 

２．具体的研究内容 

ＣＯ２を原料とした化学品の合成において、ＣＯ２と水素あるいは合成ガスから一段で直接オ

レフィンを合成する技術や、ＣＯ２と水素あるいは合成ガスからＢＴＸ（ベンゼン・トルエン・

キシレン）等を製造する技術の開発、ＣＯ２分離回収技術とメタノール合成技術とを一体化させ

たシステムの技術の開発等が必要である。これらについて高効率な製造技術の開発や、全体シ

ステムの最適化を行い、適用条件の明確化や事業性の検討を行う。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  ＣＯ２を原料とした化学品合成の各技術について、要素技術開発および全体システムの構築を

行う。 

 

[中間目標（２０２５年度）] 

  ＣＯ２を原料とした化学品合成の各技術について技術開発もしくは実証研究を実施し、全体シ

ステムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果および経済性評価を実施する。 

 

[最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、化学品に関するカーボ

ンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。 
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２）液体燃料へのＣＯ２利用技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度 

１．研究開発の必要性 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利用

するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられてい

る。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、

２０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメン

ト、炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製

品の、コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年

６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカー

ボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置

づけられた。 

ＣＯ２由来の液体燃料については、既存の石油サプライチェーンを活用でき液体燃料の低炭素

化を促進する技術であることから、カーボンリサイクル技術としての実現への期待は大きい。

一方で、現状では生産効率やコストなどの面で課題が大きいことから、普及に向けて技術開発

に取り組む必要がある。 

 

２．具体的研究内容 

ＣＯ２を原料とした既存の液体化石燃料（ガソリン、軽油等）の代替品となり得る液体燃料（微

細藻類由来のバイオ燃料を除く）製造に関するＦＴ合成やその他合成反応など製造プロセスの

改善などを通じ、ＣＯ２を有効利用しつつ、その排出削減を目指す技術開発を行う。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  ＣＯ２を原料とした液体燃料合成の各技術について、要素技術開発および全体システムの構築

を行う。 

 

[中間目標（２０２５年度）] 

  ＣＯ２を原料とした液体燃料合成の各技術について技術開発もしくは実証研究を実施し、全体

システムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果および経済性評価を実施する。 

 

[最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、液体燃料に関するカー

ボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。 
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３）コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ２利用技術開発 

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利用

するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられてい

る。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、

２０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメン

ト、炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製

品の、コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年

６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカー

ボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置

づけられた。 

 コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ２利用については、ＣＯ２固定

化ポテンシャルが高いこと、生成物が安定していること、土壌改質などへの適用も見込めるこ

となどから、カーボンリサイクル技術としての実現への期待は大きく、早期の社会実装が望ま

れる分野である。 

 

２．具体的研究内容 

鉄鋼スラグ、廃コンクリート、石炭灰等の産業副産物、廃鉱物、海水（かん水）等からの有効

成分（ＣａやＭｇの化合物）の分離や微粉化等の前処理の省エネ化、湿式プロセスにおける省エ

ネ化、安価な骨材や混和材等の開発および炭素・炭化物の生成技術などの要素技術を開発する。

また、ＣＯ２発生源から製造・供給までの一貫システム構築・プロセスの最適化、用途拡大と経

済性の検討を行い事業性について検討する。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２２年）］ 

  コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへの各ＣＯ２利用技術について、要素技

術開発および全体システムの構築を行う。 

 

[中間目標（２０２５年度）] 

  コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへの各ＣＯ２利用技術について技術開発

もしくは実証研究を実施し、全体システムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効

果および経済性評価を実施する。 

 

[最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、コンクリート、セメン

ト、炭酸塩、炭素、炭化物などに関するカーボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。 
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４）気体燃料へのＣＯ２利用技術開発 

[実施期間]２０２１年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利用

するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられてい

る。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、

２０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメン

ト、炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製

品の、コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年

６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカー

ボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置

づけられた。 

 気体燃料へのＣＯ２利用技術については、既存の化石燃料を代替可能であり既存燃料市場へ

適応した場合、大規模なＣＯ２削減を実現する可能性を持つことや、既存のインフラを活用可能

な点から技術確立後のＣＯ２削減効果の波及のしやすさが大きく期待される等、カーボンリサ

イクル技術として実現への期待は大きい。一方で、現状では基礎研究レベルに留まる研究も多

く、今後重点的に技術開発に取り組むべき分野である。 

 

２．具体的研究内容 

ＣＯ２を原料とした気体燃料製造技術においては、触媒長寿命化や活性マネージメント、熱マ

ネージメント、スケールアップ検討、電解技術等を活用した基盤技術等の開発が必要である。こ

れらについて高効率な製造技術の開発や全体システムの最適化、またそれらを通じた低コスト

化検討等を行う。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２３年）］ 

  ＣＯ２を原料とした気体燃料製造の各技術について、要素技術開発および全体システムの構築

を行う。 

 

[最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、気体燃料に関するカー

ボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。 
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研究開発項目⑩ 「石炭利用環境対策事業」 

[実施期間]２０１６年度～２０２５年度 

 

１．研究開発の必要性 

石炭は、経済性、供給安定性に優れた重要なエネルギー資源であり、「第６次エネルギー基本

計画」においては、再生可能エネルギーを最大限導入する中で、調整電源としての役割が期待さ

れている。一方、石炭利用に伴い発生するＣＯ２、ＳＯｘ、ＮＯｘ、ばいじん等への対策や、石

炭灰やスラグの有効利用方策を確立することが喫緊の課題である。 

 

２．具体的研究内容 

石炭利用に伴い発生する環境影響の低減等に貢献する技術の開発を行う。 

１）石炭利用環境対策推進事業 

 石炭利用時に必要な環境対策に関わる調査を実施する。また、今後のＣＣＴ開発を効率的

に支援するコールバンクの拡充及び石炭等の発熱性に係る調査・技術開発を行う。 

 石炭灰の発生量や有効利用に関する実態調査等を行う。具体的には、国内石炭灰排出量・

利用量を把握するとともに、海外の石炭灰利用技術及び利用状況等を調査する。また、石炭

等の燃焼灰利用及び削減に係る技術開発を行う。 

 さらに、石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品として規格化することに

より、スラグ製品として新しい販路を開拓し、石炭等の燃焼灰有効利用の用途を広げる。 

 

２）石炭利用技術開発 

石炭等の燃焼灰の利用用途拡大に関する技術開発を行う。 

セメントを使用しないフライアッシュコンクリート製造技術の開発を実施する。加えて、低

品位フライアッシュの硬化体原材料としての適用範囲を把握し、有望視される用途（土木分

野、建築分野、環境分野等）に適した硬化体製造技術を確立する。 

石炭ガス化溶融スラグを利用したコンクリート構造物を製造し、強度、組成、耐久性などに

関する評価試験を実施し、信頼性・性能の確認を行う。また、コンクリートを使用する際のガ

イドラインとなる設計・施行指針を作成する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１９年度）] 

１）石炭利用環境対策推進事業 

石炭利用環境対策に関わる調査、コールバンクの拡充及び石炭等の発熱性を把握すること

により、石炭の有効利用技術の確立に向けた知見を得る。 

石炭等の燃焼灰の有効利用、及び削減に寄与する技術の確立に向けた知見を得る。 

また、新たな石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品としての規格化の見

通しを得る。 

石炭の有効利用に資する国内石炭灰排出量・利用量等の共通基盤データをとりまとめる。 

 

２）石炭利用技術開発 

石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないフライアッシュコンクリー

ト製造技術を確立し、製品化に向けた用途を提案する。 
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[中間目標（２０２２年度）] 

１）石炭利用環境対策推進事業 

石炭等の発熱性を把握すると共に、石炭管理の指針に資する知見を得る。石炭等の燃焼灰の

有効利用、削減及び用途拡大に寄与する技術の確立に向けた知見を得る。 

 

２）石炭利用技術開発 

石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないコンクリート製造技術を確立、

製品性能の見通しを得る。また、石炭ガス化溶融スラグを使用したコンクリートの信頼性・性能

を示し、また設計・施工指針を作成するための知見を得る。 

 

［最終目標（２０２５年度）］ 

１）石炭利用環境対策推進事業 

石炭利用環境対策に関わる調査、コールバンクの拡充及び石炭等の発熱性を把握すること

により、石炭の有効利用技術確立の見通しを得る。 

石炭等の燃焼灰の有効利用、及び削減及び用途拡大に寄与する技術確立の見通しを得る。 

また、新たな石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品としての規格化の見

通しを得る。 

石炭の有効利用に資する国内石炭灰排出量・利用量等の共通基盤データをとりまとめる。 

 

２）石炭利用技術開発 

石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないフライアッシュコンクリー

ト製造技術を確立し、製品化に向けた用途を提案する。加えて、石炭ガス化溶融スラグを使

用したコンクリートの信頼性・性能を示し、設計・施行指針を作成する見通しを得る。 
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研究開発項目⑪「アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業」［委託・助成事業］ 

[実施期間]２０２１年度～２０２４年度 

１．研究開発の必要性 

２０１８年７月「第５次エネルギー基本計画」では、石炭は、経済性、供給安定性に優れた重

要なエネルギー資源であり、重要なベースロード電源と位置付けられている。また、既存のイ

ンフラを有効利用した脱炭素化のための技術開発として、アンモニアを燃料として直接利用す

る技術開発が挙げられている。また、２０２１年１０月「第６次エネルギー基本計画」では、

アンモニアを燃料とした発電は燃焼時にＣＯ２を排出せず、カーボンニュートラル実現に向けた

電源の脱炭素化を進める上で有力な選択肢の一つと位置付けられている。 

２０２０年３月に策定された「新国際資源戦略」では、ＣＯ２排出削減に向け、液体アンモニ

アの混焼を含めて着実に技術開発等を進めることが必要とされている。 

ＣＯ２フリーアンモニアは、水素を輸送・貯蔵できるエネルギーキャリアとして、火力発電の

燃料として直接利用が可能であり、燃焼時にはＣＯ２を排出しない燃料として、温室効果ガスの

排出量削減に大きな利点がある。 

火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用は、 ２０３０年以降、中長期的に火力発

電から排出されるＣＯ２を一層削減し、アンモニアをはじめとする水素エネルギーの社会実装に

繋がる技術開発である。 

 

２．具体的研究内容 

火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用技術を実証すべく、設備費、運転費並び

にアンモニアの製造・輸送コストを考慮した経済性検討、実証試験に必要な技術検討などを実

施する。  

１） 要素研究［委託事業］  

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］ 

※１）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成される委

員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２３年）］ 

  火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用技術の見通しを得る。 

 

［最終目標（２０２４年度）] 

  火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用技術を確立する。 
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研究開発項目⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発［委託事業］ 

［実施期間］２０１８年度～２０２４年度 

（２０２１年度までは「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」において実施） 

 

１．研究開発の必要性 

２０２０年１月に策定された「革新的環境イノベーション戦略」においては、ＣＯ２分離・回

収コストの低減が技術課題として記載されており、新たな研究開発・実証として、固体吸収材や

分離膜を用いた分離回収技術が挙げられている。 

また、２０２１年７月に経済産業省が改定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」で

は、ＣＯ２の分離・回収は共通技術として重要な位置づけとされている。 

本事業では、石炭火力発電所等で発生するガスからＣＯ２を分離・回収するのに有効な技術と

して、固体吸収法および膜分離法について研究開発を行う。 

 

２．具体的研究内容 

（１）先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発【２０１９年度終了】 
ＣＯ２の分離・回収技術の一つである化学吸収法のうち、高効率な回収が可能な「アミンを固

体に担持した固体吸収材」について、燃焼排ガスを対象としたプラン1ト試験設備を用いた実用

化研究を行う。 
 

（２）先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究 

石炭火力発電所の燃焼排ガスに最適化された、固体吸収材移動層システムの研究開発を行う。 

固体吸収材移動層システムのＣＯ２分離・回収試験を実施するために、移動層パイロットスケ

ール試験設備（４０ｔ-ＣＯ２/ｄ規模）について、設計・建設・運転等を行う。また、固体吸収

材の性能向上を図るとともに、固体吸収材の大量製造技術、移動層システムにおけるＣＯ２分

離・回収等の各工程にかかるプロセスシミュレーション技術等、ＣＯ２固体吸収法に関わる基盤

技術開発を行い、石炭火力発電所からの実燃焼排ガスを用いて、固体吸収法による石炭燃焼排ガ

スへの適用性を研究する。 

 

（３）二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発 
石炭ガス化複合発電等で発生する比較的高い圧力を有するガスからＣＯ２を分離・回収するの

に有効な分離膜技術について、実ガスを用いた実用化研究を行う。 
 

（４）二酸化炭素分離膜システム実用化研究開発 

火力発電所等で発生するガスからＣＯ２を分離・回収するのに有効な膜分離技術について、実

ガスに適用可能な分離膜モジュールおよび分離膜システムの実用化研究を行う。 

また、ＣＯ２分離・回収プロセスとＣＯ２利用プロセスの統合を考慮した膜分離技術の研究開

発を行う。 

 

３．達成目標 

（１）先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発 
 ［最終目標］２０１９年度 

ＣＯ２分離・回収エネルギーを１．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２を達成する固体吸収材・システムを開発

する。 
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（２）先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究 

［中間目標］２０２２年度 

移動層パイロットスケール試験設備すべての機器の据付、受電を完了し、石炭火力発電所煙道

から移動層パイロットスケール試験設備へ実燃焼排ガスを導入し、ＣＯ２を分離し回収出来るこ

とを確認する。 

固体吸収材のスケールアップ製造技術開発を行い、パイロット試験開始に必要な固体吸収材の

供給を完了する。また、移動層シミュレーションによる実ガス試験での最適運転条件を提示す

る。 

 

［最終目標］２０２４年度 

火力発電所などの燃焼排ガスなどからＣＯ２を分離・回収する固体吸収法について、実燃焼排

ガスからのＣＯ２分離・回収連続運転を実施し、パイロットスケール設備においてＣＯ２分離・

回収エネルギー１．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２の目途を得る。 

 

（３）二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発【２０２１年度終了】 

［最終目標］２０２１年度 

石炭ガス化複合発電等で発生する比較的高い圧力を有するガスからのＣＯ２分離・回収エネル

ギーについて、実用化段階（数百万ｔ－ＣＯ２／年規模を想定）で回収エネルギー０．５ＧＪ／

ｔ－ＣＯ２以下を達成する分離膜技術を開発する。 

 

（４）二酸化炭素分離膜システム実用化研究開発 

［中間目標］２０２２年度 

実用化段階で想定される条件下でＣＯ２分離・回収に用いることができる分離膜材料の設計方針

の見通しを得て、評価設備による性能検証を開始する。 

 

［最終目標］２０２３年度 

火力発電等で発生するガスからのＣＯ２の分離・回収において、ＣＯ２の利用プロセスに適す

る分離膜材料を適用した分離膜システムを開発し、比較的高い圧力を有するガスからのＣＯ２の

分離・回収においては実用化段階でＣＯ２分離・回収エネルギーが０．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２以下

を達成できる技術を開発する。 
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研究開発項目⑬「火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業」［委託・助成事業］ 

１） 機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の技術開発・実証研究［委託・助成事

業］ 

[実施期間]２０２２年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

２０２１年１０月に策定された「第６次エネルギー基本計画」では、再生可能エネルギーを

大量導入するには、調整力の確保等の電力システムの柔軟性の向上が必要であるとされており、

火力発電の今後の在り方についても、安定供給を大前提に設備容量の確保が挙げられている。 

火力発電の運用性向上を目指すため、調整力電源の安定性維持に貢献する機動性に優れるガ

スタービン複合発電（ＧＴＣＣ）に適用する技術について、既存設備への適用を対象とした社

会実装に取り組むことが重要である。 

 

２．具体的研究内容 

急速起動・出力変動時のＧＴＣＣの安定運転の実現に向け、発電事業者が抱える現状ガス

タービンの課題に対し、本事業の要素研究にて確立した燃焼技術、制御技術、数値解析技術

等を中心とした要素研究の成果を、発電事業者の設備投資コストをできるだけ抑えた形で実

用化する検討を実施し、最低負荷の引き下げ や出力変化速度改善の検証等を行う。 

１） 要素研究［委託事業］  

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］ 

※１）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成される

委員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。 

 

３．達成目標 

［中間目標（２０２４年度）] 

機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電について、電力事業者の方針や対象機

器の要求仕様等に応じた設備仕様等をまとめる。 

 

［最終目標（２０２６年度）]  

機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電について、実証設備での目標性能達成

の目途を得る。 
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研究開発項目⑬「火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業」［委託・助成事業］ 

２） 石炭火力の負荷変動対応技術開発・実証研究［委託・助成事業］ 

[実施期間]２０２３年度～２０２６年度 

 

１．研究開発の必要性 

２０２１年１０月に策定された「第６次エネルギー基本計画」において、火力発電は、再生

可能エネルギーの瞬時的・継続的な発電電力量の低下にも対応可能な供給力を持つ形で設備容

量を確保することを求められており、とりわけ自然変動電源（太陽光・風力等）の導入が今後

拡大する中で、電力の需給バランスを維持し周波数を安定化するために、火力発電による調整

力の一層の確保と信頼性・運用性の向上が必要となる。 

 

２．具体的研究内容    

火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるために、機動性に優れる広

負荷帯高効率発電用ボイラに関する技術開発・実証研究を実施する。 

１） 要素研究［委託事業］  

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］ 

※１）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成される

委員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。 

 

３．達成目標 

［最終目標（２０２６年度）] 

負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守技術お

よび火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための先進的な技術の社

会実装に向けた見通しを得る。 
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１）機動性に優れる広負荷帯
高効率ガスタービン複合発電
の技術開発・実証研究

２）石炭火力の負荷変動対応
技術開発・実証研究

研究開発項目⑬
火力発電負荷変動対応技術開発・
実証事業

年度（西暦）

機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の

技術開発・実証研究

石炭火力の負荷変動対応技術開発・実証研究



 

特許論文－1 

 

 添付資料２  

●論文 

発表者 所属 タイトル 発表誌名 ページ番号 発表年月 

田中 恒佑 JCOAL カーボンリサイクルに係る

JCOAL の取組 

ＪＣＯＡＬジャ

ーナル Vol.46  

P.22 2021年6月 

水野健、関健吾、

取違剛、渡邉賢三 

鹿島建設株式会

社 

ＣＯ２を主成分とする排気

ガスの温度・湿度および微

量成分がコンクリートの炭酸

化養生に及ぼす影響 

コンクリート工学

年次論文集Ｖ

ｏｌ．４４ （

コンクリート工学

年次大会２０

２２（千葉）

） 

― 2022年7月 

関健吾、取違剛、

向俊成、田口翔也 

鹿島建設株式会

社 

ＣＯ２ガスを用いた養生に

おける気相・固相中のＣＯ

２収支 

コンクリート工学

年次論文集Ｖ

ｏｌ．４４ （

コンクリート工学

年次大会２０

２２（千葉）

） 

― 2022年7月 

向俊成、関健吾、

取違剛、渡邉 賢

三 

鹿島建設株式会

社 

消石灰を用いたセメント系

材料のＣＯ２吸収挙動に

関する基礎的検討 

コンクリート工学

年次論文集Ｖ

ｏｌ．４４ （

コンクリート工学

年次大会２０

２２（千葉）

） 

― 2022年7月 

横川勇輝、横関康

祐、取違剛、関健

吾 

学校法人東洋大

学 

炭酸化ペースト中の固定炭

素量分布に関する研究 

第７６回セメン

ト技術大会 

― 2022年5月 

山川剛、中嶋翔平

、関健吾、取違剛、

水野健 

鹿島建設株式会

社 

ナノバブルＣＯ２溶解水を

用いたコンクリートのＣＯ２

固定に関する一考察 

土木学会第７

７回年次学術

講演会 

― 2022年9月 

海老剛行、関健吾

、取違剛、向俊成、

田口翔也、小林聖 

鹿島建設株式会

社 

強制炭酸化がコンクリートの

曲げ耐力に及ぼす影響 

土木学会第７

７回年次学術

講演会 

― 2022年9月 

尾口佳丈、関健吾

、取違剛、向俊成、

田口翔也 

鹿島建設株式会

社 

材齢初期に炭酸化の影響

を受けたモルタルにおける圧

縮強度および静弾性係数

の分布 

土木学会第７

７回年次学術

講演会 

― 2022年9月 



 

特許論文－2 

 

菅谷那津子、関健

吾、取違剛、向俊

成、田口翔也 

鹿島建設株式会

社 

模擬排気ガス中に含まれる

ＳＯ２がモルタル硬化体の

炭酸化反応および力学特

性に及ぼす影響 

土木学会第７

７回年次学術

講演会 

― 2022年9月 

小林聖、藤岡彩永

佳、中嶋翔平、関

健吾、取違剛（鹿

島建設）、保倉篤

、宮里心一（金沢

工業大学） 

鹿島建設株式会

社 

炭酸化したコンクリートと鉄

筋の付着に関する一考察 

土木学会第７

７回年次学術

講演会 

― 2022年9月 

保倉篤、宮里心一

（金沢工業大学）

、小林聖、関健吾、

取違剛（鹿島建設

） 

学校法人金沢工

業大学 

炭酸化養生と温度変動の

有無がコンクリートとＦＲＰ 

補強筋の付着強度に及ぼ

す影響 

土木学会第７

７回年次学術

講演会 

― 2022年9月 

関健吾、取違剛、

田口翔也、小林聖

、藤岡彩永佳、向

俊成 

鹿島建設株式会

社 

炭酸化養生におけるＣＯ

２濃度が炭酸カルシウム生

成量に及ぼす影響 

土木学会第７

７回年次学術

講演会 

― 2022年9月 

石橋靖亨、吉田祐

麻、関健吾、田口

翔也、取違剛 

鹿島建設株式会

社 

炭酸化養生を行ったコンクリ

ートの熱膨張係数に関する

考察 

土木学会第７

７回年次学術

講演会 

― 2022年9月 

田口翔也、向俊成

、取違剛、関健吾 

鹿島建設株式会

社 

製鋼スラグの炭酸化コンクリ

ートへの適用性に関する検

討（タイトル変更の可能性

あり） 

土木学会第７

７回年次学術

講演会 

― 2022年9月 

渡邊 健太 

三石 雄悟 

佐山 和弘 

産業技術総合研

究所 

Cs,Rh-codoped WO3 

with a core-shell 

structure responsive 

up to 600 nm as an 

O2-evolving 

photocatalyst for Z-

schematic water 

splitting 

Sustainable 

Energy & 

Fuels 

DOI: 

10.1039/

D2SE0068

7A 

2022年6月17

日 

渡邉研志 

秋 庸裕 
広島大学 オーランチオキトリウム属を活用

したバイオリファイナリーによる有

用脂質生産 

生物工学会誌 472-476 2020年9月 

Kenshi Watana
be 
Perez Charose 
Tomoki Kitahori 
Kousuke Hata 
Masato Aoi 

Hiroshima Univ. 
Nagase Co. Ltd
. 

Idemitsu Kosan 

Co. Ltd. 

Improvement of fatty 

acid productivity of 

thraustochytrid, 

Journal of 

Bioscience and 

Bioengineering 

373-380 2021年4月 



 

特許論文－3 

 

Hirokazu Takah
ashi 
Tetsushi Sakum
a 
Yoshiko Okamu
ra 
Yutaka Nakashi
mada 
Keisuke Matsuy
ama 
Shinzo Mayuzu
mi 

Tsunehiro Aki 

Aurantiochytrium sp. by 

genome editing 

奥田 源己 
渡邉 研志 
中瀬 玄徳 
廣谷 蘭 
石垣元務 
中島田 豊 
松浦 将吏 
松山 恵介 

秋 庸裕 

広島大学 
中国電力 

⾧瀬産業 

CO2を再資源化するGas-to-

Lipidsバイオプロセスの開発 

第73回日本生物

工学会トピックス

集 

48 2021年10月 

渡邉 研志 

秋 庸裕 
広島大学 オーランチオキトリウムによるバ

イオリファイナリーと有用脂質生

産 

バイオエネルギー

再燃 

118-122 2021年11月 

Junya Kato 

Takehiko Gotoh 

Yutaka 

Nakashimada 

Hiroshima Univ. Removal of acetic 

acid from bacterial 

culture media by 

adsorption onto a 

two-component 

composite polymer 

gel 

Gels 154 (11 

pages) 

2022年3月 

 

●学会発表・講演 

発表者 所属 タイトル 学会名・イベント名等 発表年月 

竹村 亮介 大崎クールジェン 大崎クールジェンプロジェクトに

おけるCO2分離・回収実証

試験及びCO2有効利用に向

けた取組について 

CCR研究会 2021年7月

度講演会 

2021年7月15日 

細越 俊哉 大崎クールジェン 脱炭素社会に向けたクリーン

コールテクノロジーの役割 

第28回日環協・環境セミ

ナー全国大会 

2021年10月8日 

橋本 敬一郎 JCOAL 技術連携戦略センターの事

業報告、CO2利用基礎研究

拠点整備・研究支援の最適

化検討と実施状況 

令和2年度JCOAL事業報

告会 

2021年3月29日 
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橋本 敬一郎 JCOAL 技術連携戦略センターの事

業報告、CO2利用基礎研究

拠点整備・研究支援の最適

化検討と実施状況 

令和3年度JCOAL事業報

告会 

2022年2月1日 

河内 友一 中国電力株式会

社 

石炭灰を有効利用できるカー

ボンリサイクル技術（ＣＯ２

－ＳＵＩＣＯＭ，ＣＯ２－

Ｔｒｉｃｏｍ）の紹介 

石炭灰有効利用シンポジウ

ム２０２１ 

2021年12月 

渡邊 健太 

三石 雄悟 

佐山 和弘 

産業技術総合研

究所 

Cs,Rh共ドーピングによる

WO3酸素生成光触媒の⾧

波⾧応答化 

日本化学会第102春季

年会 

2022年3月23日 

北村春菜，李新鈺

，鷲見知香，三宅

浩史，内田幸明，

西山憲和 

大阪大学 シリカライト被覆ZSM-5コアシ

ェル触媒のシェル合成における

有機構造規定剤の影響 

石油学会第62回年会 2022年5月30日 

渡邊 健太 

三石 雄悟 

佐山 和弘 

産業技術総合研

究所 

Rh and Cs-codoped 

WO3 responding up to 

600 nm as an O2-

evolving photocatalyst 

for Z-schematic water 

splitting 

The 9th Tokyo 

Conference on 

Advanced Catalytic 

Science and 

Technology (TOCAT9) 

2022年7月25日 

渡邊 健太 

三石 雄悟 

佐山 和弘 

産業技術総合研

究所 

600 nmまで応答する

Cs,Rh共ドープWO3酸素生

成光触媒の開発 

第130回触媒討論会 2022年9月26日 

中島田 豊 広島大学 合成ガス発酵によるカーボンリ

サイクル型化学品製造技術 

第87回広島大学バイオマス

イブニングセミナー(第71回

hu-aceセミナー) 

2020年9月 

中島田 豊 広島大学 炭素循環型高温合成ガス発

酵技術の開発 

グリーンプロセスインキュベーシ

ョンコンソーシアム(GIC) 

2020年度第68回研修セミ

ナー 

2020年12月 

中島田 豊 広島大学 カーボンリサイクルに資する微生

物発酵技術 

第16回バイオマス科学会議 2021年1月 

秋 庸裕 広島大学 海洋油糧微生物オーランチオキ

トリウムのゲノム編集育種～油

脂改質とバイオリファイナリー 

JBA“未来へのバイオ技術”勉

強会:バイオ素材百花繚乱

15～脂質と超小胞体のマジッ

ク 

2021年3月 

中島田 豊 広島大学 環境と経済をバイオで繋ぐグリ

ーンイノベーション 

生物工学会（NEDO共催

）・第8回 SBJシンポジウ

ム”カーボンリサイクル実現に

2021年5月 
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向けたバイオ生産技術開発

” 

Kenshi Watana
be 
Perez Charose 
Tomoki Kitahori 
Kousuke Hata 
Masato Aoi 
Hirokazu Takah
ashi 
Tetsushi Sakum
a 
Yoshiko Okamu
ra 
Yutaka Nakashi
mada 
Keisuke Matsuy
ama 
Shinzo Mayuzu
mi 

Tsunehiro Aki 

Hiroshima Univ. 
Nagase Co. Ltd
. 

Idemitsu Kosan 

Co. Ltd. 

Improvement of lipid 

productivity of 

Aurantiochytrium sp. by 

genome editing. 

2021 AOCS Annual 

Meeting & Expo 

2021年5月 

新本 佳子 
⾧谷川 真輝渡邉 
研志 

秋 庸裕 

広島大学 Aurantiochytrium属のゲ

ノム育種による脂質生産性の

向上 

日本農芸化学会中四国

支部第59回講演会 

2021年6月 

Tsunehiro Aki Hiroshima Univ. Genomic breeding of 

oleaginous marine 

protist, 

Aurantiochytrium sp., 

for biorefinery 

processing. 

Lecture for students 

of the University of 

Santo Tomas 

2021年8月 

中島田 豊 広島大学 カーボン・エネルギーリサイクル

を指向するガス発酵技術 

一般社団法人先端バイオ

工学推進機構  

「化学・素材・燃料分科会

」 第8回会合 講演会  

2021年8月 

中島田 豊 広島大学 バイオプロセスを活用したCO2

資源化技術 

日本化学会関東支部講

演会「カーボンニュートラル社

会実現に向けた化学技術

の最新動向」 

2021年9月 

奥田 源己 
渡邉 研志 
中瀬 玄徳 
廣谷 蘭 
石垣元務 
中島田 豊 
松浦 将吏 
松山 恵介 

秋 庸裕 

広島大学 
中国電力 

⾧瀬産業 

CO2を再資源化するGas-to-

Lipidsバイオプロセスの開発 

第73回日本生物工学会大

会 

2021年10月 

渡邉 研志 
Perez Charose 
北堀 智希 

広島大学 

⾧瀬産業 
ゲノム編集によるオーランチオキト

リウム属の脂肪酸生産性の向上 

第73回日本生物工学会大

会 

2021年10月 
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畑 浩介 
青井 真人 
高橋 宏和 
佐久間 哲史 
岡村 好子 
中島田 豊 
松山 恵介 

秋 庸裕 

渡辺 直己 

加藤 節 

青井 議輝 

加藤 淳也 

秋 庸裕 

中島田 豊 

松浦 将吏 

沢田 健 

広島大学 

 

 

 

 

 

 

中国電力 

酢酸生産菌を用いた 

H2/CO2 からの低コスト酢酸

生産の実現に向けた培地組

成の検討 

第73回 日本生物工学会大

会 

2021年10月 

中島田 豊 広島大学 遺伝子組み換えホモ酢酸菌

を用いた合成ガス発酵による

化成品製造 

第34回 日本微生物生態

学会シンポジウム「微生物

生態学を社会実装する!」 

2021年11月 

奥田 源己 
渡邉 研志 
中瀬 玄徳 
廣谷 蘭 
石垣 元務 
中島田 豊 
松浦 将吏 
松山 恵介 

秋 庸裕 

広島大学 
中国電力 

⾧瀬産業 

Gas-to-Lipids バイオプロセ

スにおける脂質生産条件の

検討 

第6回ラビリンチュラシンポジ

ウム 

2021年12月 

新本 佳子 
⾧谷川 真輝 
渡邉 研志 

秋 庸裕 

広島大学 Aurantiochytrium属のゲ

ノム育種による脂質生産性の

向上 

第6回ラビリンチュラシンポジ

ウム 

2021年12月 

渡邉  研志 
Perez Charose 
北堀 智希 
畑 浩介 
青井 真人 
高橋 宏和 
佐久間 哲史 
岡村 好子 
中島田 豊 
山本 卓 
松山 恵介 

秋 庸裕 

広島大学 

⾧瀬産業 
ゲノム編集によるオーランチオキト

リウム属の脂肪酸生産性の向上 

第6回ラビリンチュラシンポジ

ウム 

2021年12月 

奥田 源己 
渡邉 研志 
中瀬 玄徳 
廣谷 蘭 
石垣 元務 
中島田 豊 
松浦 将吏 
松山 恵介 

秋 庸裕 

広島大学 
中国電力 

⾧瀬産業 

Gas-to-Lipidsバイオプロセ

スにおける脂質生産条件の

検討 

2021年度第3回脂質駆

動学術産業創生研究部

会講演会 

2021年12月 
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新本 佳子 
⾧谷川 真輝 
渡邉 研志 

秋 庸裕 

広島大学 Aurantiochytrium属のゲ

ノム育種による脂質生産性の

向上 

2021年度第3回脂質駆

動学術産業創生研究部

会講演会 

2021年12月 

吉田 和広 中国電力 大崎拠点におけるカーボンリサ

イクル研究の概要 

石炭・炭素資源有効利用

研究会 第4回研究会 

2021年12月 

中島田 豊 広島大学 カーボンリサイクルに資するバイ

オプロセス 

2021年度 発酵と代謝研

究会講演会 

2022年3月 

 

●新聞・雑誌等への掲載 

掲載日 掲載媒体 タイトル・掲載内容 

2020 年 8 月 6 日 電気新聞 カーボンリサイクル確立へ大崎上島で技術実証 NEDO5 件採択 

2020 年 9 月 3 日 共同通信 梶山経産相の大崎クールジェン視察、大崎クールジェンプロジェクトとカーボン

リサイクル実証拠点についての紹介 

2020 年 9 月 3 日 山陰中央新報社 web 梶山経産相の大崎クールジェン視察、大崎クールジェンプロジェクトとカーボン

リサイクル実証拠点についての紹介 

2020 年 9 月 3 日 お 好 み ワ イ ド ひ ろ し ま

（NHK） 

梶山経産相の大崎クールジェン視察、大崎クールジェンプロジェクトとカーボン

リサイクル実証拠点についての紹介 

2020 年 9 月 3 日 テレビ派（広島テレビ） 梶山経産相の大崎クールジェン視察、大崎クールジェンプロジェクトとカーボン

リサイクル実証拠点についての紹介 

2020 年 9 月 4 日 読売新聞 「CO2 の再利用」 研究広がる化学品コンクリート製造 

2020 年 9 月 4 日 電気新聞 梶山経産相 大崎クールジェンを視察 技術確立向け支援 

2020 年 9 月 23 日 山陰経済ウィークリー 脱炭素社会へ技術革新の胎動 カーボンリサイクル 中電が広島を拠点に

推進 

2021 年 3 月 22 日 広島ホームテレビ ５UP 大崎クールジェンプロジェクトとカーボンリサイクル実証拠点についての紹介 

2021 年 4 月 28 日 Ｊ Ｃ Ｏ Ａ Ｌ マ ガ ジ ン

VOL:第 261 号 

事業報告:カーボンリサイクル実証研究拠点整備の着工祈願祭 

2021 年 6 月 20 日 産経新聞 地球温暖化に欠かせぬ火力発電 大崎クールジェンプロジェクト イノベー

ションで CO2 実質ゼロに貢献に 

2021 年 8 月 22 日 ガリレオ X（BS フジ） CO2 排出削減 脱炭素社会に向けたイノベーション 

2021 年 8 月 広報大崎上島 8 月号

（大崎上島町会誌） 

大崎上島におけるカーボンリサイクル実証研究拠点の紹介 

2021 年 9 月 13 日 産経新聞 石炭が探るカーボンニュートラルへの道 トリプル複合発電、アンモニア混焼、

CCS、CO2 再利用…イノベーションの最前線 

2021 年 11 月 30 日 Ｊ Ｃ Ｏ Ａ Ｌ マ ガ ジ ン

VOL:第 268 号 

安全祈願祭の実施～基礎研究・先導研究拠点の研究用プレハブ建設工

事～ 

2021 年 12 月 11 日 中国新聞 石炭火力発電の効率化を目指す取り組み状況の紹介およびカーボンリサイ

クル実証拠点の紹介 

2022 年 2 月 10 日 VOICE NO.3 瀬戸内の島で進む「脱炭素社会」への取組み 

2020 年 11 月 中国電力株式会社 エ

ネルギアレポート  

Gas-to-Lipids バイオプロセスの開発  
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2020 年 11 月 電気評論 2020 年 11

月号  

温暖化対策に向けた研究・開発の取り組み ～カーボンリ

サイクルとヒートアイランド対策技術の開発～  

2020 年 11 月 広島大学 エネルギー

超高度利用研究拠点 

ニュースレター 

Vol.46 

研究拠点の動き  

2020 年 11 月 Global Bioeconomy 

Summit 2020 

Development of Gas-to-Lipids Bioprocess 

2020 年 12 月 電気新聞 テクノロ

ジー&トレンド  

CO2 から高付加価値脂質を生産  

2021 年 2 月 エネルギーフォーラ

ム 2021 年 2 月号  

進む革新的低炭素石炭火力の技術開発 カーボンリサイクル

実証研究拠点化も  

2021 年 3 月 エネルギアグループ

知的財産報告書 2021

年  

カーボンリサイクル技術の早期実用化に向けた取り組み  

2021 年 4 月 電気新聞  電気新聞特別テーマ「みどりの月間」 

2022 年 3 月 電気新聞  電気新聞ブランケット版【新聞と同サイズ：本紙への折込み】 

 

●特許等 

出願者 出願番号 国内/外国

/PCT 

出願日 名称 発明者 

国立大学法人広島

大学 

特願2022-008185 国内 2022年1月21日 有機酸の回収方法 中島田 豊 

加藤 淳也 

後藤 健彦 

国立大学法人広島

大学 

出光興産株式会社 

中国電力株式会社 

特願2017-250129 国内 

PCT 

2022年3月1日 脂質の生産方法 秋 庸裕 

渡邉研志 

中島田豊 

松村幸彦 

岡村好子 

田島誉久 

廣谷 蘭 

石垣元務 

黛 新造 

吉田和広 

沢田 健 

角田祐介 

（参考）商標登

録） 

中国電力株式会社 

国立大学法人広島

大学 

⾧瀬産業株式会社 

商願2022-29350 国内 2022年3月15日 

 

- 

 


